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学位論文要旨 
1980 年代以降、台湾ではコミュニティ施設に関する設置及び設計の指針が初めて策定された。
しかしながら、そこで示された施設内部空間の配置についての規定は極めて不明確であった。こ
のため、現在までの台湾のコミュニティ施設は、内部にある活動空間の配置、及び利用動線が考
慮されずに建設されており、利用状況はかんばしくない現状である。 
本論文では、施設空間構成のうち、活動空間の配置及び利用動線に着目し、既存コミュニティ
施設の平面計画の分析を行い、施設計画上の問題点を抽出することを目的とする。さらに、台湾
よりコミュニティ形成が成熟している日本の事例と比較し、既存コミュニティ施設における平面
計画及び利用動線の問題解決手法を提示することを最終的な目的とする。 
 
第一章 序論 
第 1 章は序論であり、施設利用動線及び、コミュニティ施設に関する既往文献を概観し、本研
究の位置づけを明確にした上で研究課題を示した。 
 
第二章 台湾のコミュニティ施設における利用状況 
第２章では、台湾台南市における既存コミュニティ施設の利用実態を把握し、各活動空間の利
用状況を明らかにした。対象施設は台南市内で最大のベッドタウンである永康区内の 26施設とし、
施設の開館時間および各活動空間における利用時間の分析を行った。分析の結果、１階にある活
動空間は一般開放されている時間が長く、さらに、コミュニティ活動とは異なるロビー空間とし
て使われていることが明らかになった。また、事前予約によって利用できる２階以上にある活動
空間は、ほとんど利用されていない状況であるがわかった。 
 
第三章 台湾のコミュニティ施設における平面計画 
第３章では、台湾におけるコミュニティ施設の空間構成の特徴を把握した。コミュニティ施設
の空間を機能別に活動空間、管理空間、サービス空間に大別し、さらにサービス空間を連結型サ
ービス空間（廊下、階段など）、利用型サービス空間（トイレ、湯沸室など）、管理型サービス空
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間（倉庫、設備室など）に細分類した。これらの面積割合を整理するとともに、各空間の構成状
況を示した結果、多くのコミュニティ施設では、フロア間の配置、及び活動空間どうしの配置が
直列的に構成されていた。さらに、２階以上にある活動空間への利用動線は、他の活動空間を通
らなければならない。つまり、経由活動空間が存在していることが明らかとなった。 
 
第四章 施設空間構成と週間利用時間との関連性 
第４章では、２章と３章の結果を踏まえ、台湾におけるコミュニティ施設の利用状況と空間構
成との関連性を明らかにした。具体的には、各活動空間の週間利用時間と、エントランス部から
目的活動空間までの経路、及び各活動空間から利用型サービス空間までの経路との関連性を分析
した。これらの２つの経路が他の活動空間を通る場合は、目的活動空間の週間利用時間が短くな
り、利用動線が活動空間の週間利用時間に大きく影響することを明らかにした。また、台湾にお
けるコミュニティ施設の各活動空間への利用動線は、他の活動空間を経由することが多く、利用
状況の改善のためには経由活動空間を解消する方策が必要であることを指摘した。 
 
第五章 日本における地区会館の平面計画 
第５章では、台湾における既存コミュニティ施設に対する問題解決手法を探るため、他国にお
けるコミュニティ施設の計画方法を調査した。具体的にはアジアにおいてコミュニティ形成が最
も成熟している日本を対象とし、施設の所有権、規模、用途及び、管理組織などの条件に基づき、
台南市永康区のコミュニティ施設と類似している八王子市の地区会館を対象施設とした。ほとん
どの地区会館における各活動空間への利用動線は、他の活動空間を通らずに計画されていること
が明らかとなった。また、一部面積の大きな活動空間の室内に可動間仕切りが設置されており、
１つの活動空間を分割利用できるような工夫がなされていた。さらに、施設利用者の利便性を考
慮し、各階に利用型サービス空間が設置されていることがわかった。 
 
第六章 台湾のコミュニティ施設における施設活用に向けての改善方法 
第６章では、日本における地区会館との比較を通して、台湾におけるコミュニティ施設の空間
配置及び利用動線の問題を解決する手法を導き出した。台湾の既存コミュニティ施設の問題とし
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て、フロア間が直列配置、活動空間どうしが直列配置、及び各活動空間への利用動線の連続性が
保たれていないという３つの問題があげられた。台湾では、１フロアに１つの活動空間が配置さ
れるコミュニティ施設が多く存在しているため、それらを解決するためには、「フロア間を並列配
置にすること」が最優先課題であり、手法として外付け階段の増設が有効であることを示した。
また、「各活動空間どうしを並列配置にすること」を実現するためには、連結型サービス空間を確
保する必要があり、手法として可動間仕切りの増設は手段の１つとして有効であることを示した。
さらに、「各活動空間の利用動線の連続性を保つこと」のためには、各階に利用型サービス空間で
あるトイレ及び湯沸室を設置・増設することが問題解決手法として考えられることを示した。 
 
第七章 総括結論 
第７章では、本論文のまとめとして、各章ごとの研究成果を示し、台湾の既存コミュニティ施
設における平面計画の問題解決策及び今後コミュニティ施設のあり方を提示した。また、今後の
展望及び研究課題について述べている。 
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第1章 序論 
本章では、論文の枠組みを説明する。第 1節では、 台湾
におけるコミュニティ施設の存在意義、対象施設及び研究対
象を示す。第 2 節では、本論文の課題と目的を示す。第 3
節では、研究方法及び研究の流れを示す。第 4 節では、既
往研究を概観したうえで、本研究の位置づけを示す。 
 
1.1. 社会背景 
1.1.1. 台湾におけるコミュニティ施設の存在意義 
戦後の台湾では、産業発展により、環境、教育、医療水
準が向上し、加えて個人所得の増加、ライフスタイルの変化、
都市部地域への人口集中などの都市化現象が起こった。 
また、Key Indicators for Asia and the Pacific 2012 の資料
によると、1980 年代中盤では台湾の都市化率注１.1）は 50.6
だったが、2011 年の時点では 59.5 までに上昇した。 
図1.1に1986年から2012年までの個人所得増加を示す。
1986年から2012年までの1人当たりの名目所得は4千ド
ル未満から 2万ドルを超え、5倍程度の成長を遂げた。 
 
 
図 1. 1 1986 年から 2012 年までの 1人当たりの名目GDP（台湾の行政院
の統計による） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
注 1.1 
都市化率というのは都市部に住む人
口の割合を指す。 
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また、都市化現象に伴う国民余命の伸び及び少子化が発
生した。台湾の行政院経済建設委員会の資料によると、2012
年から 2060 年の人口推計は図 1.2 のようになる。人口増加
率が低減しつつある傾向が見られ、早ければ 2019 年から人
口のピークを越えて人口減少社会を迎える。 
 
こうした激しい社会環境の変化につれ、従来の地域の交
流の場である寺社或いは広場などの空間は、市民の話し合い
の場所として果たしていた。しかしながら、コミュニティ形
成に関する地域集会、生涯学習などの現代のコミュニティ活
動に対応するのが困難となってきた。そのため、コミュニテ
ィ施設への需要が現われてきた。 
 
図 1. 2 台湾における 2012 年から 2060 年までの人口推計  
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1.1.2. 台湾におけるコミュニティ施設の変化 
 
従来の台湾の社会において、「村里」は最小の行政組織で
あり、地方自治及びそれに関わっている活動の単位でもある。
政令の伝達、地方選挙への協力、または地域合意形成に携わ
る様々な機能を持っている。つまり、台湾におけるコミュニ
ティ形成には、村里組織は不可欠の存在である。 
 
1970 年代では、旧台湾省政府は「台湾省社区発展 10年
計画」（日本語訳：台湾省におけるコミュニティ発展 10 年
計画）を発布し、コミュニティ施設の建設は計画の一環と
して位置付けられた。その中、コミュニティ施設は「活動
中心」（英語：community center、今後コミュニティセンタ
ーと呼ぶ）という名前が付けられた。 
 
一方、1973 年から戦後の台湾における最大のインフラ投
資である「十大建設計画」を始め、政府は経済発展を最優
先に政策を進めた。この時期の旧台湾省のコミュニティ政
策は、国家の産業発展優先政策スローガンに沿って策定さ
れたため、最大の目的は環境改善、第１次・第２次産業へ
の支援であった。しかしながら、このような政策方針に従
って建設されたコミュニティ施設の主な機能は選挙の投票
場所、政党集会、地域住民の集会、政令の伝達場所であっ
た。文1.1）つまり、この時期のコミュニティ施設は、政府の
都合によって作られたものと考える。 
 
1987 年から戒厳令の廃止により、国は戦争状態から解除
されたことをはじめ、国民の集会、結社、言論自由の制限  
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が解除され、コミュニティの形成及び発展が始まった。こ
の時期では、市民は集会、言論の自由はあるものの、コミ
ュニティに関する法令や規則の内容はあまり変わらない。
コミュニティに関する活動項目、経費補助、人材育成など
様々な仕事については政府の指導方針によって制定され、
多くのまちづくり協会は政府の指導を受けて設立されたた
め、コミュニティ活動を行う際の必要なコミュニティ施設
も実質上政府の主導によって建設された。 
 
1991 年から、「人民団体法」及び「社区発展工作綱要」
の発布につれ、社区発展協会（日本語訳：まちづくり協会）
の位置づけが明確となった。それによる最も大きな変化は
「社区発展協会」の法人化である。しかしながら、ほとん
どの社区発展協会の仕事と範囲は既往の村里組織と重ねて
おり、地域自治における責任帰属の混乱が生じ、（村里と社
区発展協会の事務上の衝突が多く存在している。文1.1） 
 
2008 年の年末まで、台湾において 7827 の村里には
3427 のコミュニティ施設が建てられていた。しかし、国民
生活形態の変遷による需要の変化が生じており、集会以外
に余暇活動、生涯学習への支援、地域コミュニティ活動の
場所として機能することが求められている。また、台湾の
内政部監察院が出版した「社区総体営造総体検報告書」（日
本語訳：まちづくり検査報告書）によると、選挙による各
政党支持者の対立及び社区政策の長期計画が欠けているこ
とは活動中心の利用状況が悪くなる主要原因であると指摘
した。現在、多くの活動中心の利用状況が悪いため、「蚊子
館」と呼ばれている。文1.2）  
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1.1.3. 対象地域と研究対象 
本論文では、台南市永康区を対象地域とした。台南市の
民政局は「里活動中心活化再利用」（日本語訳：コミュニテ
ィ施設の活用）を重点施策の１つとして挙げており、永康
区のコミュニティセンターは施設活用の対象となっている。 
1970 年代の旧永康郷は旧台南市に隣接している農村で
あった。1980 年代における産業構造の変化、高速道路の開
通、加えて永康工業区（工業団地）の設立に伴い、旧台南
県永康郷は急激に発展を遂げ、1993 年 15万人を超えたた
めに市制移行となった。2010 年までの旧台南県永康市は、
旧台南市と隣接しているため、旧台南市の東にあるベッド
タウンとして発展していた。現在は 2010 年から県市合併
に伴い、台南市永康区になった。また、永康区は台湾南部
に位置する台南市の都心部に入るための門戸のような地域
でもある。（図 1.3） 
 
図 1. 3 永康区の位置 
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図 1.4 に台南市永康区の人口構成の変化を示す。現在人
口の構成のうち、18 歳から 65 歳までの人口が全区人口の
73％を占めている。次に 18 歳以下の人口は 20％を占め、
65歳以上の人口は 7％を占めている。 
年齢構成を見ると、高齢化が進んでいるが、台湾全体と
比べるとやや低い状態である。また、永康区の出生率の統
計は存在していないが、2011年台南市の統計によると0.95
人であった。さらに、人口ピラミッドを見ると、今後は少
子化も進んでおり、高齢者の割合が増加する傾向が見られ
た。 
 
図 1. 4 台南市永康区の人口構成変化 
図 1. 5 永康区の人口ピラミッド（2011 年） 
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台南市永康区におけるコミュニティ施設の建設は、1987
年の戒厳令の解除から「活動中心」の数が急増した。1998
年は台湾省政府の機能停止に伴い、行政管轄の変化及び財
産の整理によって一旦コミュニティセンターの建設が停止
されたが、2001 年からコミュニティセンターの建設を再び
始めた。加えて隣接している旧台南市 2002 年からの「1
里に 1 つの活動中心を設置する」の政策を追いかけていた
ため、2010 の県市合併まで、平均的に 1 年 1 施設のスピ
ードでコミュニティセンターを作ってきた。 
現在の永康区は台南市における人口規模が最も多い区と
なっており、特に台南市東区と北区に隣接している地域は
人口密度が高いと見られている。しかしながら、人口密度
が高い地域には必ずコミュニティセンターが設置されてい
るわけではない。 
さらに、既往の都市計画の内容によると、コミュニティ
センターの用地は政府機構用地、公園用地、住宅地に分散
している状態であり、位置づけは不明確である。近年では
社会教育施設用地が設けられる傾向が見られるが、現在は
No.21、No.25、No.26 のみは社会教育用地に建設されたこ
とで、まだ少ない状態である。 
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図 1. 6 台南市永康区における地域集会施設の分布 
  
㉘
㉗
㉖
㉕
㉔
㉓
㉒
㉑
⑳
⑱⑲
⑰
⑯
⑮
⑭
⑬
⑫
⑪
⑩
⑨
⑧
⑦
⑥
⑤
④
③
②
①
Æc
永康区における地域集会施設（2011年）
①　光復社区
②　三民里
③　安康里
④　復興里
⑤　中興里
⑥　光復里
⑦　西湾里
⑧　烏竹里
⑨　西橋里
⑩　正強里
⑪　蔦松里
⑫　大橋社区
⑬　東湾里
⑭　復華里
⑮　勝利里
⑯　龍潭里
⑰　鹽洲里
⑱　尚頂里
⑳　新樹里
㉑　六合里
㉒　大橋里
㉓　北湾里
㉔　東橋里
㉕　中華里
㉖　復国里
⑲　甲頂里
㉗　永康里（協力不可）
㉘　王行里（協力不可）
c 図書館+社会教育センター
番号 施設名 開設年 番号 施設名 開設年 番号 施設名 開設年
1977
1986
1987
2010
1988
1989
1991
2010
2010
2010
2008
2007
2006
2003
2003
2002
2002
2001
2001
1998
1997
1997
1993
1994
1995
1996
人口密度
人口／面積（k㎡）
0 - 2500
2500 - 5000
5000 - 7500
7500 - 10000
10000 - 20000
20000 - 50000
台南市東区
台南市仁徳区
台南市北区
台南市
帰仁区
台南市
新化区
台南市新市区
0 1 2 3 40.5 KM
台南市北区
第 1章 序論 
Page.9 
 
1.1.4. コミュニティ施設の関連法 
 
(1). 初めてのコミュニティ施設の設置・設計に関する関連
法 
 
1986 年、旧台湾省政府は「台湾省における活動中心
の設計、建設及び内部配置原則」文 1.3）を制定し、い
わゆる台湾におけるコミュニティ施設の作り方に関
する最初の関連法を作成した。 
 
表 1.1 に台湾省における活動中心の設計、建設及び内
部配置原則の内容を示す。キッチン、トイレ、倉庫な
どのサービス空間について規定があるが、ロビー、廊
下などの規定は「各活動空間の廊下への考慮はあった
方が良い」の文章だけで、極めて曖昧と言える。 
 
 
表 1. 1 台湾省における活動中心の設計、建設及び内部配置原則の内容  
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(2). 永康区内のコミュニティ施設に関する旧関連法 
 
2010 年までに、台南市永康区のコミュニティ施設に
関する建設及び設置の関連法は 2つある。表 1.2 に床
面積、推奨していた所要諸室、施設の空間配置、該当
年代について内容をまとめる。 
1986 年から 1998 年までに旧台湾省の関連法に対応
していたが、1998 年から台湾省の行政機能が凍結さ
れ、2006 年までに建てられたコミュニティ施設は対
応する関連法が存在していなかった。また、2006 か
ら旧永康区は自らのコミュニティ施設に関する利用
及び管理方法を作ったが、内容は不明確と言える。 
さらに、この２つの関連法は、施設の所要諸室につい
ては言及されていたが、施設空間配置についての内容
はほとんどない。これにより、法整備は以前から十分
に行われていなかったことがわかり、コミュニティ施
設における活動空間の使い勝手に加え、施設の利用状
況（活動空間の週間利用時間など）に大きく影響した
と考えられる。 
 
表 1. 2 永康区のコミュニティ施設に関する旧関連法 
 
 
 
 
  
旧台湾省における
各活動中心の設計、
建設及び内部配置原則
旧関連法
最小延べ
床面積
推奨していた
所要諸室
について
対応する
年代
旧永康市における
活動中心の維持、利用
及び管理方法
200 ㎡ なし
あり ( 表 1.1)
1986-1998 2006-2010
1 階：集会室、事務室など
2階：図書室、教室など
施設の空間
配置について 不明確 なし
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1.2. 本論文の課題と目的 
1.2.1. 本論文の課題 
本研究は、既存コミュニティ施設を市民のコミュニティ
活動に活用できるため、コミュニティ施設の空間構成に着
目している。 
現在までの台湾のコミュニティ施設は、内部にある活動
空間の配置、及び利用動線が考慮されずに建設されており、
利用状況はかんばしくない現状である。これにより、現在
のコミュニティ施設内部の活動空間の利用状況を解明する
必要がある。また、台湾のコミュニティ施設における施設
内部活動空間の配列方法及び利用動線などの空間構成の特
徴を明示する必要がある。しかしながら、台湾のコミュニ
ティ施設への分析のみで、施設空間構成の問題解決策を導
くのは不十分である。そこで、コミュニティ形成が成熟し
ている日本のコミュニティ施設を調査することで、台湾の
コミュニティ施設に類似しているものを抽出し、施設内部
活動空間の配列方法及び利用動線の分析を行った上で、台
湾における既存コミュニティ施設の活用に向けて可能な解
決手法を導き出す必要がある。 
 
1.2.2. 本論文の目的 
本論文では、施設空間構成のうち、活動空間の配置及び
利用動線に着目し、既存コミュニティ施設の平面計画の分析
を行い、施設計画上の問題点を抽出することを目的とする。 
台湾よりコミュニティ形成が成熟している日本の事例と
比較し、既存コミュニティ施設における平面計画及び利用動
線の問題解決手法を提示することを最終的な目的とする。 
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1.3. 研究の流れと研究方法 
1.3.1. 研究の流れ 
 
本論文の流れは図 1.4 のようになる。 
 
図 1. 7 本論文の流れ  
  
第１部
第２部
第６章
第１章　序論
7章　まとめ
目的は台湾における既存コミュニティ施設への現状把握であり、
既存コミュニティ施設の利用状況と施設構成への分析を行う。
第３章
施設規模、活動空間面積、
平面配置、利用動線の検討→　
台湾のコミュニティセンターにおける平面計画
・　多くの施設では、フロア間の配置、
　  及び活動空間どうしの配置は
　  直列的に構成されている。
・　経由活動空間が存在している。
第２章
施設の週間開館時間、
活動空間の週間利用時間への分析→
台湾のコミュニティセンターにおける利用状況
・　１階にある活動空間はロビー空間として
　  使われている。
・　２階以上にある活動空間はほとんど
　  利用されていない。
第４章
・　利用動線が活動空間の週間利用時間に大きく影響する。
・　経由活動空間を解消する必要がある。
施設空間構成と週間利用時間との関連性
各活動空間の週間利用時間と、
エントランス部から目的活動空間までの経路、
各活動空間から利用型サービス空間までの経路との関連性→
目的は台湾よりコミュニティ形成が成熟している日本の事例と比較し、既存
コミュニティ施設における平面計画及び利用動線の問題解決手法を提示する。
台湾のコミュニティセンターの施設活用
に向けて空間構成の改善手法
第５章
日本の地域コミュニティ施設における平面計画
所有権、規模、用途及び、管理組織の条件に基づく
→八王子市の地区会館を対象施設とした。
・　各活動空間の利用動線は、他の活動空間を
　 通らずに計画されている。
・　面積の大きな活動空間を分割利用できる
　 ようにの室内に可動間仕切りが設置される。
・　施設利用者の利便性を考慮し、各フロアに
　  利用型サービス空間が整備されている。
１フロア１つの活動空間が配置されている施設が
多く存在している。
・　「フロア間を並列配置にすること」
　  →外付け階段の増設
・　「各活動空間どうしを並列配置にすること」
　  →可動間仕切りの増設
・　「各活動空間の利用動線の連続性を保つこと」
　 →トイレ・湯沸室を設置・増設すること
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1.3.2. 研究方法 
 
本節では、本論文において具体的な研究方法を明示する。
本論文では、2部で構成されている。 
 
(1). 台湾における既存コミュニティ施設の利用状況及び
平面計画への分析 
 
第２章では、台湾台南市における既存コミュニティ
施設の利用実態を把握する。方法として、各コミュニ
ティ施設の責任者または施設管理をサポートしてい
るボランティア組織に訪問し、施設開館時間及び各活
動空間の利用時間などの情報を入手し、利用状況の特
徴を解明する。 
 
第３章では、台湾におけるコミュニティ施設の空間
構成の特徴を把握する。方法として、コミュニティ施
設の主管機構に図面請求を行った上で、各コミュニテ
ィ施設に実踏調査を行う。現在の使われ方及び、施設
内の各空間の配置を把握する。 
 
第４章では、各活動空間の週間利用時間と、エント
ランス部から活動空間までの経路、及び各活動空間か
ら利用型サービス空間までの経路との関連性を分析
する。さらに、利用状況の改善のため、利用動線が他
の活動空間を経由することを解消する方策を提案す
る。  
第 1章 序論 
Page.14 
 
(2). 日本のコミュニティ施設における平面計画への調査
を通じ、台湾における既存コミュニティ施設への改善
手法を提示する。 
 
第５章では、台湾の調査地域の背景に類似している
八王子市を対象にし、八王子市内のコミュニティ施設
への施設空間構成の調査を行う。具体的には、指定管
理者機構に図面請求を行い、加えてコミュニティ施設
の現状調査を行う。日本におけるコミュニティ施設の
うち、台湾のコミュニティ施設に類似しているものを
抽出し、台湾現状の問題点に着目した上で、日本のコ
ミュニティ施設の施設空間構成の特徴の分析を行う。 
 
第６章では、現在台湾のコミュニティ施設の問題点
に対し、施設活用の視点で問題解決策を提示する。 
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1.4. 既往研究と本論文の位置づけ 
1.4.1. コミュニティ施設に関する文献 
1) 台湾におけるコミュニティ施設に関する文献 
「活動中心」のキーワードで台湾博士・修士論文検索シ
ステムに検索したところは36件の研究論文が存在しており、
論文主旨によって分類したところ14件が本論文の対象と一
致している。表 1.4 に示す。 
表 1. 3 台湾における活動中心を対象にした研究論文  
   
カテ 
ゴリ 
番
号 
中国語表題 日本語訳 著者/大学名 発表年 
建築 
1 
雲林縣斗六市農村社區活動中
心永續利用之探討文献1.1） 
持続可能な発展の視点から見
た雲林県斗六市農村社区活動
中心の経営に関する研究
黄詩尤/国立雲林
鍵大学 
2007 
2 
台南市社區活動中心音響性能
現況之研究 
台南市社区活動中心における
音響のパフォーマンスに関す
る研究
李基克/国立成功
大学 
2007 
3 
既有區民活動中心空間機能轉
型可行性之研究-以台北市萬華
區為例- 
既存区民活動中心における空
間機能の転用可能性に関する
研究－台北市万華区を例とし
て
孫晟維/国立台北
鍵大学 
2007 
4 
宜蘭郷村平原地區社區活動中
心之用後評估 
宜蘭県における農村地区コミ
ュニティセンターのＰＯＥ評
価に関する研究
何珮綺/国立宜蘭
大学 
2010 
都市
計画 
5 
台南市居民對於社區活動中心
使用情形及看法之研究-以金
華、力行、西賢社區為例文献1.2） 
台南市民から見た社区活動中
心の問題点に関する研究―金
華、力行、西賢社区を例として
林明宗/国立成功
大学 
1998 
6 
民間自辦都市更新設置公益設
施使用成效之研究─以台北市
更新設置活動中心案為例 
民間主導の都市更新における
公益施設の設置後の利用状況
の評価－台北市の都市更新に
おける活動中心の設置を例と
して
簡俊卿/中国文化
大学 
2003 
7 
社區活動中心經營管理之探討-
以台中市為例 
運営管理に着目した社区活動
中心に関する研究―台中市を
例として
劉郁芬/逢甲大学 2006 
8 
從社區意識的角度探討社區活
動中心使用之研究-以台北市士
林區為例 
社区意識形成に着目した活動
中心の利用実態に関する研究
―台北市士林区を例として
謝承翰/国立台北
大学 
2008 
公共
事務 
9 
社區活動中心使用現況與功能
轉型之研究―以鳳山市五甲國
宅社區為例 
社区活動中心の利用実態及び
機能転換に関する研究―鳳山
市における五甲公共住宅団地
を例として
楊益銘/国立中山
大学 
1997 
10 
從審計功能觀點對村里社區活
動中心經營管理之探討-以台南
市為例 
会計視点から見た村里社区活
動中心の運営管理に関する研
究―台南市を例として
梁百煜/国立中山
大学 
2003 
11 
公私夥伴關係推動策略之研究-
以臺北市中山區區民活動中心
個案為例 
公民協働促進手法に関する研
究―台北市中山区区民活動中
心を例として
沙信輝/国立台北
学 
2004 
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これらの研究論文では、半分以上は建築と都市計画分野
の視点で研究されていたが、主に運営組織、利用者意識に着
目している。また、これらの論文の内容では、一部がコミュ
ニティ施設の平面計画を言及していた。 
黄文1.4）は、コミュニティセンターの機能は市民の集会場、
余暇活動を行う場所であり、社区の帰属意識を向上するもの
である。しかし、「建物の老朽化」、「設備の盗難」、「利用率
の低さ」などの問題により、コミュニティセンターの運営は
困難となっていく。また、コミュニティ施設の各階を違う組
織が利用している場合、各階への出入り口、階段の位置によ
ってそれぞれの活動を阻害する恐れがあることを明らかに
している。 
林文1.5）は、活動中心には「大面積の活動空間を 1 室設け
るだけの平面計画」という特徴があり、利用者のニーズに対
応することが難しいと言及している。 
孫文 1.6）は、コミュニティ施設における活動空間のしつら
えのほとんどはシステム天井、レンガ壁モルタル仕上げ、テ
ラゾーで構成されている。それは公共施設の多目的な利用と
いう原則に合っているが、活動タイプの違いにより利用上の
問題も生ずる。しかしながら、本論文が扱っているコミュニ
ティ施設の空間配置及び利用動線に着目した研究は存在し
ない。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
カテ 
ゴリ 
番
号 
中国語表題 日本語訳 著者/大学名 発表年 
衛生
教育 
12 
臺北市某活動中心六十歲以上
老人運動行為及其影響因素之
研究 
台北市にある活動中心内60歳
以上の高齢者のスポーツ種類
及びその影響要素に関する事
例研究
蔡美月/国立台湾
師範大学 
1995 
政治
政策 
13 
屏東縣社區活動中心功能之評
估 
屏東県社区活動中心の機能評
価に関する研究
林嘉村/政治作戦
学院
1985 
商業 14 
社區活動中心公設民營關鍵成
功因素之研究 
公設民営の社区活動中心にお
ける運営面の主要な成功要因
張水木/国立彰化
師範大学
2003 
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2) 日本におけるコミュニティ施設に関する文献 
 
岡田ら文 1.7）は、団地集会所、市民館、市民会館、県民会
館の４つの種類の集会施設のプランタイプを分析した。具体
的には、規模が最も小さい団地集会所では、施設内の各空間
は同一建物にあるため、主に廊下を中心にして各部空間を繋
げている。また、市民会館と県民会館では、オーディトリア
ムと集会部分を同時に使用できる配慮が必要となり、入り口
動線を分けている分割型施設空間配置、及び玄関ホールで一
部だけが連結している前後方連結型配置が推奨される。 
 
 
図 1. 8 集会施設におけるプランタイプの例（文献 1.5 より再作
成したもの） 
 
また、「建築計画・設計シリーズ 11 公民館・コミュニテ
ィセンター」文1.8）の内容では、施設の内部空間は主に会議・
研修部門、実験・実技部門、図書・資料部門、児童部門、展
示部門、集会・リクリエーション部門、管理部門及びホール・
ロビーなどのパブリックスペースから構成されていること
を提示した。加えて施設空間構成図を見ると、施設利用者は
外部空間からホール・ロビーなどの空間を通じ、そこから各
部門に行くことが予測できるとした。（図 1.9）  
中廊下型 並行分割型 前後方連結型
集会・結婚式・講習部分
オーディトリアム部分 玄関ホール、ロビー、ホワイエ
アプローチ部分
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図 1. 9 公民館・コミュニティセンターの部門と全体構成（文献
1.6 より再作成したもの） 
 
以上のことから、日本におけるコミュニティ施設では、
コミュニティ施設の空間配置はかなり研究されていること
がわかった。しかしながら、施設空間配置による利用動線と
施設利用状況との関連性については、まだ研究されていない。 
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1.4.2. コミュニティ施設における利用状況に関する研究 
1) 台湾のコミュニティ施設における利用状況に関する研究 
 
台湾の研究を見ると、劉文1.2）の研究では、活動中心の運
営管理には、財務管理以外に「管理組織の位置づけ」、「所
有権と私有財産の問題」、「利用満足度と利用率」の三つの
問題があると指摘している。具体的な解決方法として、「運
営時間の調整」、「ボランティアの募集」、「財源の確保」、「活
動内容の再計画」、「管理者の育成」、「新しいサービス計画
案への支援」、「地域福祉計画への再検討」などが挙げられ
ている。 
 
林文1.5）の研究では、活動中心の設置後には、「社区の環境
衛生」、「近隣住民のコミュニティ」、「集会の場所」、「地域文
化への推進」の四つが著しく改善されている。一方で、「市
民の社区事務への参加頻度が低いこと」と「経費の不足」が
問題になっていることを指摘している。また、活動中心に多
くの利用用途を組み込む場合、社区図書館、運動場、青少年
の家、保育園または幼稚園、高齢者サービスセンターなどの
福祉および余暇文化の施設用途は、市民の理解が得られるこ
とを提示しているが、空間構成及び動線の内容については触
れていない。 
 
以上から、コミュニティ施設における利用状況及び空間
機能の可能性を検討・分析しているが、特に利用者の動線に
着目したコミュニティ施設の活用については解明されてい
ないことがわかった。 
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2) 日本のコミュニティ施設における利用状況に関する研究 
 
日本の研究を見ると、謝文 1.9）の研究では、階高、ヴォリ
ューム及びしつらえなどの分析を通じ、空間構成が同じであ
れば、空間転用の適合性が確実に高くなることを明らかにし
ている。 
無漏田ら文1.10）は、地区公民館の諸室構成に着目し、施設
の平面計画と設備機器、間仕切りなどの調査から、経年的な
ニーズの変化に伴い室機能の変更が行われていることを明
らかにしている。 
稲葉ら文1.11）は、世田谷区における集会施設に対して利用
率と施設の段階構成、複合、室面積、立地などの関係を明ら
かにしている。区民会館は広域地域対象および、区民センタ
ーの利用圏は約１キロの地区対象施設に対し、地区会館と区
民集会所は地区に向けている利用圏域は 500ｍの地域施設
であった。利用特性では、区民会館と区民センターは午前の
利用率が高いが、地区会館と区民集会所は反対の傾向が見ら
れた。最後に、面積 70㎡以上の室は利用率が高いと見られ
ており、地区会館と区民集会所内に室面積が 45㎡以下の場
合に室の利用率が低いが、90㎡以上の室の利用率が高い。 
三竿ら文1.12）は、世田谷区と墨田区にあるコミュニティ施
設を対象にし、利用圏域による活動種類が異なっている。区
民センターとコミュニティセンターは幅広い余暇・趣味・学
習活動の場として利用されている。一方で、地区会館と地域
集会所は自治会活動の場としての性格が強いと見られた。 
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1.4.3. 施設利用動線に関する文献 
1) 台湾における施設利用動線に関する文献 
国家図書館が運営している「台湾博碩士論文知識加値系
統」（日本語訳：台湾博士・修士論文検索システム）を用い、
「施設の動線」をキーワードにして検索を行った。 
結果として、28 件の論文は施設の動線に関わっている。
各研究の論文主旨によって細分化した結果としては、駅施設、
商業施設、文化施設、医療施設といった施設単位の動線と、
防災避難、生産性向上といった動線の問題点の２枠が存在し
ている。 
表 1. 4 台湾における施設利用動線を対象にした研究論文-1 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
カテ 
ゴリ 
番
号 
中国語表題 日本語訳 著者/大学名 発表年 
駅 
施設 
1 
三鐵共站台北總站轉乘動線之
研究 
台北駅における国鉄、メトロシ
ステム、新幹線の乗換経路に関
する研究
彭韋禎/国立台北
科技大学 
2008 
2 
地下車站乘客動線服務績效衡
量之研究 
地下鉄の駅における乗客動線
への評価に関する研究
陳文彬/国立交通
大学
2002 
3 
捷運地下車站乘客動線規劃模
式之研究 
地下鉄の駅における乗客動線
計画モデルに関する研究
蔡重熙/国立海洋
大学
2001 
商業 
施設 
4 
高層辦公大樓平面空間形式之
研究－紐約與芝加哥案例之動
線類型 
高層オフィスビルの平面計画
に関する研究―ニューヨーク
とシカゴにあるオフィスビル
を例として
馮雅慧/国立台湾
科技大学 
2000 
5 
高層建築物垂直動線規劃之個
案研究 
高層建築物の垂直動線計画に
関する事例研究
郭啟文/国立台湾
科技大学 
2006 
6 
都市大型購物中心消費者動線
規劃之研究 
都心部にある大型ショッピン
グモールにおける利用者動線
計画に関する研究
陳瑞富/国立宜蘭
大学 
2006 
7 
非自助中式餐飲空間動線規劃
之研究 
非ブッフェ式中華料理店の空
間配置及び動線に関する研究
李英宗/中国科技
大学
2010 
文化 
施設 
8 
原住民族文化園區傳統建築展
示區參訪動線之研究--以富谷
灣區為例 
先住民族カルチャーパーク内
伝統建築展示エリアの観覧動
線に関する研究―富谷湾エリ
アを例として
陳獻榮/中華大学 2002 
9 
博物館參觀動線研究－以國立
故宮博物院展示空間為例 
博物館の観覧動線に関する研
究―国立故宮博物館の展覧空
間を例として
黃建彰/国立台湾
師範大学 
2006 
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これらの 28件の論文のうち、最も多いのは防災・避難の
カテゴリ（8件）で、次いで多いのは生産性向上のカテゴリ
（6件）であった。施設安全、生産性向上の 2つの分野が注
目を集め、多くの研究が存在している。 
 
表 1. 5 台湾における施設利用動線を対象にした研究論文-2 
 
 
 
 
 
カテ 
ゴリ 
番
号 
中国語表題 日本語訳 著者/大学名 発表年 
医療 
施設 
10 
醫院手術室整體功能設計與動
線規劃之評估 
手術室における機能、設計及び
動線計画の評価に関する研究
余冠逸/中国医薬
学院
1986 
11 
醫院病房平面配置與看護動線
之研究 
病棟における平面配置及び看
護師の動線に関する研究
李嘉斌/逢甲大学 1998 
12 
醫院負壓隔離病房之營運與動
線研究-以感染管控觀點探討- 
病院における空気感染隔離室
の運営及び動線コントロール
に関する事例研究─感染抑制
に着目して
曾江評/逢甲大学 2003 
13 
醫學中心實施動線管制與嚴重
急性呼吸道症候群院內感染之
初探 
重症急性呼吸器症候群の施設
内感染によるメディカルセン
ター内の動線コントロール手
法に関する研究
王鵬鴻/国立高雄
第一科技大学 
2003 
14 
運用動線分析與系統模擬進行
門診藥局設施規劃與調劑作業
指派法則改善之研究─以某醫
學中心為例 
動線とシステムのシミュレー
ション分析で病院内薬局と調
剤作業の改善法に関する研究
―１つのメディカルセンター
を例として
王淑娟/東海大学 2006 
防災 
避難 
15 
醫院防、救災體系之研究─手術
室逃生避難動線探討 
緊急時病院避難体制に関する
研究―手術室の避難動線に着
目して
黃錫洲/逢甲大学 2002 
16 
郵輪逃生避難動線之研究－以
台華輪為例 
旅客船の避難経路に関する研
究―フェリー台華号を例とし
て
潘昶瑞/国立台湾
海洋大学 
2005 
17 
餐飲業玄關空間與廊道動線設
計之研究－以台中市美術園道
主題餐廳為例 
レストランにおける玄関空間
及び廊下の動線計画に関する
研究―台中市美術通りにある
テーマレストランを例として
蔡洪豪/逢甲大学 2009 
18 
建築動線最短路徑模擬之研究 建築物内における最短経路の
シミュレーションに関する研
究
張進益/逢甲大学 2006 
19 
臺北車站防火避難動線規劃之
研究 
台北駅における火災避難動線
に関する研究
王建智/中華科技
大学
2009 
20 
老人養護中心逃生動線之研究
－以永信松柏園為例 
ケアセンターにおける災害時
非難動線に関する研究―松柏
園を例として
張文滋/逢甲大学 2009 
21 
機場航廈建築物防火避難動線
規劃之驗證研究-以中部國際機
場航廈為例 
空港ターミナルにおける火災
時避難動線の計画に関する研
究―台湾中部国際空港を例と
して
陳瑞陽/中華科技
大学 
2011 
22 
二氧化碳滅火系統對避難動線
安全性之研究̶以某電廠為例 
二酸化炭素消火システムと避
難動線の安全性に関する研究
―1つの発電所を例として
黃朝群/中央警察
大学 
2009 
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表 1. 6 台湾における施設利用動線を対象にした研究論文-3 
 
しかし、本論文が着目しているコミュニティ施設につい
ての論文は、1つも見当たらない。コミュニティ施設の空間
配置または動線計画はまだ研究されていないことがわかっ
た。 
  
カテ 
ゴリ 
番
号 
中国語表題 日本語訳 著者/大学名 発表年 
生産
性 
向上 
23 
應用蟻群最佳化演算法於自動
化倉儲系統之動線規劃 
蟻コロニー最適化理論を使用
した自動倉庫システムの動線
計画に関する研究
陳世泓/仏光人文
社会学院 
2005 
24 
應用物件導向技術計算動線規
劃於重複性工作之效益̶以高
科技廠房格子板工程為例 
オブジェクト指向プログラミ
ングを利用した重複性のある
作業に対する動線計画の効果
に関する研究―ハイテック工
場のワッフルスラブを例とし
て
江翊楷/国立台湾
大学 
2009 
25 
人員分工及生產動線規劃影響
良率產能案例之研究探討-以光
碟片生產檢驗區為例 
能率改善に着目した人員配分
及び生産ルートに関する研究
―光ディスクの生産及び検査
エリアを例として
蔡幸雅/国立清華
大学 
2010 
26 
以空間語法改善高科技廠房實
驗空間配置與動線 
スペースシンタックス理論で
ハイテック工場における実験
室配置及び動線の改善手法に
関する研究
黃心寧/国立交通
大学 
2007 
27 
施工動線與工地配置規劃準則
之建立 
工事現場のレイアウト及び施
工動線に関する研究
蘇家良/国立交通
大学
2009 
28 
工地施工人員動線評估系統 建設現場における施工スタッ
フの動線評価システムに関す
る研究
李宗勳/国立交通
大学 
2011 
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2) 日本における施設利用動線に関する文献 
 
Cinii で「施設」+「動線」をキーワードで検索したところ、
126 件の研究が存在していた。そのうち、病院・医療施設
は 38 件で、計測・表現は 19 件で、施設外部動線は 14 件
で、商業施設、文化施設、教育施設は各 10件ずつ、交通施
設 7 件で、学校の複合化は 5 件の結果であった。集会施設
またはコミュニティに着目する研究は特に存在していない
が、以下は本研究の内容に関わっているものを抽出した。 
 
水谷ら文1.13）は、戦後日本の各種建築物の外形、空間構成、
動線の３つの要素に着目し、建築物のアウトラインとゾーン、
ゾーンとパス、パスとアウトラインの３つの分析を通じて平
面構成の特徴をとらえている。これらから、比較的規模が類
似しているという前提のうえで、空間構成を変えることなく
用途転換を行う可能性を提示している。事例リストを見ると、
集会施設の７事例（13 フロアの平面）のうち、同一建築物
の各フロアにおけるアウトラインとゾーン類型が同じ傾向
としても、動線は必ずしも同様ではない事例が存在している。 
 
渡辺文1.14）によると、複合施設の利用者にとって、施設の
全体像と各室の所在位置のわかりやすさは、玄関と階段、ホ
ールから離れるほど低下し、利用者行動への影響があること
を言及しているが、各室の利用状況との関連性は解明してい
ない。 
 
 
  
第 1章 序論 
Page.25 
 
1.4.4. 本論文の位置づけ 
 
これらの研究をレビューした結果として、今までの台湾
の研究はコミュニティ施設の内部空間配置への関心が少な
く、さらに施設利用動線を考慮されていないことが明らかに
となった。 
 
本論文は、第一に今まで台湾における着目されていない
コミュニティ施設の空間配置及び施設利用動線を把握する
ことに力点をおいている。第二に、施設の利用状況と利用動
線との関連性を検証する。第三に、日本の事例調査により、
これから台湾における既存コミュニティ施設への問題解決
策を提示する。以上の３つの点は、本論文の独自性である。 
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第2章 台湾のコミュニティ施設における利用状況 
2.1. 調査概要 
 
本章は、コミュニティ施設の利用状況を把握するため、
現在台南市における既存コミュニティ施設の利用基準であ
る「臺南市里社區活動中心督導考核要點」（日本語訳：台南
市の里と社区におけるコミュニティセンターの利用状況に
関する評価方法）を使用し、一週間の施設開館時間を把握す
る。 
 
さらに、施設内の各活動空間における活動の種類及び、
利用方法に基づき、一週間の利用時間を一般開放されている
時間、事前予約されている時間の２種類に分け、加えて利用
されていない時間を算出することにより、各活動空間の利用
状況を明らかにする。 
 
本論文の調査期間は 2011 年 7 月 1 日から 9 月 30 日ま
でであった。調査対象は各コミュニティセンターの責任者及
び、施設管理をサポートしているボランティア組織である。 
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2.2. 用語定義  
空間定義 説明 写真 
（1） 
活動空間 
コミュニティ活動の活動場である空間 
（2） 
管理空間 
コミュニティ施設管理者（組織）の専用空間を指す。一
般の施設利用者は利用不可の空間であり、コミュニティ
活動を行うことができない。具体的には、事務室、会議
室などの空間は管理空間に分類される。 
（3） 
連結型サ
ービス空
間 
コミュニティ施設内の各空間を繋げる役割を担ってい
る空間を指す。コミュニティ活動を行うことができない
空間である。具体的には、廊下、玄関（エントランス部）、
ポーチ、階段などの空間が連結型サービス空間に分類さ
れる。 
（4） 
利用型サ
ービス空
間 
コミュニティ施設内に必ず利用される水回りに関する
空間を指す。設備が設置されているため、コミュニティ
活動を行うことができない空間である。具体的には、ト
イレ、湯沸室、キッチンなどの空間が利用型サービス空
間に分類される。 
（5） 
管理型サ
ービス空
間 
コミュニティ施設内に空調、設備、貯蔵の空間を指す。
専門性のある設備が設置されているため、コミュニティ
活動を行うことができない空間である。具体的には、控
え室、機械室、倉庫、パイプシャフト（P.S.）などの空
間が管理型サービス空間に分類される。 
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(6). 施設の週間開館時間：Weekly operating hours  
2011 年の時点で、台南市においてコミュニティセ
ンターに関する管理基準である「台南市里社區活動中
心督導考核要點」（日本語訳：台南市の里と社区にお
けるコミュニティセンターの利用状況に関する評価
方法）によると、コミュニティセンターの週間開館時
間は 54時間（1日 9時間ｘ6日間）の 65％（35 時
間）より高くすることが定められている。 
 
(7). 一般開放されている時間：Freely available time  
本論文で定義した一般開放されている時間は、週間
の施設開放時間のうち、各活動空間における市民の誰
でも利用・イベント参加できる時間を指す。このよう
な時間では、主に小人数或いは個人の活動が行われて
おり、１つの活動空間では同時に複数の活動が存在す
る可能性がある。例として、話し合い、雑誌・新聞の
閲覧、将棋対戦などが１つの活動空間で行われている。 
 
 
図 2. 1 一般開放されている時間の利用状態  
  
カラオケ
将棋対戦
話し合い
テレビ鑑賞・話し合い
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(8). 予約利用されている時間：Reserved time period 
活動空間が、限定した団体・利用者に利用されてい
る時間を指す。具体的には、ヨガ、ダンス、テコンド
ー、古典講読、卓球クラス、体操などのサークル活動
を中心に利用されている時間である。 
これらの利用時間の大きな特徴として、各グループ
には必ず利用グループの責任者が存在している。 
 
(9). 活動空間の週間利用時間：Weekly utilizing hours  
per activity room 
施設全体の利用状況を把握するため、予約利用/一
般利用を問わずに活動空間の週間一般開放時間と週
間予約利用されている時間と合計した結果を週間利
用時間と定義した。また、週間開館時間との百分率を
算出して活動空間の利用状況を検討していく。 
関係式は図 2.2 のように以下に示す： 
 
 
図 2. 2 活動空間における利用時間の算出方法  
  
週間利用時間（活動空間）
週間開館時間（コミュニティ施設）
×100％
＝週間利用時間率（％）
注：
週間利用時間＝一般開放時間されている時間+
　　　　　　　事前予約されている時間
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(10). 常駐管理者 
台湾におけるコミュニティセンターの責任者は、里
長（日本にある町会長に相当）である。しかし、里長
は必ずしもコミュニティセンターに常駐するわけで
なく、一般的には各地域のボランティア組織が日替わ
りで施設管理者を派遣する形、もしくは特定のボラン
ティアが管理を行う形となっている。これらの施設に
常駐し、活動空間の利用管理を行っている人を常駐管
理者という。また、常駐管理者は必ず事務室にいるわ
けではなく、1つの机やカウンターの形で活動空間に
存在していることもある。 
 
 
図 2. 3 事務室にいる管理者  
 
 
図 2. 4 活動空間にいる管理者  
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2.3. 各コミュニティ施設の週間開館時間 
2.3.1. 開設年数との関連性 
 
図 2.5 に各コミュニティセンターの開館時間と開設後年
数を示す。週間開館時間を見ると、9施設の週間開放時間が
基準である週 35時間を下回っている。 
 
施設が開設された年から施設空間の経年劣化、または施
設老朽化の影響による利用時間の低下が開館時間に影響す
ることを予想した。 
 
調査した 26 施設の平均開設年数は 15 年であった。結果
として、週間開館時間が 35時間以下となっている９施設の
うち、４施設の開設年数は 15年以下となり、週間開館時間
と施設開設年数に関連しているとは言い難い。 
 
 
 
図 2. 5 開設年数と週間開館時間との関連性 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
10
20
30
40
50
60
1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26施設番号
週間開館
時間（hrs）
35時間
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また、No.20 では、建てられた当時は土地の取得が困難で
あり、寺社から土地の無償利用の許可をもらうため、一部の
施設空間を寺社利用の協議をされていた。現在１階が寺社に
占められており、多くの市民に寺社であると認識されてしま
ったため、利用されていない状態となった。 
 
また、No.9 の土地の取得はNo.20 と同様であったが、コ
ミュニティセンターの位置は寺社の下にあり、寺社の一部空
間として認識されてしまったため、利用者が少なくなってい
る。これにより、ボランティア募集が難航しており、責任者
の 1 人が常駐するのが難しいため、予約がないと施設を開
館しない方針をとっている。 
 
No23、No.19 では、施設管理の責任者（里長）によると、
開いても来館者が少ないため、カラオケなどの活動が開催さ
れている時だけ施設を開放する方針をとっている。 
 
No.2 では、地域の砂糖工場の閉鎖に伴い人口が激減した
ため、利用者が少なくなっている。加えて責任者の 1 人が
常駐することが難しいため、予約がないと施設を開館しない
方針をとっている。  
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2.3.2. 利用団体、活動空間の室数との関連性 
 
ここでは、活動空間の室数、利用団体と週間開館時間と
の関連性に着目する。日本と台湾コミュニティ施設との違い
は、台湾におけるコミュニティセンターでは、団体登録が不
要であり、施設管理者に直接申し込むことで利用可能となる。 
活動空間の室数を見ると、週間開館時間 35時間以下の 9
施設のうち、4施設は 2つの活動空間以上を有している施設
であった。また、利用団体数を見ると、施設の利用団体が３
つ以上を有している 11施設は、ほとんどの施設は週間開館
時間 35時間以上であったが、施設の利用団体数が 3つ以下
の場合は、週間開館時間は必ず利用団体数と関連しているわ
けではない。 
利用団体数が 3つ以上の 11施設のうち、すべての施設が
2つ以上の活動空間を有しているが、活動空間の室数と利用
団体数との関連性が見られなかった。 
結果として、活動空間の室数と利用団体数ともに施設の
週間開館時間との関連性が見られなかった。さらに、利用団
体数と活動空間の数との関連性も見られなかった。 
 
図 2. 6 活動空間の室数、利用団体数と週間開館時間との関連性   
1
2
5
3
4
1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 151617 18 19 20 2122 23 24 25 26
活
動
空
間
の
室
数
合
計
6 37 40 55 46 53 16 42 37 23 33 4838 4439 42 16 0 48 35 15 42 44 524035週間開館時間
施設番号
利用団体数 2 3 11 0 3 7 3 207 1 3 154 45 40 2 1 2 2 2 1 1
6
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2.3.3. 常駐管理者・町会事務室の有無との関連性 
 
コミュニティセンターにおいて常駐管理者・町会事務室
の有無は、コミュニティセンターの利用・管理に大きい影響
を与える。例えば、施設内に事務室がない場合、施設利用者
への対応が難しく、各活動空間の週間利用時間を低下させる
恐れが生じて開館時間に影響を与えることが考えられる。こ
のことにより、施設に受付をする場所が確保できれば、施設
の利用上は特に施設利用者の出入り、開・閉館時間に大きく
関わっていることが予測される。 
常駐管理者の有無の視点から見ると、7つの施設において
常駐管理者がなく、これらの施設の週間開館時間はすべて
35時間以下となっている。一方、11施設において町会事務
室がなく、これらの施設のうちに 6つの施設（5割強）の週
間開館時間が 35時間以下の結果であった。 
上述のことから、常駐管理者・町会事務室の有無は施設
の週間開館時間に影響している。また、開館時間への影響を
見ると、常駐管理者の有無は町会事務室の有無より重要と推
測できる。 
 
 
図 2. 7 常駐管理者、町会事務室と週間開館時間との関連性  
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2.4. 各活動空間における週間利用時間の分析 
 
コミュニティセンターにおいて最も重要な空間は活動空
間である。活動空間の利用状況を把握するため、利用団体お
よび活動種類を整理する必要がある。ここでは、活動の開催
主体、参加できる利用者、利用料金の有無に着目し、一般開
放されている時間と予約利用されている時間に分類した。 
 
一般開放されている時間と予約利用されている時間との
差異を表 2.1 のように示す。また、一般開放されている時間
は個人的な活動を含めているため、基本的には 1 つの活動
空間が市民の誰でも自由利用できるような使われ方するこ
とで、気安く出入りできる。一方、予約利用されている時間
はグループ・サークル活動として使われるため、利用形態は
貸室と同じであり、活動空間の利用中は他の利用者の出入り
は行われている活動を中断及び、阻害したりすると考えられ
る。 
 
表 2. 1 一般開放、予約利用との差異  
 
  
主催主体
利用対象
利用料金の有無
一般開放 予約利用
町会、もしくはなし
市民の誰でも
主な活動
なし
限定されている個人・グループ
個人・グループメンバー
あり
自主トレーニング、雑誌閲覧、将棋、
話し合い、カラオケ、血圧測り、
卓球練習　など
ヨガ、社交ダンス、テコンドー、
健康体操、卓球クラス、古典講読、
楽器演奏、絵画教室　など
活動空間の利用 自由利用 限定利用
第 2章 台湾におけるコミュニティ施設の利用状況 
Page.38 
 
2.4.1. 各活動空間における週間利用時間率 
 
活動空間の週間利用時間の内訳は施設規模によって異な
る可能性がある。たとえば、1つの活動空間のみの施設では
週間利用可能の時間が限られているため、一般開放されてい
る時間の長さは 2 つ以上の活動空間を有する施設と違う傾
向が見られる可能性がある。加えて、階ごとによる活動空間
の利用状況が異なると予測される。たとえば、2階以上の活
動空間にアクセスするのは階段を経由することが必要とな
っており、1階にある活動空間よりアクセスしづらいと考え
られるため、2階以上の活動空間の週間利用時間は 1階にあ
る活動空間とは異なると考えられる。 
 
上述のことから、フロアごとに活動空間の室数で 26施設
を分類する。調査対象のうちに、平屋建の 8施設はすべて 1
つの活動空間しかないため、これらの 8 施設を「平屋建の
施設」に分類する。そして、2 階建以上の 18 施設のうち、
12施設は各階に 1つの活動空間が配置されているため、こ
れらの施設を「各フロアに 1 つの活動空間が配置されてい
る施設」に分類した。残りの 6 施設は 2 階以上に多数の活
動空間が配置されているため、これらの施設を 「2 階以上
に2室以上の活動空間が配置されている施設」に分類した。
以下は、この 3 つの分類に沿って各活動空間における週間
利用時間について分析を行う。 
  
第 2章 台湾におけるコミュニティ施設の利用状況 
Page.39 
 
(1). 平屋建の施設 
 
まず、平屋建の 8施設において、8つの活動空間で
は一般開放されている平均時間は週間利用時間の 8
割強であり、ほとんどの利用時間は市民の誰でも自由
利用できるような使われ方をしている。逆に予約利用
されている時間が少なく、4つの施設しかない結果で
あった。また、1つの活動空間しかないため、利用さ
れていない時間は見られなかった。 
 
図 2. 8 平屋建の施設における週間利用時間の割合  
  
No.1 35.0 1F-1 82
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(2). 各フロアに 1 つの活動空間が配置されている施設 
 
12 施設（24 室）のうち、11 室には一般開放され
ている時間があり、平均時間は施設開放時間の 8 割
強であった。また、そのうち 1 階にある活動空間で
は 10室であった。 
次に、予約利用されている時間を有する活動空間は
14室があり、そのうちの1階にある活動空間は8室、
2階以上にある活動空間は 6室であった。また、2階
以上にある活動空間のうち、8室では利用されていな
い時間が 8割以上であることが見られた。 
 
図 2. 9 各フロアに 1 つの活動空間を有している施設における週間利用時
間の割合   
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(3). 2 階以上に 2 室以上の活動空間が配置されている施
設 
 
6 施設のうち、一般開放されている時間を有する
活動空間は 10室あり、平均値は 6割強で、そのうち
の 7 室は 1 階にある活動空間であった。次に、予約
利用されている時間を有している活動空間は13室あ
り、そのうちの 7 室は 1 階にある活動空間で、6 室
は 2階以上にある活動空間であった。また、22室で
は利用されていない時間があり、うちの 17室は 2階
以上に配置されており、13 室の利用されていない時
間は 8割の以上であった。 
図 2. 10 2 階以上に 2室以上の活動空間を有している施設における週間利
用時間の割合  
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2.4.2. １階にある活動空間における利用上の特徴 
 
1 階にある活動空間の 27室を見ると、一般開放されてい
る時間の平均値は 8割弱であった。また、2室以外にすべて
の活動空間は一般開放されている時間があり、そのうちの
14室での一般開放されている時間が 8割を超え、開館時間
内のほとんどは市民の誰でも自由利用できるような使い方が
なされている。そして、予約利用されている時間は比較的に
少なく、平均は週間開館時間の 1割強の結果であった。 
 
図 2. 11 1 階にある活動空間の週間利用時間の割合  
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2.4.3. ２階以上にある活動空間における利用上の特徴 
 
活動空間全 30室の利用時間のうち、利用されていない時
間は非常に長く、8割以上を占めている室は 21室であった。
これらの活動空間の利用を見ると、4室を除き、全ては予約
利用されている時間であった。また、利用時間の平均が少な
い傾向が見られ、1割弱しかない結果であった。 
 
図 2. 12 2 階以上にある活動空間の週間利用時間の割合  
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2.5. まとめ 
① 台湾における既存コミュニティ施設への調査を通じ、
各コミュニティセンターが有している活動空間の室
数、町会事務室または常駐管理者の有無などの基本
情報を把握した。また、コミュニティ施設内の各活
動空間の利用状況では、約３割のコミュニティセン
ターで台南市の週間開館時間運営基準に達していな
かった。 
 
② コミュニティ施設の運営状況では、施設の築後年数
の視点で週間開館時間を分析すると、週間開館時間
との関連性が見られなかった。また、利用団体の数
および活動空間の室数の視点から見ると、施設の週
間開館時間との間に関連性が見られなかった。また、
常駐管理者・町会事務室の有無から見ると、施設の
週間開館時間の長さとの関連性があり、特に常駐管
理者の有無に大きく関わっている結果が見られた。
このことより、週間開館時間の基準で把握できるの
は施設の管理体制だけであり、施設空間の利用状況
を把握することは難しく、各活動空間の視点で施設
の利用状態を把握することが必要である。 
 
③ 各活動空間における週間利用時間の分析では、平屋
建の施設において活動空間の一般開放時間が多く、
ほとんどの活動空間は市民の誰もが自由利用できる。
また、各フロアに１つの活動空間が配置されている
12 施設において、一般開放されている時間がある活
動空間はほとんど 1階にあり、予約利用されている  
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時間がある活動空間は各階に分散していた。さらに、
2 階以上に 2 室以上の活動空間が配置されている施
設において、一般開放されている時間がある活動空
間のほとんどが 1 階にある活動空間であり、予約さ
れている時間がある活動空間は各階に分散している
ため、傾向が見られなかった。 
 
④ フロアごとに利用状況を見ると、1階にある活動空間
では、一般開放されている時間が施設の週間開館時
間の 8割弱を占めている。2階以上にある活動空間で
は、利用されていない時間が非常に長く、施設の週
間開館時間のうち 8 割程度を占めている。さらに、
利用時間のうちに一般開放が少なく、ほとんどは予
約利用されている時間であった。このことから、1階
にある活動空間は実際に市民の誰でも自由利用でき
る時間が長く、貸室としての利用時間が少なかった。
2階以上にある活動空間では、利用されていない時間
が多く、平均は週間開館時間の 8 割以上であり、予
約利用されている時間が 1 割弱の結果で、利用状況
は極めて悪かった。 
 
これらより、各コミュニティセンターにおける施設
空間の状態が利用状況に影響を与える可能性が高い
ため、施設空間構成の分析を行うことで、問題点を
洗い出す必要がある。 
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第3章 台湾のコミュニティ施設における平面計画 
 
本章は、台湾におけるコミュニティ施設の空間構成を把
握することを目的とする。各コミュニティ施設の竣工図を収
集し、施設規模、各機能空間の割合を把握した上で、コミュ
ニティ施設の空間構成における問題点を分析する。 
 
コミュニティ施設における活動の場となる活動空間を中
心に、施設各室の面積、各活動空間どうしの配置の仕方から、
施設空間構成を明らかにする。さらに、各フロアの配置方法、
各活動空間どうしの配置方法及び、出入り口から各活動空間
までの経路と活動空間から利用型サービス空間までの経路
の分析から利用動線を解明し、台湾における既存コミュニテ
ィ施設の空間構成の特徴を明らかにする。 
 
 調査概要と用語定義 3.1.
3.1.1. 調査概要 
 
施設空間構成を把握するために欠かせない竣工図の収集
を行った。図面収集作業には、管轄機構である台南市民政局
および建築許可の審査機構である台南市公務局への資料請
求を行った。 
 
また、各コミュニティ施設の現状を把握するため、2011
年の 7月 1日から 9月 30日までの現地調査を行い、各コミ
ュニティ施設における各活動空間の利用状況及び、空間構成
について実態の把握を行った。 
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3.1.2. 用語定義 
本章における重要な語彙の定義と理由は、以下に示す通
りである。 
(1). 直列配置 
2 つ以上の活動空間がある場合において、各活動空間
の間が連結型サービス空間を通らずに繋がっている
配置関係のことを指す。 
 
(2). 並列配置 
2 つ以上の活動空間がある場合において各活動空間
の間が連結型サービス空間を通して繋がっている配
置関係のことを指す。 
 
 
 
図 3. 1 フロア間の配置方法 
 
 
図 3. 2 活動空間どうしの配置方法 
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(3). 利用動線の連続性 
本章では、桜井文献3-1）の分析方法を参考にしたが、活
動空間の使い勝手を考慮して、活動空間へのアクセ
スに対し、他の活動空間を通過しなければならない
ものを、利用動線の連続性がないものとしている。
また、他の活動空間を通らずに目的の活動空間に到
達できるものを利用動線の連続性があるとした。 
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 コミュニティ施設の施設概要 3.2.
3.2.1. 台湾における施設内廊下に関する規則 
 
台湾の関連法である「建築技術規則-建築設計施工編」内
の第 92条には、施設内廊下幅の規定が決められている。以
下の表に示す。本論文の調査対象である活動中心は「3.その
他の用途」に対応する。 
 
表 3. 1 施設廊下幅に関する規定 
 
 
第９２条２項： 
集会施設では、その座席エリアの両側及び後ろに繋がっ
ている通路を設置する必要があり、加えて直通階段（直接に
地上に出られる出入り口がある階（避難層と呼ばれる）にア
クセスできるもの）に繋げることが決められている。しかし
ながら、避難層の座席エリアのある部分の面積は 300 ㎡以
下及び避難層上のフロアの座席エリアのある部分の面積合
計が 150 ㎡以下の場合、加えて防火構造である者は適用し
なくても良い。 
  
廊下の配置
建物の用途
１．教育施設として使われている場合
２．医療施設として使われている場合
３．その他の用途
部屋と
隣接する場合 その他
１フロア内に
部屋の床面積の合計≧200 ㎡
１フロア内に
部屋の床面積の合計<200 ㎡
2.4m以上 1.8m以上
1.6m以上 1.2m以上
1.6m以上 1.2m以上
1.2m以上
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第９３条： 
一、避難層以外の各フロアは１つ以上の直通階段を設置
しなければならない。 
二、フロアにある居室内の最も奥の場所から階段前まで
の距離の規定について、集会施設は 30m以下とする。 
 
第９４条： 
避難層の階段前から出入り口までの距離は９３条と同様
にする。（30m 以下と規定された場合、避難層の階段前か
ら出入り口までは 30ｍ以下とする。） 
 
台湾において活動中心は、集会施設用途に該当しており、
固定式の座席エリアがないため、廊下をつけることが必要
ではないと考えられる。しかし、居室内から直通階段まで
の最長距離は 30m以下とする規定が存在している。 
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3.2.2. 台南市永康区におけるコミュニティセンターの施
設概要 
 
台南市永康区におけるコミュニティセンターの施設概要
を表 3.2 に示す。本章で調査した 26 施設では、3施設を除
いて施設の竣工年と開設年は同じであった。築後年数の平均
は約 15 年であり、施設の規模を見ると、平屋建は 8 施設、
2階建は 17施設、3階建は 1施設であった。ほとんどの施
設が 1000 ㎡以下の小規模的なコミュニティ施設であり、施
設面積の平均値は 554 ㎡であった。さらに 1 階では、活動
空間が 1つである事例が多い傾向であった。 
 
表 3. 2 台南市永康区におけるコミュニティセンターの施設概要 
 
  
2
1987/1987
7
1995/1995
10
1997/1997
16
1980/2003
17
1980/2003
21
2010/2010
25
1991/1991
26
1977/1977
22
2010/2010
9
12
2001/2001
構造/規模
施設
番号
竣工／
開設年
3
1987/1988
1
1986/1986
4
1989/19895
1993/1993
1997/1997
8
1996/1996
6
1994/1994
24
15
18
19
20
23
11
13
14
1998/1998
2001/2001
2002/2002
2006/2006
2007/2007
2008/2008
2002/2002
2010/2010
2010/2010
1 2
活動空間の室数
1F（27 室）
2F（29 室）
3F（1室）
施設面積
（㎡）
197
426
264
512
512
154
455
171
637
970
577
182
232
364
773
632
770
676
1347
872
430
619
820
923
442
441
RC 1階建
RC 1階建
RC 1階建
RC 1階建
RC 1階建
RC 1階建
RC 1階建
RC 1階建
RC 2階建
RC 2階建
RC 2階建
RC 2階建
RC 2階建
RC 2階建
RC 2階建
RC 2階建
RC 2階建
RC 2階建
RC 2階建
RC 2階建
RC 2階建
RC 2階建
RC 2階建
RC 2階建
RC 2階建
RC 3階建
3 4 5 6
第３章 台湾のコミュニティ施設における平面計画 
Page.53 
 
3.2.3. 施設面積と活動空間の室数との関連性 
 
施設面積と活動空間の室数の分布を図 3.3 に示す。活動空
間の室数が多いほど、活動空間以外の付属的な空間が増える
に伴い、施設面積が大きくなると考えられる。施設内に 1
室だけの活動空間を有している 8 施設と 2 室の活動空間を
有している 12施設では、施設面積の平均値を見ると、2室
の方が 1室より大きいと見られる。 
 
全26施設において活動空間室数ごとの施設面積の平均値
では、活動空間の室数が増えると施設面積が大きくなると見
られ、活動空間の室数と施設面積との関連性があると考えら
れる。 
 
 
図 3. 3 施設面積と活動空間の室数  
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3.2.4. 築後年数が施設規模への影響 
 
図 3.4に築後年数と施設面積を示す。全26施設を見ると、
新しい施設ほど室数が多い施設も現れるようになってきて
いる。 
 
１室を有している施設は 36 年前から建てられていたが、
最も新しい施設は３年前に建設された。２室を有している施
設は 27年前から建てられており、最も新しいものは同様に
３年前に建てられた。さらに、３室以上の室を有している施
設は 17年前から現れており、最も新しいものは同様に３年
前に建てられた。 
 
以上より、新しい施設ほど室数が増えることがわかり、
施設のバリエーションが豊かになる傾向が見られた。 
 
 
 
図 3. 4 築後年数と施設面積 
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3.2.5. 機能別空間面積の割合 
 
室数、施設の築後年数、施設面積によって施設空間の割
合が異なる可能性があるため、ここでは本研究の定義に沿い、
施設における各室を機能によって分類を行い、その面積を集
計し、施設面積に対する割合を算出した。 
 
全 26 施設の活動空間の割合を見ると、平均して施設面積
の 7割弱を占めており、そのうちの 22施設では、活動空間
の面積が施設面積の半分以上を占めており、ほとんどの施設
は台南市の基準注3-1）をクリアした。 
 
図 3.5 に室数から見た機能別施設面積の割合を示す。活動
空間以外の付属空間を見ると、管理型、利用型、連結型など
の 3種類の空間ではばらつきのある傾向が見られた。 
 
図 3. 5 室数から見た機能別施設面積の割合  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
注 3.1 台南市の里と社区におけるコミュ
ニティセンターの利用状況に関する評価
方法によると、活動空間合計の面積は
50％以上の施設面積を占めることが決め
られている。  
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図 3. 6 築後年数から見た機能別施設面積の割合 
図 3. 7 施設面積から見た機能別施設面積の割合 
 
図 3.6 に築後年数から見た機能別施設面積の割合を示し、
図 3.7 に施設面積から見た機能別施設面積の割合を示す。サ
ービス空間の管理型、利用型、連結型などの 3 種類の空間
ではばらつきのある傾向が見られた。  
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また、管理型サービス空間と利用型のサービス空間は 4
施設以外のほとんどの施設では整備されているが、どちらの
機能とも、施設面積の 6%しか占めていない極めて小さい結
果であった。さらに、コミュニティセンター内の経路、動線
に関わっている連結型サービス空間の平均値は、施設面積の
14％であり、更に 3施設では設置されていなかった。 
 
このことより、連結型サービス空間が少ないことがコミ
ュニティセンター内の各活動空間の配置方法に影響する可
能性がある。たとえば、2階にある活動空間にアクセスする
ために 1 階の活動空間を経由したり、活動空間から利用型
サービス空間までの経路がほかの活動空間を経由したりす
るといったように、他の活動空間でのコミュニティ活動に影
響する恐れがあることが想定される。 
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 各活動空間の作られ方 3.3.
 
コミュニティ施設において最も重要な空間はコミュニテ
ィ活動の場である活動空間であり、室内活動空間の作られ方
による使いやすさに関連していると考え、以下、活動空間の
面積およびしつらえを分析する。 
 
3.3.1. 活動空間の面積 
全施設の活動空間の面積を図 3.6 に示す。全活動空間の
57室の室面積を見ると、平均値は 162 ㎡であった。1階に
ある活動空間は 27室であり、室面積の平均値は 208 ㎡であ
った。一方で、2階以上にある活動空間は 30室で、室面積
の平均値は 121 ㎡であることがわかった。また、各施設に
おいて最も大きな活動空間は全て 1階に配置されている。 
これにより、1階にある活動空間の方が、2 階以上にあるも
のよりアクセスしやすく、ほとんどはホール、集会室としての
利用を想定して計画されていた。 
図 3. 8 活動空間の面積  
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3.3.2. 活動空間のしつらえ 
 
(1). 床、壁、天井の仕上げの工法 
コミュニティ施設における各活動空間のしつらえは、
類似するものが多い。床では、ほとんどは直張り工
法であった。壁では、すべての活動空間は直接仕上
げのペイント塗りであり、天井では、約 9 割が吊り
天井工法であった。 
 
 
図 3. 9 活動空間の仕上げ  
 
 
(2). 舞台が設置されている活動空間 
ほとんどは 1階にある活動空間であり、2階以上にあ
る活動空間が少なかった。 
 
図 3. 10 舞台が設置されている活動空間 
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 施設空間の配置方法 3.4.
 
各活動空間の構成以外に、各活動空間の配置が施設の利
用状況に影響を与えていると考えられる。 
そこで、各コミュニティ施設における平面計画の特徴を
分析するため、定義に従い、施設各部機能及び各活動空間の
平面計画のダイアグラム化を行い、コミュニティ施設の図面
のモデル化を行う。 
 
作成したモデルから、エントランスから各活動空間まで
の経路と各活動空間から利用型サービス空間までの動線経
路を探り、コミュニティ施設の特徴及び平面計画上の問題点
を抽出し、施設の利用動線の問題点を明らかにする。 
 
図 3.11 から図 3.19 までは各コミュニティセンターのモ
デル化を示す。 
 
図 3. 11 平屋建施設のモデル化-1 
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図 3. 12 平屋建施設のモデル化-2  
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図 3. 13 ２階建施設のモデル化-1  
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図 3. 14 ２階建施設のモデル化-2  
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図 3. 15 ２階建施設のモデル化-3  
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図 3. 16 ２階建施設のモデル化-4  
第３章 台湾のコミュニティ施設における平面計画 
Page.66 
 
図 3. 17 ２階建施設のモデル化-5  
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図 3. 18 ２階建施設のモデル化-6  
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図 3. 19 ３階建施設のモデル化  
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3.4.1. 施設空間配置の分類 
各フロア間にどのように配置されているかが活動空間へ
のアクセス方法に影響を与える可能性がある。そこで、26
施設の階数を平屋建（Ⅰ）、2階建（Ⅱ）、3階建（Ⅲ）に大
別し、加えて各活動空間どうしの配列方法で細分化を行う。 
本論文では、各フロアが並列配置されているものと直列
なしのものをタイプＡにし、各フロアが直列配置されている
ものをタイプ Bに定義した。 
活動空間どうしの配置では、１フロアに１室の場合は「0」
に定義し、活動空間どうしが並列配置の場合を「ａ」で、直
列配置の場合は「ｂ」で、直列・並列配置の場合は「ｃ」に
する。また、フロアに活動空間がない場合、「x」で表記する。 
 
表 3. 3 活動空間配置の表記方法 
  
各フロア
配置方法
活動空間室数 /フロア
施設規模
階数
並列配置
直列配置
直列・並列配置
―
－
（直列なし）
平
屋
建
２
階
建
３
階
建
記号
B
A
記号
Ⅰ
Ⅱ
Ⅲ
A
1室
２室以上
1室
1室
活動空間どうしの配置 記号
0
ａ
ｂ
並列配置
直列配置
直列・並列配置
２室以上
ａ
ｂ
ｃ
並列配置
直列配置
― 0
― 0
並列配置
直列配置
直列・並列配置
２室以上
ａ
ｂ
ｃ
ｃ
B
A
1室
1室
並列配置
直列配置
直列・並列配置
２室以上
ａ
ｂ
ｃ
並列配置
直列配置
― 0
― 0
並列配置
直列配置
直列・並列配置
２室以上
ａ
ｂ
ｃ
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図 3.20、図 3.21、図 3.22 に台湾における活動空間の配
置タイプを示す。平屋建の 8 施設では、1 室しかないため、
フロアの配置及び活動空間の配置関係による影響がない。こ
れらの８施設はタイプⅠA0で表記する。 
 
 
図 3. 20 活動空間の配置タイプ-1 
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2 階建の 17 施設のうち、12 施設は各フロアに１室が配
置されている。フロア間及び各活動空間どうしの配置関係か
ら見ると、4施設は全て並列配置（タイプⅡA00）で、8施
設は全て直列配置（タイプⅡB00）であった。 
 
5 施設は 2階に２室以上が配置されている。フロア間に並
列配置となっている 3施設のうちに、1施設では各フロアに
ある各活動空間どうしが並列配置（タイプⅡAaa）で、2 階
にある活動空間どうしが直列配置となっている（タイプⅡ
A0b）のは 2施設があった。また、2施設は各フロア間に直
列配置となった上で、2階にある各活動空間どうしが直列配
置となっていた（タイプⅡB0b）。 
 
図 3. 21 活動空間の配置タイプ-2   
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3 階建は 1施設のみであり、各フロアが並列配置となって
いる。さらに、2階にある各活動空間どうしが並列配置とな
っていた。この事例はⅢA0a0 で表記する。 
 
 
図 3. 22 活動空間の配置タイプ-3 
 
次項から、「平屋建の施設」、「フロア間と各活動空間どう
しが並列配置されている施設」、「フロア間と各活動空間ど
うしが直列配置されている施設」及び「一部活動空間が直
列・並列配置されている施設」の 4 つのカテゴリに分類し
て施設空間配置の分析を行う。  
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3.4.2. 施設におけるフロアと活動空間どうしの配置方法 
(1). 平屋建の施設 
図 3.23 に平屋建型の施設空間構成を示す。平屋建の８施
設では、各施設において 1 つの活動空間しかなく、全ては
タイプⅠA0に該当する。施設空間配置は「出入り口－活動
空間」または「出入り口－連結型サービス空間－活動空間」
であった。 
 
 
 
図 3. 23 平屋建型の施設空間構成 （タイプⅠA0） 
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(2). フロア間が並列配置されている施設 
 ２階建で各フロアに１室が配置されている施設 
 
各フロアに１室が配置されている施設のダイアグラ
ム化は図 3.24 のように示す。全 26 施設のうち、4
施設には１フロアに１つの活動空間が配置されてお
り、加えて全ての活動空間が並列配置となっており、
タイプⅡA00 に該当する。 
 
この 4 施設を見ると、活動空間の配置の仕方は「室
内経由型」と「室外経由型」の 2種類に大別される。
室内型は「エントランス部－連結型サービス空間－
各活動空間」で、室外型（No.11）は「屋外―各活動
空間」であった。 
 
 
 
図 3. 24 並列配置されている 2室型の施設空間構成（タイプⅡA00）   
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 ２階建以上で１フロアに２室以上が配置されている
施設 
 
・ ２階建以上で１フロアに２室以上が配置されてい
る施設のダイアグラム化を図 3.25 のように示す。全
26 施設のうち、2 施設には各フロアが並列配置され
ており、加えて全ての活動空間どうしが並列配置と
なっているため、タイプⅡAaa とタイプⅢ0a0 に該当
する。 
 
今回の調査結果として、この 2 施設における活動空
間の配置方法は「エントランス部―連結型サービス
空間―各活動空間」であった。 
 
 
 
図 3. 25 並列配置されている 3室以上型の施設空間構成（タイプⅡAaa、
タイプⅢA0a0）   
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 2 階の活動空間が直列配置されている施設 
 
2 階の活動空間が直列配置されている施設のダイア
グラム化を図3.26のように示す。全26施設のうち、
2施設では各フロアが並列配置されているものの、2
階にある活動空間は直列配置となっているため、タ
イプⅡA0b に該当する。 
 
この 2 施設において 2 階にある活動空間の配置方法
は「エントランス部―連結型サービス空間―活動空
間―活動空間」または室外型の「連結型サービス空
間（屋外階段）―活動空間―活動空間」（No.17）で
あった。 
 
 
図 3. 26 一部直列配置されている 3室以上型の施設空間構成（タイプⅡ
A0b）  
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(3). 各フロア間は直列配置されている施設 
 
 ２階建各フロアに１室が配置されている施設 
２階建各フロアに１室が配置されている施設のダイ
アグラム化は図 3.27 のように示す。全 26 施設のう
ち、8施設がタイプⅡB00 に該当し、全ての活動空間
が直列配置となった上で、１フロアに１つ活動空間
が配置されている。全ては「エントランス部―活動
空間―連結型サービス空間―活動空間」であった。 
 
 
 
図 3. 27 直列配置されている 2室型の施設空間構成（タイプⅡB00）   
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 ２階建以上で１フロアに２室以上が配置されている
施設 
 
２階建以上で１フロアに２室以上が配置されている
施設のダイアグラム化を図3.28のように示す。全26
施設のうち、2施設がタイプⅡB0b に該当し、各フロ
ア間は直列配置されており、加えて全ての活動空間
が直列配置となっている。 
 
この 2 施設において活動空間の配置は全て「エント
ランス部―活動空間―連結型サービス空間―活動空
間―活動空間」であった。 
 
 
 
図 3. 28 直列配置されている 3室以上型の施設空間構成（タイプⅡB0b）  
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3.4.3. 利用動線の分析 
 
利用者の立場では、出入り口から活動空間までの経路が
活動空間の利用しやすさに影響を与えると考えられる。 
 
また、付属空間のうち、トイレ、湯沸室などの利用型サ
ービス空間は良く利用者に使われているため、各活動空間か
ら利用型サービス空間までの経路は活動空間の利用しやす
さに影響を与えると想定されている。ここでは、エントラン
ス部から各活動空間までの経路および各活動空間から利用
型サービス空間の経路の分析を通じ、各活動空間における利
用動線の特徴を明らかにする。 
 
(1). エントランス部から各活動空間までの経路 
図3.19は空間構成の各タイプにおけるエントランス
部から各活動空間までの経路を示す。平屋建の 8 施
設（ⅠA0）は、他の活動空間が存在していないため、
動線上の問題がないと考えられる。2つの活動空間以
上を有している 18施設のうち、1階の活動空間を通
らなければ２階へ行けない施設は 10 施設であった。
これら（ⅡB00、ⅡB0b）の施設は、1階にある活動
空間の一部が通路となる上で、経由された活動空間
に間仕切りが設置されていないため、活動空間の利
用状況に影響を与えると考えられる。例えば、1階に
ある活動空間と 2 階にある活動空間で同時にコミュ
ニティ活動を開催する際、１階にある活動空間の一
部が  
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通路になることで、利用者の出入りは他の活動空間
で開催されている活動の阻害となる。 
一方、1階の活動空間を通らずに２階へ行ける施設は
8施設があった。タイプⅡA00、タイプⅡAaa、ⅢA0a0
の 6 施設では、利用者が目的活動空間にアクセスす
る際は他の活動空間を経由しないため、互いに干渉
せずにコミュニティ活動ができる。 
また、タイプⅡA0b の２施設では、2階へのアクセス
は 1階にある活動空間を経由しないが、2階にある活
動空間が直列配置となっているため、一部の活動空
間までの経路で他の活動空間を経由しなければなら
ない。この２つの施設では、２階に配置されている
活動空間の一部が通路となる。2階以上にある活動空
間どうしが同時に利用されている場合は、利用者の
出入りが他の活動空間を経由するため、コミュニテ
ィ活動への阻害になると考えられる。 
 
 
図 3. 29 各タイプにおいてエントランス部から各活動空間までの経路  
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(2). 各活動空間から利用型サービス空間までの経路 
 
利用型サービス空間は、トイレ、給湯室、キッチン
などを含んでいるが、全 26施設のうち、平屋建の 8
施設において、利用型サービス空間はトイレしかな
い。また、他の 18施設ではトイレ以外の利用型サー
ビス空間が設置されている施設は４施設のみだった。 
 
図 3.30にトイレ以外の利用型サービス空間を有して
いる 4 施設の空間配列を示す。キッチン、給湯室な
どの空間は全てトイレと隣接しているため、活動空
間からトイレへの動線は活動空間から利用型サービ
ス空間への動線として表すことができる。 
 
 
 
図3. 30 トイレ以外の利用型サービス空間を有している4施設の空間配列  
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これにより、活動空間から利用型サービス空間まで
の経路は、「活動空間―利用型サービス空間」及び「活
動空間―連結型サービス空間―利用型サービス空間」
の２種類であると考えられる。 
 
図 3.31に平屋建の施設における利用型サービス空間
までの経路を示す。活動空間から利用型サービス空
間までの経路は、1施設を除いて全ては影響されてい
ないと考えられる。そこで、他の活動空間を経由し
ない施設（タイプ I）と、一部の経路が他の活動空間
を経由する施設（タイプ II）に分類し、2つ以上の活
動空間を有している18施設を対象に利用型サービス
空間までの経路の分析を行う。 
 
 
 
図 3. 31 平屋建の施設における利用型サービス空間までの経路（N＝8）   
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図 3.32 にタイプⅠとタイプⅡの比較を示す。タイプⅠの 18 施
設では、各活動空間から利用型サービス空間までの経路において
動線の連続性が保てられており、各活動空間が同時に利用されて
いても互いに影響されることがないと考えられる。 
 
一方、タイプⅡの 8 施設では、一部の活動空間から利用型サー
ビス空間までの経路において他の活動空間を通らなければなら
ない。一部の活動空間の利用者がトイレ、給湯室などの利用に支
障をきたすことにより、各活動空間の同時利用に影響されると考
えられる。 
 
 
図 3. 32 タイプⅠとタイプⅡの比較（N＝26）  
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(3). 各コミュニティ施設の利用動線タイプの特徴 
以上の分析を踏まえ、各コミュニティ施設の利用動
線タイプを図 3.33 と図 3.34 に示した。ⅠA0-ⅠとⅠ
A0-Ⅱの 8施設では、トイレが設置されていない施設
が 1 施設があった。他の 7 施設には問題がないと考
えられる。また、タイプⅡＡ00-Ⅰ、ⅡAaa-Ⅰ、ⅢＡ
0a0-Ⅰ及びタイプⅡA00-Ⅱの 6 施設のうち、1 施設
において利用型サービス空間までの経路において動
線の連続性が保たれていない。 
 
 
図 3. 33 利用動線から見た施設空間構成-1（N＝16）   
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これにより、台湾におけるコミュニティセンター内
に一部の活動空間の利用動線が他の活動空間を経由
することがわかり、「経由活動空間」が存在している。 
 
 
図 3. 34 利用動線から見た施設空間構成-2（N＝10）  
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 まとめ 3.5.
 
① 全 26施設を見ると、平屋建は 8施設、2室の活動空
間を有するのは 12施設で、その他の６施設は 3室以
上の活動空間を有している。築年数と施設面積に関
しても関連性が見られなかった。また、新しい施設
ほど室数が増えることがわかり、施設のバリエーシ
ョンが豊かになる傾向が見られた。 
 
② 各活動空間の面積としつらえを見ると、1階にある活
動空間のほとんどは施設の中で最も大きい活動空間
であり、更に舞台が設置されていることから、集会
場として計画された施設が多かった。また、全 57室
の活動空間の仕上げを見ると、各活動空間のしつら
えはほとんど同じであり、同質性の活動空間が多い
と見られる。 
 
③ 施設各部機能空間の面積の割合から見ると、活動空
間の面積は施設面積の 7 割弱を占めているが、連結
型サービス空間は施設面積の１割強しか占めておら
ず、連結型サービス空間が少ないため、施設内の各
活動空間の配置方法に影響することが考えられる。  
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④ 調査した 26のコミュニティ施設のうち、6施設は各
フロア間が並列配置となっており、加えて活動空間
どうしが直列配置ではない。2施設では、各フロア間
が並列配置されているものの、2階にある活動空間ど
うしが直列配置となっている。一方、10 施設では各
フロア間が直列配置され、そのうちの 8 施設では 1
フロアに 1 室が配置された。２施設では２階に配置
されている活動空間どうしが直列配置となっている。 
 
⑤  利用動線への分析を通じ、平屋建の８施設のうちの1
施設と 2 階建以上の 18 施設のうちの 14 施設では、
利用動線の連続性が確保できず、他の活動空間を経
由することになってしまい、いわゆる動線上「経由
活動空間」の存在が明らかにとなった。これにより、
各活動空間どうしの同時利用に支障となり、活動空
間の利用時間に大きく影響する可能性があると考え
られる。  
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第4章 施設空間構成と利用時間との関連性 
 
本章は、台湾におけるコミュニティセンターの施設空間
構成と利用状況の関連性を明らかにし、台湾におけるコミュ
ニティセンターの問題点をまとめることを目的とする。まず、
各活動空間の面積と活動空間の週間利用時間との関連性の
分析を行う。さらに、施設平面に基づき、各活動空間の利用
動線に着目して週間利用時間率との関連性を分析する。 
 
まず、3章でまとめた利用動線の連続性の概念を用い、ま
ず、エントランス部から活動空間までの経路と活動空間の週
間利用時間率との関連性を明らかにする。次に、活動空間か
ら利用型サービス空間までの動線と週間利用時間との関連
性も解明する。この 2 つの分析から利用動線の計画による
活動空間の利用状況への影響を検証し、2章で明らかにした
活動空間利用の特徴との関連性について考察を行う。 
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4.1. 活動空間の面積と週間利用時間との関係 
 
まず、台湾におけるコミュニティ施設の問題をまとめる。
図 4.1 に活動空間の面積と週間利用率を示す。全 57室のう
ち、1階にある活動空間の利用時間が長かった。一方、2階
にある活動空間の利用時間は非常に短く、利用状況が極めて
悪いことがわかる。 
 
一方で、3-3.2 から活動空間の室構成を見ると、1階にあ
る活動空間の多くは舞台が付随しており、施設の中でも最も
大きい室であった。これは、計画する際に集会室、ホールな
どの利用を想定していたと考えられる。ここから活動空間の
利用状況と当初の利用計画との相違が見られた。 
 
 
 
 
図 4. 1 活動空間面積と週間利用率（ｎ＝57）   
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また、２階にある活動空間の面積の大きさにはばらつき
があり、ほとんどは 1 階にある活動空間より小さく、内装
は１階にある活動空間と同質性であった。 
 
1 階にある 27 室のうち、2 室のみの週間利用時間率が 2
割以下であった。また、2 階以上にある 30 室のうち、21
室（7割）における週間利用時間率が 2割以下となっており、
そのうちの 16室（8割弱）の面積は、平均面積の 162 ㎡以
下であった。 
 
上述の結果を踏まえると、2階以上にある活動空間の面積
の小さいことが利用状況に影響を与えるという当初の予想
に反し、極端に面積が小さい 5室を除き、他の 52室では面
積が大きいほど週間利用率が必ずしも高くなるわけではな
かった。このことから、活動空間の面積と週間利用率との関
連性はないと考えられる。 
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4.2. 週間利用時間と平面計画との関係 
 平屋建でフロアに１室を有している施設 4.2.1.
 
図 4.2 に平屋建でフロアに１室を有している施設におけ
る活動空間の週間利用率を示す。 
この 8 施設においては、活動空間が 1 つしかなく、1 施
設を除き利用動線に問題はない。また、施設の週間開館時間
は活動空間の週間利用時間と同じ値の 100％であるため、
平面計画との関連性がないと考えられる。 
唯一の例外はNo.9 であり、施設自体は寺社の一部と市民
に認識されてしまった。管理者にヒアリングした結果として、
開放しても誰も来ないために普通は開放しない方針をとっ
ている。これにより、管理者が主催した活動以外は全て予約
利用となっている。 
 
図 4. 2 平屋建でフロアに１室を有している施設における活動空間の週間
利用率（ｎ＝8） 
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 ２階建で各フロアに１室を有している施設 4.2.2.
 
図 4.3 に２階建でフロアに１室を有している施設におけ
る活動空間の週間利用率を示す。 
 
3.4.5 において利用動線を分類し、多くの施設における２
階へのアクセスは１階にある活動空間を通らなければなら
ない。また、2.4.2 の結果を踏まえ、各施設における 1階に
ある活動空間の利用状況はあまり差がないため、ここでは 2
階にある活動空間の利用状況と比較して分析を行う。 
 
タイプⅡＡ00-ⅠとⅡＡ00-Ⅱは全 4施設で、2階にある 4
室の活動空間の利用状況を見ると、2室は 8割以上の利用で、
1室は転用されており、残りの 1室は利用されていなかった。 
 
タイプⅡＢ00-ⅠとⅡＢ00-Ⅱは全 8 施設があり、2 階に
ある 8 室の利用状況を見ると、８割以上の時間が利用され
ていない室が 7室もあった。このことから、2階にある活動
空間では、タイプⅡA00 のほうはタイプⅡB00 より利用状
況が良いと考えられる。 
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図 4. 3 ２階建でフロアに１室を有している施設における活動空間の週間
利用率（ｎ＝24） 
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 ２階以上で２室以上が配置されている施設 4.2.3.
 
図 4.4 に 3 室以上を有している施設における活動空間の
週間利用率を表す。 
ⅡAaa-ⅠとⅢA0a0-Ⅰの 2 施設の１階にある活動空間の
一般開放利用は他の２タイプ（ⅡB0b-ⅡとⅡA0b-Ⅱ）より
少ない。利用者が施設内他の活動空間に直接アクセスでき、
他の活動空間でも一般開放の使い方がなされている。たと
えば、No25 の 2F-2、No.26 の 1F-1 と 2F-1 があげられる。
つまり、直接アクセスできる室数が多いことから、利用が
分散している。また、これら 2施設の 2階以上にある 7室
を見てみると、3室では利用されていない時間が8割以上、
2 室では一般開放されている時間が 2 割以上、1 室は予約
利用されている時間が 2 割以上、1 室は転用されていた。
５割以下の室の利用状況が悪かった。 
タイプⅡB0b-Ⅱの 2 施設の利用状況を見てみると、1 階
にある 2室では一般開放されている時間が長く、市民の誰で
も自由利用できる時間が長いと考えられる。一方、2 階にあ
る 4 室のうち、3 室において週間開館時間の 8 割以上が利
用されていない時間であり、利用状況は悪い結果がわかった。 
タイプⅡA0b-Ⅱの 2 施設の利用状況を見てみると、1 階
にある 2室では一般開放されている時間が長く、市民の誰で
も自由に利用できるような使われ方が多いと考えられる。ま
た、2 階にある 7 室において利用されていない時間が 8 割
以上であり、利用状況が極めて悪いという結果であった。 
以上のことから、2階にある活動空間を見ると、タイプⅡ
Aaa-Ⅰ、ⅢA0a0-ⅠのほうはタイプⅡB0b-Ⅱ、ⅡA0b-Ⅱより
利用状況が良い。 
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図 4. 4 ２階建以上でフロアに２室以上を有している施設における活動空
間の週間利用率（ｎ＝25）  
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4.3. 利用動線と活動空間の週間利用時間との関係 
4.3.1. エントランス部から活動空間までの経路 
図 4.5 に活動空間の面積別で見た活動空間までの経路と
週間利用率を示す。全 26施設のうち、エントランス部から
各活動空間までの経路は他の活動空間を経由しないのは 40
室が存在し、そのうちの 2室は転用されており、図 4.5 から
除外した。 
17 室はエントランス部から活動空間までの経路は他の活
動空間を経由する。このうちの 15室（約 9割弱）では週間
利用されていない時間が施設開館時間の 8 割以上で、利用
状況が極めて悪いと言える。 
エントランス部から活動空間までの経路では、他の活動
空間を経由する場合は、利用状況に影響し、活動空間の利用
されていない時間が増加する傾向がある。 
 
 
図 4. 5 活動空間までの経路と週間利用率（転用される室を除く,ｎ＝55）   
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4.3.2. 活動空間から利用型サービス空間までの経路 
図 4.6 に活動空間の面積別で見た利用型サービス空間ま
での経路と週間利用率を示す。利用型サービス空間までの経
路が他の活動空間を経由しないのは 45室があり、そのうち
の 2室は転用されており、図 4.6 から除外した。 
11 室は利用型サービス空間までの経路が他の活動空間を
経由する。そのうちの 8室では、8割以上の時間が利用され
ておらず、約 8 割強の活動空間の利用状況が悪い。2 室は
100％であるが、1室では、週間開館時間は6時間しかなく、
他の1室は１階にあるが、トイレが設置されていないため、
利用状況が良いとは言えない。 
以上から、活動空間から利用型サービス空間までの経路
は利用状況に影響を与えることを明らかにした。 
 
 
図 4. 6 利用型サービス空間までの経路と週間利用率（ｎ＝55）  
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 エントランス部から各活動空間までの経路と活動空間
から利用型サービス空間までの動線が他の活動空間を経由
しない 37室（n=35, 転用される２室を除く）のうち、5室
の利用されていない時間率が 8割以上となっている。 
エントランス部から各活動空間までの経路が他の活動空
間を経由するが、活動空間から利用型サービス空間までの経
路は他の活動空間を経由しない８室は、活動空間の利用され
ていない時間率は全て 8割以上となった。 
エントランス部から各活動空間までの経路が他の活動空
間を経由せず、活動空間から利用型サービス空間までの経路
は他の活動空間を経由する室は 2 室、活動空間の利用時間
率は100％であったが、利用状況が良いとは断定できない。 
最後、エントランス部から各活動空間までの経路と活動
空間から利用型サービス空間までの経路が他の活動空間を
経由する 10室は、８つの活動空間の利用されていない時間
率は 8 割以上となり、残り２室の利用時間率は 2 割以上で
あるが、施設出入り管理の問題を抱えているため、利用状況
は最も悪い。 
 
 
図 4. 7 利用動線と利用時間との関連性（n=55, 転用される２室を除く） 
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4.4. まとめ 
 
活動空間の室面積、利用動線と活動空間の利用時間率と
の関連性を明らかにした。 
 
① 活動空間の面積と利用時間率との関連性は見られな
かった。ただし、一部の活動空間は室面積が小さす
ぎるために完全に余剰な室となっている現状も見ら
れた。 
 
② １階にある活動空間において利用動線は他の活動空
間を経由することがなく、利用時間に影響しない。
また、利用動線は平屋建の施設に対して影響がなく、
2 室以上の活動空間を有している施設の 2 階以上に
ある活動空間の利用状況に影響を与える。 
 
③ エントランス部から活動空間までの経路と活動空間
から利用型サービス空間までの経路は活動空間の利
用時間率に大きく影響している。エントランス部か
ら活動空間までの経路が他の活動空間を経由して入
る多くの室においては、利用されていない時間が 8
割以上であった。また、活動空間から利用型サービ
ス空間までの経路で他の活動空間を経由した室にお
いては、利用されていない時間が8割以上であった。
つまり、活動空間の利用動線が他の活動空間を経由
するという動線の連続性が保てられてないことは活
動空間の利用時間の低下に大きく関連している。 
 
  
第４章 施設空間構成と週間利用時間との関連性 
Page.101 
 
以上のことを踏まえ、2章と 3章の分析を統合し、台湾に
おけるコミュニティ施設の問題点を以下にまとめる。 
 
① 1 フロアに 1 つの活動空間を配置する平面計画が多
く存在している。更に 1 階にある活動空間と 2 階で
は活動空間の内装の同質性が高く、2階にある活動空
間では利用状況が悪い室が多く存在している。 
 
② 1 階にある活動空間では、その多くに舞台が設置され
ており、ホール及び集会室の内装をしているが、市
民の誰でも自由利用できる時間という一般開放され
ている時間が多いと見られた。 
 
③ 多くの 2 階にある活動空間の利用状況は悪い。これ
は 2 階にある活動空間への利用動線に問題があるた
めである。エントランス部から活動空間までの経路
では、1階にある活動空間を経由するか、もしくは活
動空間から利用型サービス空間までの経路に利用動
線の問題が存在していること。 
 
④ 活動空間の配置方法は利用動線を影響し、特にエン
トランス部から各活動空間までの動線は重要である。
活動空間どうしが直列配置されていることは、活動
空間までの動線を他の活動空間に経由する原因であ
り、利用時間を低下させる要因の１つと考えられる。
コミュニティ施設の利用時間の低さを改善するため、
施設内活動空間の配置方法は並列配置にすることが
必要である。 
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第5章 日本における地区会館の平面計画 
 
第 4 章の検証を通じ、台湾におけるコミュニティ施設の
問題を明らかにした。特徴として、1フロアに 1つの活動空
間のみの平面配置では、1階にある活動空間はホール、集会
室として計画されていたが、市民の誰でも自由利用できるよ
うな使われ方にされていたため、2階にある活動空間の利用
状況が悪いことが挙げられる。これらの問題は、施設空間配
置による利用動線の問題に深く関連しているこが明らかに
なった。 
 
本章では、台湾におけるコミュニティ施設の問題を踏ま
えながら、アジアにおいて地域コミュニティ形成が成熟して
いる日本のコミュニティ施設の計画を調査する。まず、日本
におけるコミュニティ施設の沿革および施設の規模、施設構
成で分類し、加えて施設所有者、運営主体などの条件で台湾
におけるコミュニティセンターに類似するものを抽出する。 
そして、コミュニティ施設における平面配置、利用動線
及び、活動空間面積などの施設空間の構成要素の分析を行い、
台湾におけるコミュニティ施設との相異を明らかにするこ
とを目的とする。  
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5.1. 日本におけるコミュニティ施設の沿革 
5.1.1. 社会背景とコミュニティ政策の流れ 
 
1970 年代以降、産業の高度化に伴い膨大な人口が都市に
集中した。全国的な都市化によって「産業優先主義による公
害の発生と住民運動」と「都市化による人口の都市集中と混
住社会」の 2つの問題が発生した。文5.1） 
 
1969 年に自治省が発表した「コミュニティ－生活の場に
おける人間性の回復」を契機に、全国各地にコミュニティ
の概念が広まった。そして、70年代からコミュニティ（近
隣社会）に関する対策要綱の制定、コミュニティ推進モデ
ル地区の指定とコミュニティ活動活性化地区設定など地域
コミュニティの形成及び、コミュニティ形成に必要な施設
への助成について一連の施策を行った。1993 年以降、地域
における発展の格差を解消するため、コミュニティ政策の
対象は地域から市町村レベルに格上げされた。上述の政策
では、コミュニティは小学校区を標準としたため、従来の
町内会等の区域より大きく、それらとは別にコミュニティ
協議会等が設置された。文5.2） 
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日本におけるコミュニティ推移を見ると、日本のコミュ
ニティ政策は旧町内会の伝統地域社会が崩壊し、地域コミ
ュニティ再建の段階に進んでいる。また、地域集会施設の
種類を見ると、町会館・自治会館といった民間施設を除く、
ふれあい館、市民ホール、市民集会所、コミュニティセン
ターなどの様々な公共施設の設置は都市計画の方針に沿い、
行政・地域サービスの拠点として建てられていることが見
られる。文5.3）こういった公共施設群のうちに多くの施設は、
管理上は管理者へ直接申込むだけではなく、利用者または
利用団体の登録が必要となっている。さらに、コミュニテ
ィ施設の利用は、台湾と違って政党集会の利用は禁止され
ている。これにより、日本におけるコミュニティの形成は
台湾より成熟したと考えられる。 
 
本章では先進的なコミュニティが形成されている日本の
コミュニティ施設と現在の台湾におけるコミュニティ施設
の問題を比較していく。調査対象を選定する際は施設規模、
用途、運営団体及び利用対象などの条件に留意して分析を
行っていく。  
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5.1.2. 日本におけるコミュニティ施設の変遷・特徴 
コミュニティ施設とは、地域住民が集い、話し合える場
所であり、それらの内容はコミュニティの形成には不可欠な
ものである。建築計画分野においては「地域集会施設」と呼
ばれ、一定地域を対象とした不特定多数の集会に対応する施
設である。 
文献 5.4）によると、地域集会施設における最も小さい施設
は町会館（町内会・自治会などの集会所）である。時代の流
れに伴い、小集団活動によるニーズが現われることで、図
5.3 に示すように、「一室空間型」は「大集会室型」或いは
「小室群型」に転換されていった。また、全ての町会館に「台
所」もしくは「湯沸室」が備えられており、「大集会室」+
「小集会室」+「湯沸室」は最低限必要な室機能と認識され
ている。 
 
 
図 5. 1 地域集会施設における平面型の変遷（公民館・コミュニ
ティ施設ハンドブックより再作成, 2006） 
  
1 室空間型 大集会室型 小室群型
在来地域 開発地域
集会機能を持つ室 集会機能を持たない室 出入り口
1室空間型
大集会室型
小室群型
基本的に 2室以上を有しているが、間仕切りを開放することで、
施設全体を大集会室に転換できるが、同時利用はできない。
大集会室と小集会室を有しており、更に同時利用できる。
大集会室に間仕切りを設けたことで、複数のグループ・サクール
活動は同時利用が可能となり、必要なときに大集会室に転換できる
ため、利用上のフレキシビリティを有している。
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5.1.3. 八王子市におけるコミュニティ施設 
 
日本におけるコミュニティ施設は種類が多く、さらに施
設の名前がほとんど統一されていない。たとえば、コミュニ
ティセンターという施設名を有している施設では、所在地、
建設年代による施設規模、施設機能について大きな差が生じ
る場合がある。ここでは、八王子市に存在している主要なコ
ミュニティ施設を例にあげ、特徴をまとめる。 
 
(1). 町会館・自治会館 
施設の運営では、各町会組織が運営している。施設の
建設経費は町会に入った住民たちの寄付が多かった。
施設規模はほとんど 200 ㎡以下で、小規模的な単独用
途の施設であるが、各町会所有の資産であることで台
湾のコミュニティセンターは異なっている。 
 
(2). 地区会館 
八王子市が建物の所有権を持っており、現在は指定管
理者に運営を委託している。施設規模は約 150 ㎡から
600 ㎡くらいであった。公共施設であるが、実際に各
自治会・町会に運営管理されている。また、ほとんど
は単独施設の点では台湾のコミュニティセンターと
類似している。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 5. 2 自治会館の例（片倉台）  
 
 
図 5. 3 地区会館の例（川口東 
部会館）   
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(3). 市民集会所 
八王子市が建物の所有権を持っている。基本的に八
王子市の地方事務所用途と複合化され、八王子市の
地方事務所に管理されている。この点については台
湾のコミュニティセンターと異なっている。 
 
(4). 市民センター 
八王子市が建物の所有権を持っている。現在は指定
管理者に運営を委託している。施設規模はほとんど
1000 ㎡を超えた大規模的な施設である。現在は指定
管理者である八王子市学園都市ふれあい財団から各
施設に施設管理者を派遣している。施設規模、運営
方法は台湾のコミュニティセンターと異なっている。 
 
施設所有者、管理組織、施設用途、規模などの条件を考
えた上で、台湾のコミュニティセンターに類似しているもの
は、地区会館であると判断し、本章の調査対象にする。 
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5.2. 調査概要と用語定義 
 調査概要 5.2.1.
既往文献のレビューから日本におけるコミュニティ政策
の変遷及びコミュニティ施設の規模、所有者、運営主体など
の条件から、現在の日本におけるコミュニティ施設を分類し、
台湾におけるコミュニティセンターに類似している八王子
市地区会館を抽出する。 
 
さらに、所管機構への図面請求とコミュニティ施設の実
地調査から、コミュニティ施設の施設空間構成を把握し、台
湾におけるコミュニティ施設との比較を行う。 
 
 調査対象地域 5.2.2.
八王子市を選定する理由は、東京における都心から離れ
た最大のベットタウンであり、加えて東京都心部に入るため
の交通上の要衝である。この 2 点では、台南市永康区と同
じであると考えている。（図 5.4） 
 
表 5. 1 台南市永康区と東京都八王子市の概要 
  
 台南市永康区 東京都八王子市 
人口（人） 225,220 564,434 
面積（㎢） 40.28 186.31 
人口密度（人/㎢） 5592 3030 
概要説明 
台南市の37区において人口規模が最も大きな
衛星都市（ベットタウン）であり、台南市の都
心部に入るための門戸のような地域である。
東京都にある人口規模が最も大きなベットタ
ウンであり。鉄道以外にも、国道と中央道など
の自動車交通の要衝となっている地域。 
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図 5. 4 東京都八王子市と台南市永康区の位置 
 
図 5.5 に八王子市が所有している地域集会施設を示す。
種類別の施設数を整理してみると、市民センタ （ー17 施設）
は最も多く、次に地区会館（14 施設）、市民集会所（８施
設）、生涯学習センター（３施設）、農村環境改善センター
（２施設）、体育館（２施設）がある。 
 
 
   
0 10 20 30 405 KM
永康区
都心部
各区の境界線
台南市全域図
永康区
八王子市
都心部
市町村境界線
東京都全域図
八王子市
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図 5. 5 八王子市が所有している地域集会施設 
 
全 46 施設のうち、八王子市が所有しているコミュニテ
ィ施設である市民センターと地区会館は 31 施設が存在し
ており、全地域集会施設の 7割弱を占めている。 
市民センターの築後年数の平均は 20.5 年であったが、地
区会館の築後年数の平均は 28年という結果であった。地区
会館は、市民センターといったような公有地域コミュニテ
ィ施設の前身である。 
現在の管理の仕組みとして、現在は指定管理者制度に従
い、八王子市学園都市ふれあい財団に管理を受けている。ま
た、市民センターの場合、指定管理者のスタッフと地域住民
の管理委員会で管理されている。一方、地区会館の場合には、
指定管理者のスタッフが常駐していなく、地域にある町会も
しくは管理委員会に管理されている。 
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 用語定義 5.2.3.
(1). 活動空間 
コミュニティ活動の場を指す。日本におけるコミュ
ニティ施設に、会議室、集会ホール、教室、調理室、
和室などの空間があるが、本章においては、統一し
て活動空間を呼ぶ。また、調理室は、キッチンと会
議室を複合化したものを、活動空間として扱ってい
るため、利用型サービス空間に含めない。 
 
(2). 管理空間 
コミュニティ施設のスタッフ、或いは管理側のみが
使用できる空間を指す。また、他施設と複合してい
る施設が存在しており、この場合では他施設の空間
を含んで管理空間と呼ぶ。 
 
(3). 連結型サービス空間 
コミュニティ施設においてエントランス部、廊下、
階段など、他の空間同士を繋げる空間を指す。日本
における地区会館では、ラウンジ、ロビー、和室の
前室、踏込も他の空間同士を繋げる機能をしている
ため、連結型サービス空間とした。 
 
 
図 5. 6 調理室の写真  
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(4). 利用型サービス空間 
コミュニティ施設において湯沸室、トイレ、キッチ
ンなどの空間を指す。日本におけるコミュニティ施
設の場合、ガスコンロが設置されている事務室が一
部あるが、現在は湯沸しの機能を果たしていないこ
とから利用型サービス空間の面積に含めない。 
 
(5). 管理型サービス空間 
コミュニティ施設において機械室、ＰＳ、倉庫など
の空間を指す。また、活動空間における専用の収納
スペースは活動空間の構成の一部であるため、収納
スペースの面積は活動空間の面積に一部として含ま
れている。例えば、和室の中の押入、物入、床の間
などの空間を和室の一部として活動空間の面積の一
部に含めている。 
 
 
 
図 5. 7 和室の写真  
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 調査方法 5.2.4.
 
現在八王子市では、市所有している地区会館の 14施設は
指定管理者制度に基づき、公益財団法人八王子市学園都市文
化ふれあい財団に利用管理を委託している。また、地区会館
を運営管理しているのは施設所在地の各町会である。 
 
八王子市にある地区会館を調査対象とするため、既存地
区会館の資料と図面は八王子市学園都市ふれあい財団のコ
ミュニティ振興課に問い合わせて入手した。 
 
また、図面と現在施設空間の使われ方の相違があるかど
うかを確認するため、各地区会館に実踏調査を行い、町会・
運営委員会の担当者にヒアリングを行った。 
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5.3. 八王子市における地区会館の空間構成 
5.3.1. 地区会館の施設概要 
 
表 5.2 は八王子市における地区会館の概要を示す。現在、
八王子市にある地区会館は 14施設があり、築後年数の平均
値は28年であった。施設規模を見ると、平屋建は1施設で、
2階建は 12施設で、3階建は 1施設であった。 
 
活動空間の室数から見ると、1階にある活動空間は 26室
で、2階以上にある活動空間は 28室であった。また、施設
面積の平均値は約 370 ㎡強であり、台湾にあるコミュニテ
ィセンターと同様に、施設面積が 1,000 ㎡以下の小規模な
コミュニティ施設であった。 
 
 
表 5. 2 八王子市における地区会館の概要  
 
  
2
1980
7
1987
10
1991
1982
1974
9
12
1996
構造 /規模
施設
番号
開設年
3
1980
1
1979
4
19815
1982
1990
8
1988
6
1983
11
13
14
1995
2 4 61 3
活動空間の室数施設面積
（㎡）
254
350
403
181
154
526
494
156
603
560
312
236
599
464
築後
年数
RC 2 階建
RC 2 階建
RC 2 階建
RC 2 階建
RC 2 階建
RC 2 階建
RC 2 階建
RC 2 階建
RC 2 階建
RC 3 階建
RC 1 階建
S 2 階建
S 2 階建
RC+S 2 階建
1F（26室）
2F（27室）
3F（1室）
39
34
33
33
32
31
31
30
26
25
23
22
18
17
5
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5.3.2. 活動空間の室数と施設面積 
 
地区会館における活動空間の室数と施設面積を図 5.8 に
示す。2室の活動空間を有している施設において施設平均面
積は約 150 ㎡、3 室と 4 室の活動空間を有している施設の
平均面積は約 350 ㎡、5 室と 6 室を有している施設の平均
面積は約 530 ㎡という結果となった。 
 
以上から、活動空間の室数と地区会館の施設面積は関連
性があると考えられ、活動空間の室数が増えるほど、地区会
館の施設面積が大きくなる傾向が見られた。しかしながら、
５室を有している施設と６室を有している施設の施設面積
はあまり差がないと見られ、６室の活動空間を有している２
施設においては、活動空間の面積が小さくなると考えられる。 
 
 
 
図 5. 8 地区会館における活動空間の室数と施設面積  
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5.3.3. 各部機能空間の割合 
 
地区会館における各部機能空間の面積の割合を図 5.9 に
示す。施設空間面積の内訳を見ると、活動空間の面積の平均
値は約 6 割を占めており、連結型サービス空間の平均値は
２割強を占め、利用型サービス空間の平均値は約１割を占め
ていた。また、管理型サービス空間の平均値は 3％のみで、
管理空間の平均値は約 5％という結果であった。 
 
 
図 5. 9 地区会館における各部機能空間の面積の割合  
 
調査した地区会館のうち、1施設を除き、施設の活動空間
が占めている面積の割合は 5 割強から 7 割まで分布してお
り、連結型サービス空間と利用型サービス空間が占めている
面積の割合は類似している（連結型サービス空間：18～27％、
利用型サービス空間：5～14％）と判断できる。 
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5.3.4. 各活動空間の面積 
 
図5.10に地区会館における各活動空間の面積を示す。
全活動空間の 54 室の室面積を見ると、平均値は 56
㎡であった。1 階にある活動空間は 26 室であり、室
面積の平均値は 59 ㎡であった。また、2 階以上にあ
る活動空間は全 28 室で、室面積の平均値は 52 ㎡で
あることがわかった。１階と２階以上にある活動空間
の面積の配分はほぼ等しい。 
 
 
図 5. 10 地区会館における各活動空間の面積  
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さらに、全 54 室のうち、分割利用できるものは 11
室あり、平均面積は 72 ㎡であった。そのうち、６室
は和室または広間であるため、障子が使われている。
５室では可動間仕切りが設置されている。 
 
 
 
図 5. 11 活動空間の室内にある可動間仕切り  
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5.4. 地区会館における施設空間配置と利用動線 
5.4.1. 施設空間配置 
 
図 5.12 は平屋建の施設における施設空間配置を示す。図
5.13 は平屋建の施設のモデル化の例を示す。また、3.4.1 の
表記方法に沿って施設空間構成の分類を行う。平屋建の施設
は 1 施設のみであるが、含まれている２室以上の活動空間
は並列配置であるため、タイプⅠAa に該当した。 
 
 
図 5. 12 平屋建の施設における施設空間配置  
図 5. 13 平屋建の施設のモデル化の例 
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2階建の12施設では、２施設において１フロアに１室で、
他の 10施設では、２室以上の活動空間が 1フロアに配置さ
れている。施設空間配置方法を図 5.15 に示す。 
結果として、11 施設においてはエントランス部―連結型
サービス空間―活動空間となり、タイプⅡA00、ⅡA0a、Ⅱ
Aa0、ⅡAaa、ⅡAxa に該当し、１施設のみがタイプⅡAba
に該当した。 
図 5. 14 2 階建の施設における施設空間配置  
 
図 5. 15 ２階建施設のモデル化の例 
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3 階建の施設における施設空間配置を図 5.16 に示す。3
階建の 1 施設は各フロアが並列配置となり、加えて 1 フロ
アに1室が配置されているため、タイプⅢA000に該当した。 
 
 
 
図 5. 16 ３階建の施設における施設空間配置  
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以上の分類を踏まえ、八王子市における地区会館の施設
空間配置の特徴を「フロア間の配列関係」と「各活動空間の
間の配列関係」の観点からまとめる。 
 
(1). 各フロアの間の配置関係 
全ての施設において、フロア間は並列配置となってお
り、１階にある活動空間を経由せずに２階へのアクセ
スすることが可能であり、図 5.17 に示すように、各
階は連結型サービス空間を経由してアクセスするこ
とができる。 
 
(2). 各活動空間どうしの配置関係 
1 施設を除く、全ての施設において活動空間どうしは
並列配置となっていた。基本的に「活動空間－廊下－
活動空間」の配置になっており、唯一の例外は、施設
No.2 の１階であり、「活動空間－活動空間－活動空間」
の配置となっていた。 
 
 
図 5. 17 地区会館におけるフロア間の配置関係  
  
1 階
2 階
連結型サービス空間
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5.4.2. 利用動線の分析 
(1). エントランス部から各活動空間までの経路 
図 5.18 にエントランス部から各活動空間までの経路
を示す。1 施設（No.2）を除く、13 施設において、
エントランス部から各活動空間までの経路は他の活
動空間を経由せずにアクセスすることが可能であっ
た。 
 
図 5. 18 地区会館におけるエントランス部から各活動空間まで
の経路 
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(2). 各活動空間から利用型サービス空間までの経路 
図 5.19 に各活動空間から利用型サービス空間までの
経路を示す。1 施設（No.2）を除く、13 施設におい
て、各活動空間から利用型サービス空間にアクセスた
めに他の活動空間を経由しない。 
 
 
図 5. 19 地区会館における各活動空間から利用型サービス空間
までの経路   
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エントランス部から各活動空間までの経路と各活動空間
から利用型サービス空間までの経路の 2 つの分析から見る
と、全 14 地区会館のうち、13 施設においての利用動線は
他の活動空間を経由しないため、動線の連続性が確保されて
いる。1施設（No.2）では、1階にある 3つの活動空間のう
ちに 2 室にアクセスするために他の活動空間を経由するこ
とが必要であり、利用動線の連続性が確保できなかった。 
 
利用型サービス空間を見ると、全 14施設では、必ず各階
にトイレが設置されていることがわかった。また、ほとんど
の施設において湯沸室が設置されているが、1 施設（No.9）
のみ湯沸室が設置されていなかった。No.9 では、事務室内
にガスコンロが設置されていることで補っていた。 
 
図 5.19 を見ると、9 施設（6 割強）において各階に湯沸
室が設置されているが、4施設において一部の階のみ湯沸室
が設置されていた。そのうち、No.6 の 3 階では湯沸室がな
い。No.9 の 1 階では、事務室の中に設置されている。No.9
の 2 階では、湯沸室がない。No.11 の 1 階では、1F-2 の活
動空間（調理室）で補足する。No.12 の 1階では、事務室の
中に設置されている。No.14 の 1階では、活動空間がないた
めに湯沸室がない。 
 
これらのことより、調理機能の利用時に、他の階に行く
ため不便が生じている。または管理空間と合併しているため、
利用しづらくなっているため、コミュニティ施設における活
動空間に利用上の不便が生じている。注5.3）文 5.5） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
注 5.3）事務室に湯沸室が設置さ
れている場合、施設利用者が湯沸
室を使用することが難しい。 
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全 14 施設を見ると、ほとんどの施設では利用動線への配
慮が見られ、各活動空間は同時利用できるよう配慮されてい
ると考えられる。さらに施設機能の利便性と最小限の調理機
能を確保するため、各階ごとに１つ湯沸室が設置されている。
このことから、地区会館の構成は利用動線の連続性を配慮し
た上で、階ごとに「活動空間+トイレ+湯沸室」を設けていた
ことがわかった。 
 
以上のことを踏まえ、コミュニティ施設の利便性を配慮
した上で、施設の利用状況も好転しているのではないかと考
えられる。 
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5.5. まとめ 
 
① 現在の日本における先進的なコミュニティ施設は市
民センター・コミュニティセンターなどの施設であ
るが、台湾のコミュニティセンターと規模の差が大
きいため、比較することができない。一方、町会館・
自治会館は、台湾のコミュニティセンターに類似し
ているが、ほとんどは町会・自治会によって建設さ
れており、政府所有している施設ではない。地区会
館では、規模、運営、機能の点では台湾で調査した
コミュニティセンターと類似している。 
 
② 地区会館における活動空間の室数と施設面積には関
連性が見られた。また、地区会館における各部機能
空間の面積の割合を見ると、活動空間（約 6割）、連
結型サービス空間（約 2割強）、利用型サービス空間
（約 1 割）は一定の範囲に構成されており、施設空
間の計画では各部機能空間の面積の割合に類似性が
あると考えられる。 
 
③ 施設空間配置を見ると、全ての地区会館において各
フロア間は並列配置となっている。また、ほとんど
の施設での各活動空間どうしは並列配置となってい
る。地区会館における平面計画の特徴とは、利用動
線の連続性を確保したうえで、利用上の利便性を図
って各フロアに「活動空間+トイレ+湯沸室」で計画
されていた。つまり、各活動空間が同時に利用する
ことができ、最小限の調理機能が担保されている。  
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第一部で分析した台湾のコミュニティセンターについて
振り返って論じると、台湾の平面計画では、施設空間が直列
配置となっていることで利用動線の問題を誘発しており、さ
らに階ごとに「活動空間+トイレ+湯沸室」の機能が整備され
ておらず、5.2.2 で述べた日本における町会館の 1室型の施
設空間構成に近いものが多かった。しかし、少子高齢化によ
る国民の余裕時間の増加、収入増加による生活の質の高まり
に伴う新たな要求が今後発生すると考えられる。台湾では現
在のコミュニティセンターでは対応できない恐れがある。 
 
台湾においては、今後のコミュニティ施設の計画を再考
する必要があり、6章では、コミュニティ施設において平面
計画の考察結果に基づき、日本と台湾のコミュニティ施設構
成を比較していく。さらに、今後の台湾に適したコミュニテ
ィ施設の平面計画の指針を導き出し、既存コミュニティ施設
の施設構成を検討した上で、施設空間について改善手法を提
示する。 
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第6章 台湾における既存コミュニティ施設活用に向
けての改善手法 
 
第 1 章から第 4 章までは、台湾におけるコミュニティ施
設である「活動中心」に着目し、施設における各活動空間の
利用時間及び、空間配置、利用動線を検討した。これによっ
て、空間配置と利用動線は各活動空間の利用時間に大きい影
響を与え、平面計画上の不可欠な要素ということを明らかに
した。 
 
第 5 章では、日本におけるコミュニティ施設を調査し、
施設の規模、所有、運営の仕方を踏まえた上で、八王子市の
地区会館を対象として施設空間構成の調査を行った。そして、
日本におけるコミュニティ施設の空間構成の特徴として、フ
ロア間が並列配置されており、加えて各活動空間の間が並列
配置されているということを明らかにした。 
 
そして、今後のコミュニティ推移に応じ、台湾における
コミュニティ施設空間構成における平面計画の指針を導く。
最終的に台湾における既存コミュニティ施設の空間構成に
改善の可能性を提案する。 
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6.1  時系列コミュニティ施設の発展について比較 
図 6.1 に時系列コミュニティ施設の空間構成の変化を示
す。台南市永康区の 26施設を見ると、配置方法ではフロア
間が直列配置され、各活動空間の間に直列配置されたものが
多い。特に 2 階建の施設では、各フロアが直列配置され、
フロアに 1 室が配置されているⅡB00 は台南市永康区の典
型的な空間配置である。 
 
一方、日本で調査した 14 施設中、13 施設は各フロアが
並列配置され、加えて各活動空間までの経路は他の活動空間
を経由していない。残り 1 施設の一部活動空間だけは他の
活動空間を経由している。また、14 施設の中、3 施設では
1フロアに 1つ活動空間を配置しており、築 30年以上のも
のもあることから、古い平面計画であると考えられる。 
 
図 6. 1 コミュニティ施設の空間構成の変化 
  
1960
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1980
1990
2000
2010
日本
東京都八王子市
台湾
台南市永康区
ⅠAaⅡAba ⅡA00ⅠA0 ⅡAaaⅡB00 ⅡB0b ⅡA0bⅡA00 ⅢA0a0ⅡA0aⅡAa0ⅡAaaⅡAxaⅢA000
Ⅰ：平屋建　
Ⅱ：2階建　
Ⅲ：3階建
A：各フロアが並列配置（直列なし）
B：各フロアが直列配置
0：フロアに 1室
a：フロア内の各活動空間どうしが並列配置
b：フロア内の各活動空間どうしが並列配置
c：フロア内の各活動空間どうしが並列・直列配置
x：フロア内に活動空間がない
ⅢA 0 0 0：三階建、各フロアが並列配置、各フロアに 1室しかない
1F にある活動空間の配置方法
2F にある活動空間の配置方法
3F にある活動空間の配置方法
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6.2  台湾と日本におけるコミュニティ施設の平面計
画の相異 
6.2.1. コミュニティ施設における空間配置の相異 
コミュニティ施設の配置関係では、フロア間の配置方法
及び各活動空間の間の配置方法の相異により、利用状況に影
響を与えると考えられるため、それぞれにおいて 3.4.2 と
5.4.1 で検討した。 
 
ここでは、各コミュニティ施設を規模で分類し、日本と
台湾におけるコミュニティ施設の配置方法の比較を行う。 
図 6.2 に日本と台湾の平屋建コミュニティ施設の空間配
列の比較した図を示す。 
平屋建のコミュニティ施設は、台湾では 8 施設、日本で
は 1 施設が見られた。室数と配置方法を見ると、台湾にお
ける全ての平屋建のコミュニティ施設は 1 つの活動空間の
みで構成されていた。日本の 1 事例は活動空間が並列配置
されているものであった。 
 
 
図 6. 2 平屋建のコミュニティ施設における空間配列の比較  
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図 6.3 に日本と台湾の 2 階建のコミュニティ施設につい
て空間配列の比較した図を示す。 
台湾では、26 施設中 17 施設、日本では、14 施設中 12
施設で 2 階建のコミュニティ施設が見られた。室数と配置
方法を見ると、台湾におけるコミュニティ施設のうち最も多
いものは、フロア間が直列配置され、1フロアに活動空間が
1室のみのものであった。一方、日本におけるコミュニティ
施設では、フロア間が並列配置となっており、フロアごとに
活動空間の室数が異なっているが、各活動空間にアクセスす
るために他の活動空間を経由しないという特徴が見て取れ
る。 
 
 
図 6. 3 2 階建のコミュニティ施設における空間配置の比較  
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また、3 階建のコミュニティ施設は、台湾と日本で各 1
施設のみ見られた。空間配置方法を見ると、それぞれフロア
間が並列配置となっているものであった。フロアごとに活動
空間の室数が異なっているが、各活動空間にアクセスするた
めにほかの活動空間を経由することがない。 
 
 
図 6. 4 3 階建のコミュニティ施設における空間配置の比較  
 
総じて見ると、日本におけるコミュニティ施設では、フ
ロア間は並列配置となり、加えて各活動空間の間は並列配置
となっている。一方で、台湾におけるほとんどのコミュニテ
ィ施設では、フロア間は直列配置となっており、加えて 1
フロアに 1 室が配置される場合が多いことが明らかとなっ
た。 
このことから、日本におけるコミュニティ施設では、フ
ロアの同時利用が可能であると考えられる。さらに、同じ階
数にある各活動空間どうしでも、同時利用が可能となってい
る。 
その一方で、台湾の多くのコミュニティ施設では、ほと
んどの施設では各フロア間が直列配置されており、各フロア
の同時利用が難しいと考えられる。さらに、同じ階に配置さ
れている各活動空間どうしの同時利用も難しいと言える。 
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6.2.2. コミュニティ施設における利用動線の相異 
(1). エントランス部から各活動空間までの経路の比較 
図 6.5 に日本のコミュニティ施設におけるエントラ
ンス部から各活動空間までの経路を示す。タイプⅡ
Aaa、ⅡAa0、ⅡA0a、ⅡAxa の 9 施設では、利用動
線が似ているため、ここではまとめてⅡAaa、ⅡA0a
を表示する。日本におけるコミュニティ施設では、1
施設を除く、全てのコミュニティ施設で、エントラ
ンス部から各活動空間への経路は他の活動空間を経
由しない。つまり、施設内の活動空間どうしの同時
利用が可能であると考えられる。 
 
 
図 6. 5 日本のコミュニティ施設におけるエントランス部から
各活動空間までの経路  
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図 6.6 に台湾のコミュニティ施設におけるエントラ
ンス部から各活動空間までの経路を示す。全 26施設
のうち 12施設は、活動空間へのアクセス時に他の活
動空間を経由するため、施設内の活動空間どうしの
同時利用は難しいと考えられる。 
 
 
図 6. 6 台湾のコミュニティ施設においてエントランス部から
各活動空間までの経路  
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(2). 各活動空間から利用型サービス空間までの経路の比
較 
 
図 6.7 に日本のコミュニティ施設におけるエン
トランス部から各活動空間までの経路を示す。
日本におけるコミュニティ施設では、1施設を除
く、全ての施設において、各活動空間から利用
型サービス空間までの経路は他の活動空間を経
由しない。 
 
 
図 6. 7 日本のコミュニティ施設において各活動空間から利用
型サービス空間までの経路  
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図 6.8 に台湾のコミュニティ施設におけるエン
トランス部から各活動空間までの経路を示す。
台湾における 26の施設中 7施設において、各活
動空間から利用型サービス空間までの経路で他
の活動空間を経由しているため、利用動線の連
続性が保たれていない。また、1施設においては
利用型サービス空間が設置されていない。 
 
 
図 6. 8 台湾のコミュニティ施設において各活動空間から利用
型サービス空間までの経路  
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以上、日本と台湾におけるコミュニティ施設の施設空間
配列、及び利用動線を比較した。空間配置を見ると、日本に
おけるコミュニティ施設においてフロア間は並列配置とな
っており、さらに各活動空間の間は並列配置となっている。
また、エントランス部から各活動空間までの経路と、各活動
空間から利用型サービス空間までの経路について動線の連
続性を保っている。これは、施設内の各階及び各活動空間の
同時利用への配慮があると考えられる。 
 
台湾におけるコミュニティ施設の問題点として、空間配
置及び利用動線の連続性への配慮が日本より欠けていたた
め、元々集会室として計画されていた 1 階にある活動空間
が市民の誰でも自由利用の使い方にされており（図 6.11）、2
階以上にある活動空間へのアクセスは 1 階にある活動空間
を経由しなければならない。これにより、活動空間と利用経
路が混在し、1階にある活動空間がパブリックスペースとな
り、各活動空間の同時利用も難しくなると言える。 
 
 
 
図 6. 9 市民の誰でも自由利用できる 1階の活動空間  
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6.3  台湾における既存コミュニティ施設の空間構成
問題の解決策 
 
第 4 章で検証した結果として、活動空間の利用動線が他の活
動空間を経由しなければならないことは、活動空間の利用時間
を低下させる一因となっていることを明らかにした。 
台湾におけるほとんどのコミュニティセンターでは、１
階に活動空間が1室しかなく、各フロア間が直列配置の場合、
１階にある活動空間が予約利用されていると、２階以上にある
活動空間は利用しづらいと考えられる。特に、現在コミュニテ
ィセンターでは政党集会の利用があるため、1 階にある活動空
間を経由する場合、違う政党の支持者の対立を招く恐れがある。 
以上のことから、各フロアを並列配置することで 2 階以
上へのアクセス時に 1 階の活動空間を経由しないようにす
ることは台湾において最優先課題であると考えられる。 
 
 
図 6. 10 活動空間における政党集会 
 
図 6. 11 活動による通行不可の場合 
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 各フロア間を並列配置にする手法 6.3.1.
(1). 室外連結型サービス空間の設置 
図 6.12、6.13 に室外連結型サービス空間の設置によ
って各フロア間を並列配置にする手法の例を示す。
具体的には、外付け階段を設置し、各フロア間の直
列配置状態を並列配置に変更する。 
台湾におけるコミュニティセンターの管理責任者は
里長であるが、里長は必ずコミュニティセンターの
近くに在住しているわけではないため、基本的には
ボランティア組織で管理されている。ボランティア
組織が存在していない場合は、里長が信頼している
近隣住民が施設の鍵を保管している。これにより、
一般的に施設出入り管理上の問題は生じるが、台湾
では特に問題ないと考えられている。 
 
図 6. 12 外付け階段の設置による各フロア間を並列配置にする手法の例-1
（No.4、利用動線タイプⅡB00-Ⅰ）   
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図 6. 13 外付け階段の設置による各フロア間を並列配置にする
手法の例-2（No.16、利用動線タイプⅡB00-Ⅰ）  
 
また、台湾の状況では政党支持者の対立も施設利用
状況が悪くなる要因となるため、フロアごとに管理
したほうが良いと考えられる。 
外付け階段の設置による施設空間配置を改善するた
め、施設敷地内に建設可能のスペースを確保しなけ
ればならない。敷地内に余裕なスペースがない場合、
他の対策を考える必要がある。  
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(2). 室内連結型サービス空間の設置 
 
敷地内の空きスペースが確保できず外付け階段が設
置不可の場合、1 階にある活動空間内に可動間仕切り
の設置によって連結型サービス空間を設けることも
可能である。 
しかし、台湾の関連法である「建築技術規則-建築設計
施工編」内の第 92 条には、施設内廊下幅の規定が決
められており、表 6.1 のように定められている。台湾
におけるコミュニティ施設は「3.その他の用途」に分
類される。これにより、活動空間内に連結型サービス
空間の設置で各フロアを並列配置にすることは、活動
空間の面積が減少し、利用上の支障につながるかもし
れない。 
さらに、台湾の関連法である「建築技術規則-建築構造
編」内の第 21条によると、可動間仕切りについては、
100kg/㎡の積載荷重と見なすと定められているため、
可動間仕切りを大量に使う場合では、建物構造への再
検討が必要となる。 
 
表 6. 1 台湾における施設内廊下幅に関する規定 
 
  
廊下の配置
建物の用途
１．教育施設として使われている場合
２．医療施設として使われている場合
３．その他の用途
部屋と
隣接する場合 その他
１フロア内に
部屋の床面積の合計≧200 ㎡
１フロア内に
部屋の床面積の合計<200 ㎡
2.4m以上 1.8m以上
1.6m以上 1.2m以上
1.6m以上 1.2m以上
1.2m以上
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図 6.14 に活動中心No.5 を例として、活動空間に間仕
切りの設置によって各フロア間を並列配置にする手
法の例を示す。活動中心 No.5 では、施設の敷地に空
きスペースを持っているが、外付け階段を設置すると、
隣棟間隔を再検討する必要がある。一方、活動空間
1F-1 に可動間仕切りを設置すると、11 ㎡の面積の損
失が生じる。 
 
 
図 6. 14 活動空間に間仕切りの増設による各フロア間を並列配
置にする手法の例（No.5、利用動線タイプⅡB00-Ⅰ） 
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 各活動空間どうしを並列配置にする手法 6.3.2.
 
利用動線タイプⅡA0b-Ⅱである各フロアが並列配置
されており、1 フロア内の活動空間どうしが直列配置
となっている場合、施設内活動空間の配置方法を並列
配置に変更すれば利用動線が他の活動空間を経由す
るという問題の解決が可能である。 
 
具体的には、経由活動空間となっている活動空間に可
動間仕切りを設置することは問題解決の手法として
有効であると考えられる。しかしながら、可動間仕切
りを設置するフロアの面積に検討することが必要で
あり、加えて可動間仕切りの設置の量によって構造的
な再検討が必要となる。 
 
図 6.15 に活動空間に間仕切りの増設による各活動空
どうしを並列配置にする手法の例を示す。No14 では、
各フロアが並列配置されているものの、2 階にある活
動空間は直列配置となっている。各活動空間どうしを
並列配置にする手法として、活動空間 2F-1 に可動間
仕切りを設置し、活動空間の一部を廊下にすることが
有効であると考えられる。  
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図 6. 15 活動空間に間仕切りの増設による各活動空間どうしを
並列配置にする手法の例（No.14、利用動線タイプⅡＡ0b-Ⅱ） 
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 各活動空間の利用動線の連続性を保つ手法 6.3.3.
 
利用動線タイプⅡA00-Ⅱの場合、各フロア及び活動空間
どうしが既に並列配置されているため、2階に利用型サービ
ス空間であるトイレを設置することで利用動線の問題を解
決できる。 
図 6.16に各活動空間の利用動線の連続性を保つ手法の例
を示す。No.2 では、各フロアが並列配置されているものの、
2階にはトイレが設置されていなかった。各活動空間の利用
動線の連続性を保つ手法として、２階にある倉庫或いは活動
空間の一部を利用し、トイレを増設することが有効である。
しかし、トイレ空間の増設に伴い、設備工事を行うことが必
要となる。 
 
図 6. 16 各活動空間の利用動線の連続性を保つ手法の例（No.2、
利用動線タイプⅡA00-Ⅱ） 
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 施設活用に向けて改善手法への考察 6.3.4.
(1). 改善手法の容易度 
 
連結型サービス空間の設置は、施設敷地内の空きスペー
スもしくは施設内の一部空間の面積を転用することが必要
であるが、改善手法としては他の改善手法と比べると比較的
に容易であり、この容易度をレベル１と定義する。 
利用型サービス空間の設置は、施設内の一部空間の面積
の損失に加え、施設内設備の増設による配管の再配置が必要
となる。そのため、連結型サービス空間の設置より改善手法
が困難であり、この容易度をレベル 2に定義する。 
室外連結型サービス空間および室内連結型サービス空間
の設置が必要となる場合、敷地内多くの空きスペース及び一
部活動空間の面積の損失につながり、上記手法より困難であ
ることから、これをレベル３に定義する。 
連結型サービス空間と利用型サービス空間の両方ともに
設置することが必要となる場合、空間配置と利用動線を改善
するために面積の損失及び水回りに関する配管の設置が必
要となる。この改善手法は最も困難であると考えられるため、
この容易度をレベル４に定義する。 
 
以上のことから、現在対象となる 26施設のうち、空間配
置と利用動線上問題がある 14 施設を抽出して検証を行う。  
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表 6. 2  空間配置と利用動線から見た改善方法の容易度 
 
表 6.3 に空間配置と利用動線における改善の可能性を示
す。ⅡB00-Ⅰの６施設は、室外連結型サービス空間或いは
室内連結型サービス空間の設置により、各フロアを直列配置
から並列配置に変更することが可能であることから、レベル
1に該当できる。 
 
ⅡA0b-Ⅱの２施設は、室内連結型サービス空間の設置よ
って 2 階にある活動空間どうしの直列配置を並列配置にす
ることが可能であるため、レベル 1に該当する。 
ⅡA00-ⅡとⅠA0-Ⅱの２施設は利用型サービス空間の設
置によって、活動空間から利用型サービス空間までの経路が
他の活動空間を経由する問題を解決できるため、レベル 2
に該当できる。  
条件
必要な廊下幅（ｍ）
ⅡB00-Ⅰ No.4 住宅区画 可能注1） 敷地内 可能 1.2以上 １Ｆ－１ 不必要 ―
ⅡB00-Ⅰ No.5 住宅区画 可能注2） 敷地内 可能 1.2以上 １Ｆ－１ 不必要 ―
ⅡB00-Ⅰ No.8 広場 可能 敷地内 可能 1.6以上 １Ｆ－１ 不必要 ―
ⅡB00-Ⅰ No.16 広場 可能 敷地内 可能 1.6以上 １Ｆ－１ 不必要 ―
ⅡB00-Ⅰ No.20 住宅区画 可能注2） 敷地内 可能 1.2以上 １Ｆ－１ 不必要 ―
ⅡB00-Ⅰ No.22 公園 可能 敷地内 可能 1.6以上 １Ｆ－１ 不必要 ―
ⅡA0b-Ⅱ No.14 公園 不必要 ― 必要 1.6以上 ２Ｆ－１ 不必要注3） ―
ⅡA0b-Ⅱ No.17 住宅区画 不必要 ― 必要 1.6以上 ２Ｆ－１ 不必要注3） ―
ⅡA00-Ⅱ No.2 住宅区画 不必要 ― 不必要 ― ― 必要 ２階倉庫或いは２Ｆ－１
ⅠA0-Ⅱ No.6 住宅区画 不必要 ― 不必要 ― ― 必要 １階倉庫或いは１Ｆ－１
ⅡB0b-Ⅱ レベル３ No.10 公園 可能 敷地内 必要 1.6以上 ２Ｆ－１ 不必要注3） ―
ⅡB00-Ⅱ No.7 公園 可能 敷地内 可能 1.6以上 １Ｆ－１ 必要 ２階倉庫或いは２Ｆ－１
ⅡB0b-Ⅱ No.13 住宅区画 可能 敷地内 可能 1.6以上 ２Ｆ－２ 必要 ２Ｆ－１或いは２Ｆ－２
ⅡB00-Ⅱ No.24 公園 可能 敷地内 可能 1.6以上 １Ｆ－１ 必要 ２階倉庫或いは２Ｆ－１
注1
注2
注3
室内連結型サービス空間の設置 利用型サービス空間の設置
施設番号
室外連結型サービス空間の設置
実施の
可能性
改善方法
の容易度
敷地内の違法増築を撤去することが必要である。
隣棟間隔への確認が必要である。
2F-１に可動間仕切りを増設することにより、必要ないとなる。
レベル４
敷地 実施の可能性 実施の必要性増設場所増設場所
タイプ
レベル１
（室外or室内）
増設場所
レベル１
（室内）
レベル２
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ⅡB00-ⅡとⅡB0b-Ⅱの４施設のうち１施設は、室外と室
内の連結型サービス空間の設置によって、各フロアが直列配
置の問題及び活動空間から利用型サービス空間までの経路
が他の活動空間を経由する問題を改善できるため、レベル 3
に該当できる。一方、残り３施設では各フロアが直列配置、
及び活動空間から利用型サービス空間までの経路が他の活
動空間を経由する問題は、連結型サービス空間および利用型
サービス空間の設置によって解決できる。これらの 3 施設
においてに空間構成及び利用動線の改善は最も困難なため、
レベル 4に該当した。 
 
(2). 利用状況から見た連結型サービス空間の設置手法の適
合性 
 
連結型サービス空間の設置による空間配置及び利用動線
の改善は、室外と室内の 2 つの手法で実現できるが、ここ
では利用状況及び空間配置に着目し、検討を行う。 
 
活動空間の直列配置によって活動空間の利用動線が他の
活動空間を経由する場合、利用時間が低下してしまう傾向が
見られた。特に２階以上にある活動空間の多くは、１階にあ
る活動空間を経由していくことがわかった。 
 
現在コミュニティセンターでは政党集会の利用があり、多く
の施設において 1 階活動空間の利用時間の 8 割以上は一般
開放されている時間であった。これらの施設で施設利用者は、
テレビもしくは新聞紙を見ながら、政治・時事に関わる話し
合いすることが頻繁に行われている。  
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これにより、違う政党の支持者の対立はコミュニティセ
ンターの利用状況に悪影響を与えることを踏まえた上で、一
般開放されている時間が長い 1 階にある活動空間を有して
いる施設に対し、室外連結型サービス空間を設置することが、
室内連結型サービス空間より適切であると考えられる。 
 
以上のことから、タイプⅡB00-Ⅰに該当した 6施設では、5
施設において1階にある活動空間の一般開放されている時間が
長いため、室外連結型サービス空間の設置は室内連結型サービ
ス空間の設置より良いと考えられる。No.20 の場合は、1 階に
ある活動空間は利用されていないため、一部活動空間の面積を
利用して連結型サービス空間を設置することで空間配置及び
利用動線の改善を図ることが可能である。 
 
また、タイプⅡA0b-Ⅱの 2 施設では、各フロアは既に並
列されており、2階にある活動空間どうしが直列配置となる
ため、室内連結型サービスの設置は比較的容易である。 
 
タイプⅡB0b-Ⅱの 2 施設では、全て 1 階にある活動空間
の一般開放されている時間が長いため、室外連結型サービス
空間の設置は室内連結型サービス空間の設置より良いと考え
られる。また、ⅡB00-Ⅱの 2施設でも同様の結果であり、室外
連結型サービス空間を設置する方が室内連結型サービス空間
の設置より適切と考えられる。 
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表 6. 3 施設利用状況と改善方法容易度 
1F-1 280
2F-1 113
2F-2 95
1F-1 234
2F-1 145
2F-2 123
1F-1 298
2F-1 145
2F-2 25
2F-3 25
2F-4 25
2F-5 25
1F-1 263
2F-1 200
2F-2 24
No.10
No.13
No.14
No.17 39.0
42.0
33.0
48.0
71 29
71 24
18
5
18
79 15
10
78
71
100
100
100
100
100
100
100
82
5
29
17
82
6
90
施設
番号
空間
番号
面積
(㎡) 0 20 40 60 80 100
利用時間の内訳（％）
一般開放されている時間 予約利用されている時間 利用されていない時間凡例
ⅡB0b
-Ⅱ
ⅡA0b
-Ⅱ
平面
計画
週間開
館時間
91 9
37
100
100
63
686
8
8
92
100
100
15 9
83
16
9
76
100
100
91
8
1F-1 91
2F-1 91
No.2
0.0
35.0
41.5
6.0
40.0
55.0
45.5
52.5
44.0
1F-1
2F-1
1F-1
2F-1
1F-1
2F-1
1F-1
2F-1
1F-1
2F-1
1F-1
2F-1
1F-1
2F-1
1F-1
2F-1
No.24
No.4
No.5
No.7
No.8
No.22
No.16
No.20
75
70
98
131
304
346
291
251
131
114
154
154
202
257
191
187
100
100
76
17
82 9
9
9
91
ⅡA00
-Ⅱ
ⅡB00
-Ⅰ
改善容易度
レベル３
レベル４
No.6 40.0343 19811F-1ⅠA0-Ⅱ
レベル１
（室内）
レベル２
レベル１
（室外）
ⅠA0-Ⅱ：「平屋建」+「１階に１室が配置されている」+「利用型サービス空間までの経路に問題ある」
ⅡB00-Ⅰ：「２階建」+「各フロアが直列、各フロアが１室」+「利用型サービス空間までの経路に問題ない」
ⅡB00-Ⅱ：「２階建」+「各フロアが直列、各フロアが１室」+「利用型サービス空間までの経路に問題ある」
ⅡA00-Ⅱ：「２階建」+「各フロアが並列、各フロアが１室」+「利用型サービス空間までの経路に問題ある」
ⅡB0b-Ⅱ：「２階建」+「各フロアが直列」+「1階に1室、2階が直列配置」+「利用型サービス空間までの経路に問題ある」
ⅡA0b-Ⅱ：「２階建」+「各フロアが並列」+「1階に1室、2階が直列配置」+「利用型サービス空間までの経路に問題ある」
ⅡB00
-Ⅱ
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6.4  まとめ 
 
① 日本と台湾におけるコミュニティ施設の空間構成の
比較を通して、台湾における多くのコミュニティ施
設の平面計画では、各フロアと各活動空間の配置及
び利用動線への配慮が欠けていることがわかった。
台湾における多くのコミュニティセンターでは、各
フロアと各活動空間が直列配置されており、加えて 1
フロアに 1室の構成が多いため、2階以上にある活動
空間へのアクセスは 1 階の活動空間を通過しなけれ
ばならない。これにより、同一施設内の各活動空間
への同時利用が難しくなっている。 
 
② 台湾における既存コミュニティ施設の空間配置の改
善方法として、「同一施設内の各フロアを並列配置す
ること」、「各活動空間どうしを並列配置すること」
及び、「各活動空間の利用動線の連続性を確保するこ
と」の 3 つの要素が挙げられる。台湾におけるコミ
ュニティ施設では、1フロアに 1つの活動空間が配置
されていることが多いため、各フロアへのアクセス
が他のフロアを経由しないようにすることが求めら
れる。また、活動空間が直列配置されていることは
各活動空間の同時利用の阻害要因となるため、活動
空間どうしを並列配置にすることが重要である。最
後に、利用動線の連続性を確保できないと確実に活
動空間の利用時間を低下させると考えられる。施設
の利便性を確保するうえで利用動線の連続性は不可
欠な要素である。 
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③ 既存コミュニティ施設活用に向けた施設空間の改善
手法として、「同一施設内の各フロアを並列配置する」
ために、外付け階段、可動間仕切りの設置といった
室外或いは室内に連結型サービス空間を設置するこ
とは有効である。また、「活動空間どうしを並列配置
する」については、室内連結型サービス空間の設置
によって実現可能となる。さらに、「各活動空間の利
用動線の連続性を確保する」を実現するために、各
フロアに利用型サービス空間の設置が必要であり、
トイレ空間の設置によって利用動線の改善が可能と
なる。 
 
④ 「連結型サービス空間の設置」の条件として、室外
の場合は敷地内の空きスペースが必要であり、室内
の場合は台湾における建物の積載荷重に関する法規
制限を検討した上で、廊下幅の規定に従って可動間
仕切りの設置が可能となる。「各フロアに利用型サー
ビス空間を設置すること」については、余剰となっ
た空間を検討した上で、利用されていない空間に設
置する、もしくは一部の活動空間の面積を転用する
必要がある。 
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⑤ 施設空間配置及び利用動線の改善方法について、「連
結型サービス空間の設置」は最も容易に行うことが
できる。「利用型サービス空間の設置」は、施設内設
備の増設による配管の再配置が必要であるため、改
善するための手間が多いと考えられる。また、「室外
連結型サービス空間の設置＋室内連結型サービス空
間の設置」と「連結型サービス空間の設置＋利用型
サービス空間の増設」は最も複雑な手法である。 
 
⑥ 多くの施設において 1 階にある活動空間の利用時間
の 8 割以上は一般開放されている時間であることが
明らかとなった。これらの施設においては、施設利
用者はテレビもしくは新聞を見ながら、政治・時事
に関わる話し合いが頻繁に行われる。これらの活動
は違う政党の支持者の対立につながり、コミュニテ
ィセンターの利用状況に悪影響を与えると考えられ
るため、一般開放されている時間が長い 1 階にある
活動空間を有している施設に対しては、室外から動
線を分離し、室外連結型サービス空間を設置したほ
うが適切であると考えられる。 
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第7章 総括結論 
7.1  本研究の成果 
 
本節では、研究の総括として、各章で得られた知見を
整理し、本研究の成果及びその到達点を述べる。 
本研究は、台湾におけるコミュニティ施設の空間配置
及び利用動線に着目し、現在の平面計画の問題点を洗い
出すことと、日本のコミュニティ施設の平面計画を参考
にした上で、コミュニティ施設の発展の時間軸を考え、
現在台湾におけるコミュニティ施設の平面構成の指針を
提案し、施設活用の可能性を示唆することを目的とした。 
 
まず、台湾におけるコミュニティセンターの利用状況
を一般利用されている時間と予約利用されている時間を
分けて把握した。ほとんどのコミュニティセンターにお
いて、2 階以上にある活動空間の利用されていない時間
が多く、1 階にある活動空間では一般開放されている時
間が長かった。 
これにより、1 階にある活動空間は市民の誰でも自由
利用できるような使われ方であり、2 階以上にある多く
の活動空間は余剰となっていることがわかった。 
 
次に、台湾におけるコミュニティ施設の空間構成につ
いて、施設規模、各機能空間の割合から、空間配置及び
利用動線における問題点を分析した。新しい施設ほど室
数が増え、施設のバリエーションが豊かになる傾向が見
られた。また、玄関、廊下、階段などの連結型サービス  
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空間の面積の割合が少ないことが明らかとなった。 
1 フロアに 1 つの活動空間が配置されている施設空間
構成は最も多かった。また、多くの施設では各フロア間
が直列配置されおり、活動空間どうしが直列配置となっ
ている施設も多く存在している。 
多くの施設では、利用動線の連続性が確保できず、必
ず他の活動空間を経由することになってしまい、動線上
はいわゆる「経由活動空間」の存在が明らかにとなった。
これにより、各活動空間どうしの同時利用に支障が生じ、
活動空間の利用時間に大きく影響する可能性があると提
示した。 
また、コミュニティ施設における各活動空間の利用状
況とコミュニティ施設の空間構成との関連性を、活動空
間面積、空間配置、利用動線などの施設空間構成要素か
ら明確にしている。活動空間の配置方法は利用動線に影
響し、活動空間どうしが直列配置されていることは、利
用動線が他の活動空間に経由する要因となり、利用時間
を低下させる一因であると考えられる。コミュニティ施
設の利用状況を改善するため、施設内活動空間の配置方
法は並列配置にすることが必要である。 
 
さらに、台湾における既存コミュニティ施設に対する
改善の可能性を、日本における地区会館の実態から明ら
かにした。地区会館では、全ての施設において各フロア
間が並列配置となっており、各活動空間の利用動線は他
の活動空間を通らずに動線の連続性を保っていることが
明らかとなった。また、利用上の利便性を図り、各フロ
アに「活動空間+トイレ+湯沸室」が計画されていた。こ  
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れにより、各活動空間を同時に利用することができ、最
小限の調理機能が担保されている。 
 
最後に、これらの知見を応用することで、台湾におけ
る既存コミュニティ施設の空間構成の改善手法を提示し
た。台湾における既存コミュニティ施設の空間配置の改
善方法として、「同一施設内の各フロアを並列配置するこ
と」、「同一施設内の各活動空間を並列配置すること」及
び、「各活動空間の利用動線の連続性を確保すること」の
3つの要素が挙げられる。 
「同一施設内の各フロアを並列配置すること」では、外
付け階段、可動間仕切りの設置という室外或いは室内に
連結型サービス空間の設置が有効である。「活動空間どう
しを並列配置すること」では、室内連結型サービス空間
の設置によって実現可能となる。また、「各活動空間の利
用動線の連続性を確保すること」を実現するために、各
フロアにトイレのような利用型サービス空間の設置が必
要である。 
「連結型サービス空間の設置」は最も容易に行える。
「利用型サービス空間の設置」は、施設内設備の増設に
よる配管の再配置が必要であるため、改善するために多
くのプロセスを踏む必要がある。また、「室外連結型サー
ビス空間の設置＋室内連結型サービス空間の設置」と「連
結型サービス空間の設置＋利用型サービス空間の増設」
は最も困難な手法である。また、一般開放されている時
間が長い 1 階にある活動空間を有している施設に対して
は、台湾における利用者間政治の好みの影響を避けるた
め、加えて 1フロアに 1室の平面配置が最も多いと考慮  
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した上で、室外から動線を分離して室外連結型サービス
空間を設置した方が合理的であると考えられる。 
 
本論文はコミュニティ施設の利用状況及び、各活動空
間の配置方法、利用動線などの平面計画の特徴に対する
分析を行い、導き出した既存コミュニティ施設空間配置
改善方法の試論は、各活動空間配置、利用動線など物理
的な視点から、台湾における既存コミュニティ施設空間
活用に向けて空間構成の改善手法の在り方 
を示した先導的な研究である。 
しかし、既存コミュニティ施設空間の有効活用には、
施設機能、施設空間の活動形態、利用者属性、空間の用
途など様々な観点が存在している。特に、近年台湾にお
ける少子高齢化の進みに伴い、生涯学習に対する需要が
生まれてきた一方で、地方政府の財政的困窮が生じてお
り、地域コミュニティ施設における持続的な経営に関す
る課題を明確化する必要がある。 
 
7.2  今後の研究課題 
今後の台湾のコミュニティ施設は社会状況の変化によ
り、さらなる複雑な機能が求められ、今後さらに進展す
ることが予測される。 
以下に、本論文で論述した内容に関連し、今後の課題
を列挙する。 
 
まず、各施設における利用者の年齢層及び交通手段な
どの利用者の属性を把握すると同時に、各地域にある生
涯学習に関わっているNPO、NGOなどの活動実態を調査  
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することで、施設利用可能な組織などの情報を入手して
から、今後コミュニティ施設空間の活用に役に立てる必
要がある。 
 
また、施設敷地の利便性、台湾における多くのスクー
ター使用者が求められている駐車スペースについて検討
を加えれば、施設外部を含めて施設利用動線を全面的に
把握できる。これにより、施設外部・内部の検討のため
に利用者アクセス方法、利用圏域などの情報をもっと詳
細なデータを把握することが必要である。 
 
日本におけるコミュニティセンターは行政末端基地の
1つであり、広報広聴活動機能、ホームヘルパーやボラン
ティアなどの活動拠点である直接行政サービスの中継基
地、役所の支所、地域施設の分室、まちづくり担当職員
の詰所など、行政関連施設を補完する機能を持っている。
多くのコミュニティ施設では、機能の複合化が見られる。
そのため、台湾の現状を踏まえ、今後生涯学習の需要に
応じて、コミュニティ施設空間機能の複合化の可能性を
検討する必要がある。 
 
最後に、地域コミュニティ施設に対する空間配置の改
善手法を踏まえ、施設空間配置に対する改善の容易度の
検討を行い、地域コミュニティ施設の改善方法の試論を
行ったが、実際に既存コミュニティ施設の活用にどれ程
効果が得られるかを検証することが求められる。 
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1F　平面図　S=1/200
長手方向断面図　S=1/200 短手方向断面図　S=1/200
多目的室 事務室
倉庫
No.01　地域：四分子
①建物名 光復社区活動中⼼ ②建設年 1977
③階数 1　階 ④構造 RC造
⑤施設⾯積
⑥施設⽤途 ⑧⼀般開放 室名 曜⽇ 開放時間
⑦管理組織 責任者 ⾥⻑ ケアサイト 多⽬的室 ⽉-⾦ 08-12、14-17
利⽤室 活動/⼈数 曜⽇ 時間 利⽤室 活動/⼈数 曜⽇ 時間
管理空間 ⾯積 室の⾼さ
室名 (m2) 天井/階⾼ 天井 壁 床 舞台 鏡
事務室（1） 21.2 3.35/4 システム天井 ペイント塗り テラゾー × ×
事務室（2） 21.02 3.35/4 システム天井 ペイント塗り テラゾー × ×
活動空間 ⾯積 室の⾼さ
室名 (m2) 天井/階⾼ 天井 壁 床 舞台 鏡
多⽬的室 82.18 3.35/4 システム天井 ペイント塗り テラゾー × ×
サービス空間 ⾯積 室の⾼さ
室名 (m2) 天井/階⾼ 天井 壁 床 舞台 鏡
トイレ 11.73 4 ペイント塗り タイル張り タイル張り × ×
倉庫 34.4 3.35/4 システム天井 ペイント塗り テラゾー × ×
170.53　m2
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1F　平面図　S=1/200
2F　平面図　S=1/200
長手方向断面図　S=1/200 短手方向断面図　S=1/200
1F　多目的室
1F　裏口
No.02　地域：鹽行
①建物名 光復⾥活動中⼼ ②建設年 1986
③階数 2　階 ④構造 RC造
⑤施設⾯積
⑥施設⽤途 ⑧⼀般開放 室名 曜⽇ 開放時間
⑦管理組織 責任者 ⾥⻑ なし
利⽤室 活動/⼈数 曜⽇ 時間 利⽤室 活動/⼈数 曜⽇ 時間
多⽬的室（2F） ヨーガ/15 ⽉、⽔ 1900-2200
管理空間 ⾯積 室の⾼さ
室名 (m2) 天井/階⾼ 天井 壁 床 舞台 鏡
活動空間 ⾯積 室の⾼さ
室名 (m2) 天井/階⾼ 天井 壁 床 舞台 鏡
多⽬的室（1F） 91 2.8/3.5 システム天井 ペイント塗り テラゾー × ×
多⽬的室（2F） 91 2.8/3.3 システム天井 ペイント塗り テラゾー × ×
サービス空間 ⾯積 室の⾼さ
室名 (m2) 天井/階⾼ 天井 壁 床 舞台 鏡
倉庫（1F） 7 2.8/3.5 システム天井 ペイント塗り テラゾー × ×
倉庫（2F） 13 2.8/3.3 システム天井 ペイント塗り テラゾー × ×
トイレ（1F） 6 2.8/3.5 システム天井 タイル張り タイル張り × ×
階段室（1F） 12 3.5 ペイント塗り タイル張り × ×
階段室（2F） 12 2.8/3.3 システム天井 ペイント塗り タイル張り × ×
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コミュニティセンター
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1F　平面図　S=1/200
2F　平面図　S=1/200
長手方向断面図　S=1/200 短手方向断面図　S=1/200
1F　多目的室
2F　事務室
No.03　地域：永康
①建物名 安康⾥活動中⼼ ②建設年 1987
③階数 1　階 (2階は違法増築) ④構造 RC造
⑤施設⾯積 197.04　m2 ⑧⼀般開放 室名 曜⽇ 開放時間
⑥施設⽤途 - 多⽬的室 ⽉-⾦ 09-12、14-17
⑦管理組織 責任者 ⾥⻑
利⽤室 活動/⼈数 曜⽇ 時間 利⽤室 活動/⼈数 曜⽇ 時間
ヨーガ/20 ⽉、⽔ 1900-2200
カラオケ/30 ⼟ 1400-1700
管理空間 ⾯積 室の⾼さ
室名 (m2) 天井/階⾼ 天井 壁 床 舞台 鏡
事務室（2F） 165.94 3/4.1 システム天井 ペイント塗り タイル張り × ×
活動空間 ⾯積 室の⾼さ
室名 (m2) 天井/階⾼ 天井 壁 床 舞台 鏡
多⽬的室（1F） 135.83 2.8/3.4 システム天井 ペイント塗り ⽯張り ○ ×
サービス空間 ⾯積 室の⾼さ
室名 (m2) 天井/階⾼ 天井 壁 床 舞台 鏡
階段室（1F） 10.27 2.8/3.4 ペイント塗り タイル張り × ×
階段室（2F） 18.43 3 ペイント塗り ペイント塗り タイル張り × ×
廊下（1F） 10.64 2.8/3.4 システム天井 ペイント塗り ⽯張り × ×
トイレ（1F） 10.8 2.8/3.4 システム天井 タイル張り タイル張り × ×
倉庫（1F） 3.73 1.75 ペイント塗り ペイント塗り ⽯張り × ×
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内装⼯法
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多⽬的室（1F）
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1F　平面図　S=1/200
2F　平面図　S=1/200
3F　平面図　S=1/200
長手方向断面図　S=1/200
短手方向断面図　S=1/200
1F　多目的室
2F　多目的室
No.04　地域：四分子
①建物名 復興⾥活動中⼼ ②建設年 1988
③階数 2　階 ④構造 RC造
⑤施設⾯積 181.69　m2 ⑧⼀般開放 室名 曜⽇ 開放時間
⑥施設⽤途 ケアサイト 多⽬的室(1F) ⽉-⾦ 09-12、14-18
⑦管理組織 責任者 ⾥⻑
利⽤室 活動/⼈数 曜⽇ 時間 利⽤室 活動/⼈数 曜⽇ 時間
管理空間 ⾯積 室の⾼さ
室名 (m2) 天井/階⾼ 天井 壁 床 舞台 鏡
活動空間 ⾯積 室の⾼さ
室名 (m2) 天井/階⾼ 天井 壁 床 舞台 鏡
多⽬的室(1F) 75.07 3.6 ペイント塗り ペイント塗り テラゾ― × ×
多⽬的室(2F) 70.63 3.25 ペイント塗り ペイント塗り テラゾ― × ×
サービス空間 ⾯積 室の⾼さ
室名 (m2) 天井/階⾼ 天井 壁 床 舞台 鏡
トイレ(1F) 3.29 1.9 ペイント塗り タイル張り タイル張り × ×
トイレ(2F) 4.73 2.7/3.25 吊り天井 タイル張り タイル張り × ×
階段(1F) 4.45 3.6 ペイント塗り テラゾ― × ×
階段(2F) 7.45 3.25 ペイント塗り テラゾ― × ×
階段(3F) 16.07 3.1 ペイント塗り ペイント塗り テラゾ― × ×
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1F　平面図　S=1/200 2F　平面図　S=1/200
長手方向断面図　S=1/200
1F　多目的室
No.05　地域：四分子
①建物名 中興⾥活動中⼼ ②建設年 1989
③階数 2　階 (3階は違法増築) ④構造 RC造
⑤施設⾯積 371.81　m2 ⑧⼀般開放 室名 曜⽇ 開放時間
⑥施設⽤途 ケアサイト 多⽬的室（1Ｆ） ⽕-⽇ 08-12、14-17
⑦管理組織 責任者 ⾥⻑
利⽤室 活動/⼈数 曜⽇ 時間 利⽤室 活動/⼈数 曜⽇ 時間
多⽬的室(1F) ダンス/20 ⽉⽕⾦ 1900-2200 ⼟⽇ 1400-1700
多⽬的室(2F) テコンドー/20 ⾦⼟ 1930-2200 ⼟ 1900-2200
管理空間 ⾯積 室の⾼さ
室名 (m2) 天井/階⾼ 天井 壁 床 舞台 鏡
事務室 20.7 3.55 ペイント塗り ペイント塗り タイル張り × ×
活動空間 ⾯積 室の⾼さ
室名 (m2) 天井/階⾼ 天井 壁 床 舞台 鏡
多⽬的室(1F) 97.89 3.5/4.2 システム天井 ペイント塗り タイル張り × ×
多⽬的室(2F) 130.53 3.3/4 システム天井 ペイント塗り タイル張り × ×
サービス空間 ⾯積 室の⾼さ
室名 (m2) 天井/階⾼ 天井 壁 床 舞台 鏡
ポーチ（1F） 12.55 4.2 ペイント塗り タイル張り × ×
階段室(1F) 7.11 4.2 ペイント塗り タイル張り × ×
階段室(2F) 11.5 4 ペイント塗り タイル張り × ×
階段室(3F) 13.2 3.6 ペイント塗り ペイント塗り タイル張り × ×
トイレ(1F) 31.88 3.5 ペイント塗り タイル張り タイル張り × ×
トイレ(2F) 31.88 3.85/4.35 システム天井 タイル張り タイル張り × ×
倉庫 7.11 2 ペイント塗り ペイント塗り タイル張り × ×
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カラオケ/20違法増築（3F）
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1F　平面図　S=1/300
短手方向断面図　S=1/300
長手方向断面図　S=1/300
多目的室
倉庫（1） 倉庫（2）
No.06　地域：四分子
①建物名 光復⾥活動中⼼ ②建設年 1991
③階数 1　階 ④構造 混合構造（RC+鉄⾻）
⑤施設⾯積 455.36　m2 ⑧⼀般開放 室名 曜⽇ 開放時間
⑥施設⽤途 - 多⽬的室（1Ｆ） ⽕-⽇ 08-12、14-18
⑦管理組織 責任者 ⾥⻑
利⽤室 活動/⼈数 曜⽇ 時間 利⽤室 活動/⼈数 曜⽇ 時間
多⽬的室(1F) ダンス/15 ⽉⽕⾦ 0800-0930
管理空間 ⾯積 室の⾼さ
室名 (m2) 天井/階⾼ 天井 壁 床 舞台 鏡
活動空間 ⾯積 室の⾼さ
室名 (m2) 天井/階⾼ 天井 壁 床 舞台 鏡
多⽬的室 342.79 4.55/5.5 吊り天井 ペイント塗り プライマー塗り × ×
サービス空間 ⾯積 室の⾼さ
室名 (m2) 天井/階⾼ 天井 壁 床 舞台 鏡
倉庫（1） 82.05 4.55/5.5 吊り天井 ペイント塗り タイル張り × ×
倉庫（2） 15.26 3.1/5.5 吊り天井 ペイント塗り タイル張り × ×
倉庫（3） 15.26 3.1/5.5 吊り天井 ペイント塗り タイル張り × ×
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346.11
1F　平面図　S=1/300
2F　平面図　S=1/300
長手方向断面図　S=1/300 短手方向断面図　S=1/300
1F　多目的室
2F　多目的室
No.07　地域：大湾
①建物名 ⻄湾⾥活動中⼼ ②建設年 1993
③階数 2　階 ④構造 RC造
⑤施設⾯積 773.06　m2 ⑧⼀般開放 室名 曜⽇ 開放時間
⑥施設⽤途 ケアサイト 多⽬的室（1Ｆ） ⽉-⾦ 09-11.514-18
⑦管理組織 責任者 ⾥⻑
利⽤室 活動/⼈数 曜⽇ 時間 利⽤室 活動/⼈数 曜⽇ 時間
体操/30 ⽊ 0930-1030 ヨーガ/20 ⽕⾦ 0930-1030
カラオケ/30 ⼟ 1400-1700 ⽕⽔⽊ 1400-1700
古典/30 ⽉ 1930-2130 ⽕⽔⽊ 1930-2130
卓球/10 ⽕⽔⽊ 1930-2130
ダンス/30 ⾦ 1930-2130
管理空間 ⾯積 室の⾼さ
室名 (m2) 天井/階⾼ 天井 壁 床 舞台 鏡
事務室（1F） 19.34 3.65/4.2 システム天井 ペイント塗り テラゾー × ×
活動空間 ⾯積 室の⾼さ
室名 (m2) 天井/階⾼ 天井 壁 床 舞台 鏡
多⽬的室（1F） 303.6 3.65/4.2 システム天井 ペイント塗り テラゾー ○ ×
多⽬的室（2F） 346.11 2.75/3.3 システム天井 ペイント塗り タイル張り × ×
サービス空間 ⾯積 室の⾼さ
室名 (m2) 天井/階⾼ 天井 壁 床 舞台 鏡
ポーチ（1F） 22.86 4.2 × ×
階段（1F） 10.96 4.2 ペイント塗り タイル張り × ×
階段（2F） 10.96 2.75/3.3 システム天井 ペイント塗り タイル張り × ×
トイレ（1F） 17.82 3.65/4.2 システム天井 タイル張り タイル張り × ×
倉庫（1F） 23.41 4.2 ペイント塗り ペイント塗り テラゾー × ×
倉庫（2F） 18 3.3 ペイント塗り ペイント塗り タイル張り × ×
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卓球/40多⽬的室(1F)
多⽬的室(2F)
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1F 平面図　S=1/300
2F 平面図　S=1/300
長手方向断面図　S=1/300 短手方向断面図　S=1/300
1F 　多目的室
2F 　多目的室
No.08　地域：龍潭
①建物名 烏⽵⾥活動中⼼ ②建設年 1994
③階数 2　階 ④構造 RC造
⑤施設⾯積 676.48　m2 ⑧⼀般開放 室名 曜⽇ 開放時間
⑥施設⽤途 ケアサイト 多⽬的室（1Ｆ） ⽉-⾦ 09-12、14-17
⑦管理組織 責任者 ⾥⻑
利⽤室 活動/⼈数 曜⽇ 時間 利⽤室 活動/⼈数 曜⽇ 時間
絵画/25 ⼟ 0900-1200 ⽉⽔ 2000-2130
⽕⽊ 1430-1700 ⽕ 1930-2130
⼟⽇ 1400-1700 エアロビックス/20 ⽊ 1930-2130
⼟⽇ 1900-2100 古典読書/25 ⾦ 1930-2130
ヤンジー/30 ⽔⽊⾦ 2000-2100
⼆胡/10 ⽕ 1900-2100
管理空間 ⾯積 室の⾼さ
室名 (m2) 天井/階⾼ 天井 壁 床 舞台 鏡
事務室(1F) 11.73 3.6/4 システム天井 ペイント塗り テラゾ― × ×
活動空間 ⾯積 室の⾼さ
室名 (m2) 天井/階⾼ 天井 壁 床 舞台 鏡
多⽬的室(1F) 291.26 3.6/4 システム天井 ペイント塗り テラゾ― ○ ×
多⽬的室(2F) 261.34 2.85/3.6 システム天井 ペイント塗り テラゾ― × ○
サービス空間 ⾯積 室の⾼さ
室名 (m2) 天井/階⾼ 天井 壁 床 舞台 鏡
ポーチ（1F） 17.66 4 ペイント塗り テラゾ― × ×
階段室(1F) 8.38 4 ペイント塗り タイル張り × ×
階段室(2F) 21.73 3.6 ペイント塗り タイル張り × ×
階段室(3F) 20.56 3 ペイント塗り ペイント塗り タイル張り × ×
トイレ(1F) 7.69 2.1/4 システム天井 タイル張り タイル張り × ×
トイレ(2F) 12.53 2.85/3.6 システム天井 タイル張り タイル張り × ×
倉庫(2F) 23.6 2.85/3.6 システム天井 ペイント塗り テラゾ― × ×
多⽬的室(2F)
ダンス/25
多⽬的室(1F) カラオケ/15
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1F 平面図　S=1/200
短手方向断面図　S=1/200
長手方向断面図　S=1/200
1F　多目的室
1F　多目的室
No.09　地域：永康
①建物名 ⻄湾⾥活動中⼼ ②建設年 1995
③階数 1　階 ④構造 RC造
⑤施設⾯積 425.56　m2 ⑧⼀般開放 室名 曜⽇ 開放時間
⑥施設⽤途 なし
⑦管理組織 責任者 まちづくり協会
利⽤室 活動/⼈数 曜⽇ 時間 利⽤室 活動/⼈数 曜⽇ 時間
⽕⽔⾦ 0900-1100
⽕⽔⾦ 1930-2130
カラオケ/25 ⽉⽊ 1930-2130
管理空間 ⾯積 室の⾼さ
室名 (m2) 天井/階⾼ 天井 壁 床 舞台 鏡
貸出店舗 108.84 3.9 ペイント塗り ペイント塗り テラゾー × ×
活動空間 ⾯積 室の⾼さ
室名 (m2) 天井/階⾼ 天井 壁 床 舞台 鏡
多⽬的室 233.78 3.2/3.9 システム天井 ペイント塗り テラゾー ○ ×
サービス空間 ⾯積 室の⾼さ
室名 (m2) 天井/階⾼ 天井 壁 床 舞台 鏡
ポーチ 22.81 3.9 ペイント塗り タイル張り テラゾー × ×
廊下 6.76 3.2/3.9 システム天井 タイル張り テラゾー × ×
トイレ 12.27 3.2/3.9 システム天井 タイル張り タイル張り × ×
倉庫 29.61 3.9 ペイント塗り ペイント塗り テラゾー × ×
控え室 7.72 3.2/3.9 システム天井 タイル張り テラゾー × ×
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ダンス/15多⽬的室(1F)
内装⼯法
内装⼯法
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内装⼯法
1F　平面図　S=1/300 2F　平面図　S=1/300
長手方向断面図　S=1/300 短手方向断面図　S=1/300
1F　多目的室 2F　会議室
No.10　地域：永康
①建物名 正強⾥活動中⼼ ②建設年 1996
③階数 2　階 ④構造 混合構造（1階はRC、2階は鉄⾻）
⑤施設⾯積 696.60　m2 ⑧⼀般開放 室名 曜⽇ 開放時間
⑥施設⽤途 ケアサイト 多⽬的室（1Ｆ） ⽉-⾦ 09-12、14-17
⑦管理組織 責任者 ⾥⻑
利⽤室 活動/⼈数 曜⽇ 時間 利⽤室 活動/⼈数 曜⽇ 時間
⽉⽕⽔⽊⾦ 0900-1100
⽉⽕⽔⽊ 1500-1700
保健/35 ⾦ 1430-1630
ヨーガ/25 ⽉⽊ 1900-2100
ダンス/30 ⽕⾦ 1900-2100
⼆胡/10 ⽔⼟ 1900-2100
管理空間 ⾯積 室の⾼さ
室名 (m2) 天井/階⾼ 天井 壁 床 舞台 鏡
事務室（1F） 24.11 3.3/4 システム天井 ペイント塗り ⽯張り × ×
会議室（2F） 100.59 3.3/4 システム天井 ペイント塗り ビニルシート × ×
活動空間 ⾯積 室の⾼さ
室名 (m2) 天井/階⾼ 天井 壁 床 舞台 鏡
多⽬的室（1F） 280.72 3.3/4 システム天井 ペイント塗り ⽯張り ○ ×
娯楽室（2F） 112.52 3.3/4 システム天井 ペイント塗り ビニルシート × ×
図書・教室（2F） 95.11 3.3/4 システム天井 ペイント塗り ビニルシート × ×
サービス空間 ⾯積 室の⾼さ
室名 (m2) 天井/階⾼ 天井 壁 床 舞台 鏡
ポーチ 63.59 4 ⾦属波板 ⽯張り × ×
階段（1F） 3.23 3.3/4 ペイント塗り タイル張り × ×
階段（2F） 9.16 3.3/4 システム天井 ペイント塗り タイル張り × ×
キッチン（1F） 15.47 3.3/4 システム天井 ペイント塗り タイル張り × ×
トイレ（1F） 17.43 3.3/4 システム天井 タイル張り タイル張り × ×
トイレ（2F） 8.83 3.3/4 システム天井 タイル張り タイル張り × ×
倉庫（1F） 5.86 1.9 ペイント塗り ペイント塗り ⽯張り × ×
倉庫（2F） 16.87 3.3/4 システム天井 ペイント塗り ビニルシート × ×
更⾐室（1F） 8.27 3.3/4 システム天井 タイル張り タイル張り × ×
控え室（2F） 8.7 3.3/4 システム天井 タイル張り タイル張り × ×
内装⼯法
カラオケ/20
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多⽬的室(1F)
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内装⼯法
内装⼯法
1F 平面図　S=1/300
2F 平面図　S=1/300
短手方向断面図　S=1/300
長手方向断面図　S=1/300
1F　多目的室
2F　多目的室
No.11　地域：鹽行
①建物名 蔦松⾥活動中⼼ ②建設年 1997
③階数 2　階 ④構造 RC造
⑤施設⾯積 631.80　m2 ⑧⼀般開放 室名 曜⽇ 開放時間
⑥施設⽤途 - 多⽬的室（1Ｆ） ⽉-⾦ 08.5-11、14-17
⑦管理組織 責任者 ⾥⻑
利⽤室 活動/⼈数 曜⽇ 時間 利⽤室 活動/⼈数 曜⽇ 時間
多⽬的室(1F) ダンス/30 ⽉⽕⽊ 1900-2200違法増築（1F） カラオケ/15 ⽉⽕⽔⽊⾦ 1400-1700
管理空間 ⾯積 室の⾼さ
室名 (m2) 天井/階⾼ 天井 壁 床 舞台 鏡
事務室（1F） 26.22 3.3/4.2 システム天井 ペイント塗り テラゾー × ×
活動空間 ⾯積 室の⾼さ
室名 (m2) 天井/階⾼ 天井 壁 床 舞台 鏡
多⽬的室（1F） 240.62 3.3/4.2 システム天井 ペイント塗り テラゾー ○ ×
多⽬的室（2F） 278.27 4 ペイント塗り ペイント塗り テラゾー × ×
サービス空間 ⾯積 室の⾼さ
室名 (m2) 天井/階⾼ 天井 壁 床 舞台 鏡
ポーチ（1F） 16.2 8.2 ペイント塗り テラゾー × ×
階段（2F） 35.36 テラゾー × ×
トイレ（1F） 11.85 3.3/4.2 システム天井 タイル張り タイル張り × ×
トイレ（2F） 11.85 3.1/4 システム天井 タイル張り タイル張り × ×
控え室（1F） 5.72 3.3/4.2 システム天井 ペイント塗り テラゾー × ×
更⾐室（1F） 5.72 3.3/4.2 システム天井 ペイント塗り テラゾー × ×
内装⼯法
内装⼯法
内装⼯法
基
本
デ␗
タ コミュニティセンター
利
⽤
状
況
室
名
と
内
装
ス
ペ⑁
ク
1F　平面図　S=1/200
短手方向断面図　S=1/200
長手方向断面図　S=1/200
1F　多目的室
1F　多目的室
No.12　地域：永康
①建物名 ⼤橋社区活動中⼼ ②建設年 1997
③階数 1　階 ④構造 RC造
⑤施設⾯積 263.67　m2 ⑧⼀般開放 室名 曜⽇ 開放時間
⑥施設⽤途 なし
⑦管理組織 責任者 まちづくり協会
利⽤室 活動/⼈数 曜⽇ 時間 利⽤室 活動/⼈数 曜⽇ 時間
卓球/15 毎⽇ 1700-1900
⽕⽔ 1400-1700
⾦ 1900-2200
管理空間 ⾯積 室の⾼さ
室名 (m2) 天井/階⾼ 天井 壁 床 舞台 鏡
活動空間 ⾯積 室の⾼さ
室名 (m2) 天井/階⾼ 天井 壁 床 舞台 鏡
多⽬的室 232.16 2.35/3.1 システム天井 ペイント塗り タイル張り ○ ×
サービス空間 ⾯積 室の⾼さ
室名 (m2) 天井/階⾼ 天井 壁 床 舞台 鏡
トイレ 14.98 2.35/3.1 システム天井 タイル張り タイル張り × ×
倉庫 16.52 2.55/3.9 システム天井 ペイント塗り タイル張り × ×
カラオケ/25多⽬的室(1F)
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内装⼯法
内装⼯法
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1F　平面図　S=1/300
2F　平面図　S=1/300 長手方向断面図　S=1/300
短手方向断面図　S=1/300
1F　多目的室
2F　ジム
No.13　地域：大湾
①建物名 東湾⾥活動中⼼ ②建設年 1998
③階数 2　階 ④構造 RC造
⑤施設⾯積 577.47　m2 ⑧⼀般開放 室名 曜⽇ 開放時間
⑥施設⽤途 - ジム（2F） ⽉-⾦ 08-11.5
⑦管理組織 責任者 ⾥⻑
利⽤室 活動/⼈数 曜⽇ 時間 利⽤室 活動/⼈数 曜⽇ 時間
⽉⽕⽔⽊⾦ 0800-1130 多⽬的室(2F) テコンドー/25 ⽉⽔⽊⾦ 1930-2100
⽕⽔⾦ 2000-2200
太極拳/20 ⽕⽊ 1800-2000
ダンス/30 ⽉⽊ 2000-2200
管理空間 ⾯積 室の⾼さ
室名 (m2) 天井/階⾼ 天井 壁 床 舞台 鏡
活動空間 ⾯積 室の⾼さ
室名 (m2) 天井/階⾼ 天井 壁 床 舞台 鏡
多⽬的室（1F） 234.28 3/3.8 システム天井 ペイント塗り タイル張り ○ ×
多⽬的室（2F） 144.62 2.4/3.2 システム天井 ペイント塗り テラゾー × ×
ジム（2F） 123.32 2.4/3.2 システム天井 ペイント塗り テラゾー × ×
サービス空間 ⾯積 室の⾼さ
室名 (m2) 天井/階⾼ 天井 壁 床 舞台 鏡
ポーチ（1F） 12.54 3.8 ペイント塗り テラゾー × ×
階段（1F） 11.08 3.8 ペイント塗り タイル張り × ×
階段（2F） 7.97 2.4/3.2 システム天井 ペイント塗り タイル張り × ×
トイレ（1F） 16.19 3.8 ペイント塗り タイル張り タイル張り × ×
倉庫1（1F） 19.56 3.8 ペイント塗り ペイント塗り タイル張り × ×
倉庫2（1F） 7.91 2.75 ペイント塗り ペイント塗り タイル張り × ×
カラオケ/30
多⽬的室(1F)
内装⼯法
内装⼯法
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1F　平面図　S=1/300
2F　平面図　S=1/300
長手方向断面図　S=1/300
1F　多目的室
2F　多目的室
No.14　地域：四分子
①建物名 復華⾥活動中⼼ ②建設年 2001
③階数 2　階 ④構造 RC造
⑤施設⾯積 969.69　m2 ⑧⼀般開放 室名 曜⽇ 開放時間
⑥施設⽤途 ケアサイト 多⽬的室（1F） ⽉-⾦ 8.5-12、14-18
⑦管理組織 責任者 ⾥⻑
利⽤室 活動/⼈数 曜⽇ 時間 利⽤室 活動/⼈数 曜⽇ 時間
ダンス/25 ⽔ 1930-2100 ⽕⾦ 1930-2100
古典/30 ⽊ 2000-2100 ⼟ 1400-1800
ヨーガ/20 ⽉⽔ 1930-2030
管理空間 ⾯積 室の⾼さ
室名 (m2) 天井/階⾼ 天井 壁 床 舞台 鏡
活動空間 ⾯積 室の⾼さ
室名 (m2) 天井/階⾼ 天井 壁 床 舞台 鏡
多⽬的室（1F） 297.71 3.96 ペイント塗り ペイント塗り タイル張り ○ ×
多⽬的室（2F） 145.33 3.96 ペイント塗り ペイント塗り タイル張り × ×
201教室（2F） 24.9 3.16/3.96 システム天井 ペイント塗り タイル張り × ×
202教室（2F） 24.9 3.16/3.96 システム天井 ペイント塗り タイル張り × ×
203教室（2F） 24.9 3.16/3.96 システム天井 ペイント塗り タイル張り × ×
204教室（2F） 24.94 3.16/3.96 システム天井 ペイント塗り タイル張り × ×
サービス空間 ⾯積 室の⾼さ
室名 (m2) 天井/階⾼ 天井 壁 床 舞台 鏡
⽞関（1F） 51.74 7.32/7.92 システム天井 タイル張り タイル張り × ×
ポーチ(1F) 15.78 7.92 ペイント塗り タイル張り × ×
廊下（1F） 19.04 3.96 ペイント塗り ペイント塗り タイル張り × ×
階段室（B1） 66.56 3.47 ペイント塗り タイル張り × ×
階段室（1F） 38.76 3.96 カーテンウォール タイル張り × ×
階段室（2F） 59.5 3.96 カーテンウォール タイル張り × ×
階段室（3F） 61.04 3.24 ペイント塗り カーテンウォール タイル張り × ×
キッチン（1F） 8.75 3.96 ペイント塗り ペイント塗り タイル張り × ×
キッチン（2F） 10.15 3.96 ペイント塗り ペイント塗り タイル張り × ×
トイレ（1F） 24.41 3.16/3.96 システム天井 タイル張り タイル張り × ×
トイレ（2F） 19.2 3.16/3.96 システム天井 タイル張り タイル張り × ×
機械室（B1F） 26.5 3.47 ペイント塗り ペイント塗り ⽣地 × ×
倉庫（1F） 25.58 3.96 ペイント塗り ペイント塗り タイル張り × ×
テコンドー/25多⽬的室(2F)多⽬的室(1F)
内装⼯法
内装⼯法
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1F 平面図　S=1/300
2F 平面図　S=1/300
3F 平面図　S=1/300
短手方向断面図　S=1/300
長手方向断面図　S=1/300
1F 　多目的室
No.15　地域：四分子
①建物名 勝利⾥活動中⼼ ②建設年 2001
③階数 2　階 (2階は託児所に転⽤) ④構造 RC造
⑤施設⾯積 442.36　m2 ⑧⼀般開放 室名 曜⽇ 開放時間
⑥施設⽤途 - 多⽬的室（1F） ⽉-⾦ 09-11
⑦管理組織 責任者 ⾥⻑
利⽤室 活動/⼈数 曜⽇ 時間 利⽤室 活動/⼈数 曜⽇ 時間
⼟⽇ 0900-1200 ⽕⽊⼟ 0900-1130
⽕⼟⽇ 1430-1730 ⽔ 1400-1600
ダンス/20 ⽕⽊⾦ 1930-2200
古典/15 ⽔⼟ 1930-2200
管理空間 ⾯積 室の⾼さ
室名 (m2) 天井/階⾼ 天井 壁 床 舞台 鏡
事務室(1F) 24.48 3.5/4.2 システム天井 ペイント塗り タイル張り × ×
活動空間 ⾯積 室の⾼さ
室名 (m2) 天井/階⾼ 天井 壁 床 舞台 鏡
多⽬的室(1F) 143.99 3.5/4.2 システム天井 ペイント塗り タイル張り ○ ○
多⽬的室(2F) 97.74 3.0/3.6 システム天井 ペイント塗り タイル張り × ×
サービス空間 ⾯積 室の⾼さ
室名 (m2) 天井/階⾼ 天井 壁 床 舞台 鏡
ポーチ（1F） 34.54 7.8 タイル張り × ×
トイレ(1F) 24.16 3.5/4.2 システム天井 タイル張り タイル張り × ×
トイレ(2F) 18.53 3.0/3.6 システム天井 タイル張り タイル張り × ×
廊下(1F) 26.41 3.5/4.2 システム天井 ペイント塗り タイル張り × ×
廊下(2F) 24.88 3.0/3.6 システム天井 ペイント塗り タイル張り × ×
階段室(1F) 17.22 4.2 ペイント塗り ペイント塗り タイル張り × ×
階段室(2F) 18.01 3.6 ペイント塗り ペイント塗り タイル張り × ×
給湯室(2F) 4.46 3.0/3.6 ペイント塗り ペイント塗り タイル張り × ×
倉庫(1F) 7.94 4.2 ペイント塗り ペイント塗り タイル張り × ×
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カラオケ/20
多⽬的室(1F)
保育サービス多⽬的室(2F)
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1F　平面図　S=1/300 2F　平面図　S=1/300
長手方向断面図　S=1/300短手方向断面図　S=1/300
1F　多目的室 2F　多目的室
No.16　地域：龍潭
廊下
①建物名 ⿓潭⾥活動中⼼ ②建設年 2002
③階数 2　階 ④構造 RC造
⑤施設⾯積 440.66　m2 ⑧⼀般開放 室名 曜⽇ 開放時間
⑥施設⽤途 ケアサイト 多⽬的室（1F） ⽉-⾦ 09-12、14-17
⑦管理組織 責任者 ⾥⻑
利⽤室 活動/⼈数 曜⽇ 時間 利⽤室 活動/⼈数 曜⽇ 時間
⽔⼟ 1500-1700 多⽬的室(2F) ヨーガ/15 ⽉⽊ 1900-2100
⽕⾦ 1900-2100
ダンス/20 ⽔⽊ 1900-2100
管理空間 ⾯積 室の⾼さ
室名 (m2) 天井/階⾼ 天井 壁 床 舞台 鏡
事務室（1F） 25.39 3.7/4.5 システム天井 ペイント塗り タイル張り × ×
活動空間 ⾯積 室の⾼さ
室名 (m2) 天井/階⾼ 天井 壁 床 舞台 鏡
多⽬的室（1F） 160.89 3.7/4.5 システム天井 ペイント塗り タイル張り ○ ×
多⽬的室（2F） 113.88 3/3.8 システム天井 ペイント塗り タイル張り × ×
サービス空間 ⾯積 室の⾼さ
室名 (m2) 天井/階⾼ 天井 壁 床 舞台 鏡
階段（1F） 4.51 4.5 ペイント塗り タイル張り × ×
階段（2F） 22.1 3.8 ペイント塗り タイル張り × ×
階段（3F） 15.88 3.1 ペイント塗り ペイント塗り タイル張り × ×
廊下（1F） 8.18 4.5 ペイント塗り ペイント塗り タイル張り × ×
通路（2F） 29.47 3.8 ペイント塗り ペイント塗り タイル張り × ×
トイレ（1F） 23.33 3.7/4.5 システム天井 タイル張り タイル張り × ×
トイレ（2F） 15.92 3/3.8 システム天井 タイル張り タイル張り × ×
給湯室（1F） 6.27 3.9 ペイント塗り ペイント塗り タイル張り × ×
倉庫1（1F） 9.04 4.5 ペイント塗り ペイント塗り タイル張り × ×
倉庫2（1F） 5.8 1.9 ペイント塗り ペイント塗り タイル張り × ×
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多⽬的室(1F)
2F　平面図　S=1/300
1F　平面図　S=1/300
長手方向断面図　S=1/300
一階　多目的室
No.17　地域：鹽行
①建物名 鹽洲⾥活動中⼼ ②建設年 2002
③階数 2　階 ④構造 RC造
⑤施設⾯積 871.83　m2 ⑧⼀般開放 室名 曜⽇ 開放時間
⑥施設⽤途 ケアサイト 多⽬的室（1F） ⽉-⾦ 09-12、14-17
⑦管理組織 責任者 ⾥⻑
利⽤室 活動/⼈数 曜⽇ 時間 利⽤室 活動/⼈数 曜⽇ 時間
体操/30 ⽕ 0800-1000 多⽬的室(2F) ヨーガ/25 ⽉⽔ 1900-2100
歴史/30 ⽊ 1900-2100
織物/20 ⽔⼟ 1900-2100
管理空間 ⾯積 室の⾼さ
室名 (m2) 天井/階⾼ 天井 壁 床 舞台 鏡
事務室(2F) 36.18 3.3/4.1 システム天井 ペイント塗り タイル張り × ×
事務室(2F) 36.19 3.3/4.1 システム天井 ペイント塗り タイル張り × ×
活動空間 ⾯積 室の⾼さ
室名 (m2) 天井/階⾼ 天井 壁 床 舞台 鏡
多⽬的室(1F) 263.26 4.7/5.5 システム天井 ペイント塗り タイル張り ○ ×
多⽬的室(2F) 200.2 3.3/4.1 システム天井 ペイント塗り シート張り × ×
教室(2F) 23.96 3.3/4.1 システム天井 ペイント塗り シート張り × ×
サービス空間 ⾯積 室の⾼さ
室名 (m2) 天井/階⾼ 天井 壁 床 舞台 鏡
⽞関(1F) 31.06 5.5 ペイント塗り タイル張り タイル張り × ×
廊下(1F) 35.34 4.9/5.5 システム天井 タイル張り タイル張り × ×
廊下(2F) 35.36 4.1 システム天井 タイル張り タイル張り × ×
屋外階段(2F) 22.03 4.1 タイル張り × ×
階段室(1F) 24.38 5.5 カーテンウォール タイル張り × ×
階段室(2F) 24.18 4.1 カーテンウォール タイル張り × ×
階段室(3F) 22.16 3.2 ペイント塗り タイル張り × ×
トイレ(1F) 28.51 4.9/5.5 システム天井 タイル張り タイル張り × ×
トイレ(2F) 23.47 3.5/4.1 システム天井 タイル張り タイル張り × ×
給湯室(2F) 5.04 3.5/4.1 システム天井 タイル張り タイル張り × ×
準備室（1F） 14.52 4.7/5.5 システム天井 ペイント塗り タイル張り × ×
倉庫(1F) 31.47 5.5 ペイント塗り ペイント塗り タイル張り × ×
倉庫(2F) 14.52 4.1 ペイント塗り ペイント塗り タイル張り × ×
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多⽬的室(1F)
内装⼯法
二階　多目的室
長手方向断面図　S=1/300
短手方向断面図　S=1/300
尚頂里の多目的室
No.18　地域：鹽行
廊下
①建物名 尚頂⾥活動中⼼ ②建設年 2003
③階数 1　階 ④構造 RC造
⑤施設⾯積 512.22　m2 ⑧⼀般開放 室名 曜⽇ 開放時間
⑥施設⽤途 ケアサイト 多⽬的室（1F） ⽉-⾦ 09-12、14-17
⑦管理組織 責任者 ⾥⻑
利⽤室 活動/⼈数 曜⽇ 時間 利⽤室 活動/⼈数 曜⽇ 時間
体操/30 ⽉⽔⾦ 0700-0900
ダンス/25 ⽉⽕⽔ 1900-2100
管理空間 ⾯積 室の⾼さ
室名 (m2) 天井/階⾼ 天井 壁 床 舞台 鏡
事務室（1F） 20.31 3.3/4.4 システム天井 ペイント塗り タイル張り × ×
会議室（1F） 33.85 3.3/4.4 システム天井 ペイント塗り タイル張り × ×
活動空間 ⾯積 室の⾼さ
室名 (m2) 天井/階⾼ 天井 壁 床 舞台 鏡
多⽬的室（1F） 351.99 3.3/4.4 システム天井 ペイント塗り タイル張り ○ ×
サービス空間 ⾯積 室の⾼さ
室名 (m2) 天井/階⾼ 天井 壁 床 舞台 鏡
⽞関（1F） 34.6 5 ペイント塗り タイル張り テラゾー × ×
廊下（1F） 31 3.3/4.4 システム天井 ペイント塗り タイル張り × ×
トイレ（1F） 30.59 3.3/4.4 システム天井 タイル張り タイル張り × ×
倉庫（1F） 9.88 4.4 ペイント塗り ペイント塗り タイル張り × ×
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内装⼯法
長手方向断面図　S=1/300
短手方向断面図　S=1/300
甲頂里の多目的室
No.19　地域：鹽行
1F　平面図　S=1/300
卓球コーナー
①建物名 甲頂⾥活動中⼼ ②建設年 2003
③階数 1　階 ④構造 RC造
⑤施設⾯積 511.65　m2 ⑧⼀般開放 室名 曜⽇ 開放時間
⑥施設⽤途 なし
⑦管理組織 責任者 ⾥⻑
利⽤室 活動/⼈数 曜⽇ 時間 利⽤室 活動/⼈数 曜⽇ 時間
⽉⽊⼟ 1400-1800
⼟ 1830-2200
管理空間 ⾯積 室の⾼さ
室名 (m2) 天井/階⾼ 天井 壁 床 舞台 鏡
事務室（1F） 21.14 3.3/4.7 システム天井 ペイント塗り タイル張り × ×
会議室（1F） 34.1 3.3/4.7 システム天井 ペイント塗り タイル張り × ×
活動空間 ⾯積 室の⾼さ
室名 (m2) 天井/階⾼ 天井 壁 床 舞台 鏡
多⽬的室（1F） 355.41 3.3/4.1 システム天井 ペイント塗り タイル張り ○ ×
サービス空間 ⾯積 室の⾼さ
室名 (m2) 天井/階⾼ 天井 壁 床 舞台 鏡
⽞関（1F） 29.35 4.7 ペイント塗り タイル張り テラゾー × ×
廊下（1F） 36.14 3.3/4.7 システム天井 ペイント塗り タイル張り × ×
トイレ（1F） 27.92 3.3/4.6 システム天井 タイル張り タイル張り × ×
倉庫（1F） 7.59 4.6 ペイント塗り ペイント塗り タイル張り × ×
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カラオケ/30多⽬的室(1F)
1F　平面図　S=1/200 2F　平面図　S=1/200
短手方向断面図　S=1/200 長手方向断面図　S=1/200
1F　多目的室
2F　多目的室
No.20　地域：龍潭
①建物名 新樹⾥活動中⼼ ②建設年 2006
③階数 2　階 ④構造 RC造
⑤施設⾯積 430.16　m2 ⑧⼀般開放 室名 曜⽇ 開放時間
⑥施設⽤途 なし
⑦管理組織 責任者 ⾥⻑
利⽤室 活動/⼈数 曜⽇ 時間 利⽤室 活動/⼈数 曜⽇ 時間
管理空間 ⾯積 室の⾼さ
室名 (m2) 天井/階⾼ 天井 壁 床 舞台 鏡
活動空間 ⾯積 室の⾼さ
室名 (m2) 天井/階⾼ 天井 壁 床 舞台 鏡
多⽬的室(1F) 153.55 3.7/4.5 吊り天井 ペイント塗り タイル張り × ×
多⽬的室(2F) 153.55 3.7/4.5 システム天井 ペイント塗り タイル張り × ×
サービス空間 ⾯積 室の⾼さ
室名 (m2) 天井/階⾼ 天井 壁 床 舞台 鏡
ポーチ（1F） 22.44 4.5 ペイント塗り ペイント塗り タイル張り × ×
階段室(1F) 30.14 4.5 ペイント塗り タイル張り × ×
階段室(2F) 30.14 4.5 ペイント塗り ペイント塗り タイル張り × ×
廊下(1F) 14.12 4.5 ペイント塗り タイル張り × ×
E.V.(1F) 6.12 × ×
E.V.(2F) 6.12 × ×
トイレ(1F) 8.67 4.5 ペイント塗り タイル張り タイル張り × ×
トイレ(2F) 5.3 4.5 ペイント塗り タイル張り タイル張り × ×
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1F　平面図　S=1/300
2F　平面図　S=1/300
短手方向断面図　S=1/300長手方向断面図　S=1/300
1F　多目的室
2F　多目的室
No.21　地域：永康
①建物名 六合⾥活動中⼼ ②建設年 2007
③階数 2　階 ④構造 RC造
⑤施設⾯積 618.70　m2 ⑧⼀般開放 室名 曜⽇ 開放時間
⑥施設⽤途 ケアサイト 多⽬的室(1F) ⽉－⾦ 08-12、14-18
⑦管理組織 責任者 ⾥⻑ シム 多⽬的室(2F) ⽉－⾦ 08-12、14-18
利⽤室 活動/⼈数 曜⽇ 時間 利⽤室 活動/⼈数 曜⽇ 時間
多⽬的室(1F) 太極拳/15 ⽉⽕⽔⽊ 19-21
管理空間 ⾯積 室の⾼さ
室名 (m2) 天井/階⾼ 天井 壁 床 舞台 鏡
事務室(1F) 13.05 3.6/4.5 ペイント塗り ペイント塗り タイル張り × ×
活動空間 ⾯積 室の⾼さ
室名 (m2) 天井/階⾼ 天井 壁 床 舞台 鏡
多⽬的室(1F) 247.84 4.1/4.5 システム天井 ペイント塗り タイル張り ○ ×
多⽬的室(2F) 247.96 4.1/4.5 システム天井 ペイント塗り タイル張り × ×
サービス空間 ⾯積 室の⾼さ
室名 (m2) 天井/階⾼ 天井 壁 床 舞台 鏡
階段(1F) 4.03 4.5 ペイント塗り タイル張り × ×
階段(2F) 27.42 4.5 ペイント塗り ペイント塗り タイル張り × ×
E.V.(1F) 5.34 4.5 × ×
E.V.(2F) 5.34 4.5 × ×
ポーチ(1F) 16.9 4.5 ペイント塗り タイル張り × ×
トイレ(1F) 18.27 3.6/4.5 システム天井 タイル張り タイル張り × ×
トイレ(2F) 18.27 4.1/4.5 システム天井 タイル張り タイル張り × ×
ポンプ室(3F) 6.2 2.7 ペイント塗り ペイント塗り タイル張り × ×
倉庫(1F) 4.04 3.6/4.5 ペイント塗り ペイント塗り タイル張り × ×
倉庫(2F) 4.04 4.1/4.5 ペイント塗り ペイント塗り タイル張り × ×
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1F　平面図　S=1/300
2F　平面図　S=1/300
1F　多目的室
長手方向断面図　S=1/300 短手方向断面図　S=1/300
1F　階段室
2F　多目的室
No.22　地域：永康
①建物名 ⼤橋⾥活動中⼼ ②建設年 2008
③階数 2　階 ④構造 RC造
⑤施設⾯積 820.31　m2 ⑧⼀般開放 室名 曜⽇ 開放時間
⑥施設⽤途 ケアサイト 多⽬的室(1F) ⽉－⾦ 09-12、14-17
⑦管理組織 責任者 ⾥⻑
利⽤室 活動/⼈数 曜⽇ 時間 利⽤室 活動/⼈数 曜⽇ 時間
多⽬的室(1F) ヨーガ/20 ⽕⽊ 2030-2130 多⽬的室(2F) テコンドー/25 ⽔⾦ 1930-2100
管理空間 ⾯積 室の⾼さ
室名 (m2) 天井/階⾼ 天井 壁 床 舞台 鏡
事務室(1F) 50.04 4.8 ペイント塗り ペイント塗り タイル張り × ×
活動空間 ⾯積 室の⾼さ
室名 (m2) 天井/階⾼ 天井 壁 床 舞台 鏡
多⽬的室(1F) 201.84 4.0/4.8 システム天井 ペイント塗り テラゾ― ○ ×
多⽬的室(2F) 257.11 2.8/3.6 システム天井 ペイント塗り タイル張り × ×
サービス空間 ⾯積 室の⾼さ
室名 (m2) 天井/階⾼ 天井 壁 床 舞台 鏡
ポーチ（1F） 48.73 4.8 ペイント塗り タイル張り × ×
廊下(1F) 9.04 4.8 ペイント塗り ペイント塗り テラゾ― × ×
廊下(2F) 9.04 3.6 ペイント塗り ペイント塗り テラゾ― × ×
階段室(1F) 51.15 4.8 ペイント塗り テラゾ― × ×
階段室(2F) 65.72 3.6 ペイント塗り テラゾ― × ×
E.V.(1F) 6 4.8 × ×
E.V.(2F) 6 3.6 × ×
トイレ(1F) 37.4 4.0/4.8 システム天井 タイル張り タイル張り × ×
トイレ(2F) 37.4 2.8/3.6 システム天井 タイル張り タイル張り × ×
機械室(1F) 17.88 2.95 ペイント塗り ペイント塗り テラゾ― × ×
準備室（1F） 22.94 4.0/4.8 システム天井 ペイント塗り テラゾ― × ×
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1F　平面図　S=1/200
長手方向断面図　S=1/200
短手方向断面図　S=1/200
1F　多目的室
1F　トイレ
1F　スポーツコーナー
No.23　地域：大湾
①建物名 北湾⾥活動中⼼ ②建設年 2010
③階数 1　階 ④構造 RC造
⑤施設⾯積 154.03　m2 ⑧⼀般開放 室名 曜⽇ 開放時間
⑥施設⽤途 なし
⑦管理組織 責任者 まちづくり協会
利⽤室 活動/⼈数 曜⽇ 時間 利⽤室 活動/⼈数 曜⽇ 時間
⽕⽊⼟⽇ 1400-1700
⽇ 0900-1200
管理空間 ⾯積 室の⾼さ
室名 (m2) 天井/階⾼ 天井 壁 床 舞台 鏡
活動空間 ⾯積 室の⾼さ
室名 (m2) 天井/階⾼ 天井 壁 床 舞台 鏡
多⽬的室 114.57 3.35/3.65 システム天井 ペイント塗り テラゾー ○ ×
サービス空間 ⾯積 室の⾼さ
室名 (m2) 天井/階⾼ 天井 壁 床 舞台 鏡
ポーチ 10.32 2.8/3.1 システム天井 タイル張り タイル張り × ×
スロープ 7.9 タイル張り × ×
トイレ 21.25 3.35/3.65 システム天井 タイル張り タイル張り × ×
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カラオケ/15多⽬的室(1F)
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1F　平面図　S=1/300
2F　平面図　S=1/300
長手方向断面図　S=1/300
短手方向断面図　S=1/300
1F　多目的室
2F　多目的室
No.24　地域：永康
①建物名 東橋⾥活動中⼼ ②建設年 2010
③階数 2　階 ④構造 RC造
⑤施設⾯積 637.10　m2 ⑧⼀般開放 室名 曜⽇ 開放時間
⑥施設⽤途 ケアサイト 多⽬的室(1F) ⽉－⾦ 8-11、14-17.
⑦管理組織 責任者 ⾥⻑
利⽤室 活動/⼈数 曜⽇ 時間 利⽤室 活動/⼈数 曜⽇ 時間
多⽬的室(1F) カラオケ/30 ⽉⽔⾦ 1900-2200
管理空間 ⾯積 室の⾼さ
室名 (m2) 天井/階⾼ 天井 壁 床 舞台 鏡
活動空間 ⾯積 室の⾼さ
室名 (m2) 天井/階⾼ 天井 壁 床 舞台 鏡
多⽬的室(1F) 194.74 4.6/5.2 システム天井 ペイント塗り タイル張り ○ ×
多⽬的室(2F) 190.02 3/4.6 システム天井 ペイント塗り タイル張り × ×
サービス空間 ⾯積 室の⾼さ
室名 (m2) 天井/階⾼ 天井 壁 床 舞台 鏡
ポーチ 55.86 5.2 ペイント塗り タイル張り × ×
廊下 30.19 8 ペイント塗り タイル張り × ×
階段室(1F) 18.95 5.2 ペイント塗り タイル張り × ×
階段室(2F) 18.95 4.6 ペイント塗り ペイント塗り タイル張り × ×
E.V.(1F) 4.51 5.2 × ×
E.V.(2F) 4.51 4.6 × ×
トイレ(1F) 46.06 5.2 ペイント塗り タイル張り タイル張り × ×
設備室(1F) 20.85 5.2 ペイント塗り ペイント塗り タイル張り × ×
設備室(2F) 21.68 4.6 ペイント塗り ペイント塗り タイル張り × ×
倉庫(2F) 12.84 4.6 ペイント塗り ペイント塗り タイル張り × ×
給⽔塔(2F) 17.94 3 ペイント塗り ペイント塗り タイル張り × ×
内装⼯法
内装⼯法
内装⼯法
基
本
デ␗
タ コミュニティセンター
利
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状
況
室
名
と
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ク
事務室
1F　多目的室
長手方向断面図　S=1/300
3F　平面図　S=1/300
2F　平面図　S=1/300
2F　娯楽室
No.25　地域：四分子
控え室
控え室
①建物名 中華⾥活動中⼼ ②建設年 2010
③階数 3　階 （3階はオフィスに転⽤）④構造 RC造
⑤施設⾯積 923.60　m2 ⑧⼀般開放 室名 曜⽇ 開放時間
⑥施設⽤途 ケアサイト ⽞関 ⽉－⾦ 09-12、14-18
⑦管理組織 責任者 ⾥⻑ 運動場 多⽬的室(1F) ⽉－⾦ 09-12、14-18
利⽤室 活動/⼈数 曜⽇ 時間 利⽤室 活動/⼈数 曜⽇ 時間
体操/30 ⽉⽕⽔⽊⾦ 0800-1000 娯楽室(2F) カラオケ/15 ⽉⽕⽔⽊⾦ 1430-1700
卓球/20 ⽔⾦⼟ 1900-2200
管理空間 ⾯積 室の⾼さ
室名 (m2) 天井/階⾼ 天井 壁 床 舞台 鏡
事務室(1F) 34.07 3.4/4 ペイント塗り ペイント塗り テラゾ― × ×
事務室(3F) 137.38 2.5/3.6 システム天井 ペイント塗り テラゾ― × ×
活動空間 ⾯積 室の⾼さ
室名 (m2) 天井/階⾼ 天井 壁 床 舞台 鏡
多⽬的室(1F) 322.4 7.05/7.6 システム天井 カーテンウォール テラゾ― ○ ×
娯楽室(2F) 67.5 3.6 ペイント塗り ペイント塗り テラゾ― × ×
多⽬的室(2F) 66.86 3.6 ペイント塗り ペイント塗り テラゾ― × ×
サービス空間 ⾯積 室の⾼さ
室名 (m2) 天井/階⾼ 天井 壁 床 舞台 鏡
ポーチ（1F） 14.9 4 テラゾ― × ×
階段室(1F) 30.59 ペイント塗り ペイント塗り タイル張り × ×
階段室(2F) 40.37 ペイント塗り ペイント塗り タイル張り × ×
階段室(3F) 32.74 ペイント塗り ペイント塗り タイル張り × ×
⽞関 27.31 4 ペイント塗り ペイント塗り テラゾ― × ×
廊下(1F) 8.49 4 ペイント塗り ペイント塗り テラゾ― × ×
廊下(2F) 8.49 3.6 ペイント塗り ペイント塗り テラゾ― × ×
トイレ(1F) 36.7 3.4/4 システム天井 タイル張り タイル張り × ×
トイレ(2F) 36.7 2.85/3.6 システム天井 タイル張り タイル張り × ×
機械室（1F） 9.92 1.9 ペイント塗り ペイント塗り テラゾ― × ×
機械室（3F） 7.71 3.6 ペイント塗り ペイント塗り テラゾ― × ×
控え室（1F） 15.8 7.05 システム天井 ペイント塗り テラゾ― × ×
給⽔塔(3F) 25.65 2.5 ペイント塗り タイル張り 素地 × ×
コミュニティセンター
内装⼯法
内装⼯法
内装⼯法
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名
と
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ク
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多⽬的室(1F)
1F　平面図　S=1/300
2F　平面図　S=1/300
長手方向断面図　S=1/300
1F　多目的室
2F　会議室
No.26　地域：四分子
①建物名 光復⾥活動中⼼ ②建設年 2010
③階数 3　階 ④構造 RC造
⑤施設⾯積 1347.41　m2 ⑧⼀般開放 室名 曜⽇ 開放時間
⑥施設⽤途 ケアサイト ⾼齢者活動室 ⽉-⾦ 08-12、14-18
⑦管理組織 責任者 ⾥⻑ 地域図書館 図書室 ⽉-⾦ 0800-1200
利⽤室 活動/⼈数 曜⽇ 時間 利⽤室 活動/⼈数 曜⽇ 時間
⽉⽕⽊⾦⼟ 0930-1130 パソコン/20 ⽉ 1900-2100
⽊ 1430-1700 押花/15 ⽔ 1930-2100
⾦ 1900-2100 四柱推命/20 ⾦ 1930-2100
カラオケ/25 ⽉⽔⾦ 1430-1730 ⽉ 1500-1700
ダンス/30 ⽕ 1930-2100 ⾦ 1000-1200
テコンドー/25 ⽉⽔⽊ 1930-2100 ⽉ 1930-2100
ヨーガ/15 ⽔ 0930-1200 ⽊ 1400-1600
税務相談 ⽕⽊ 0930-1030 パソコン/20 ⽔ 1900-2100
就職⽀援 ⽔ 1600-1700 古典読書/15 ⽊ 1930-2100
⽔ 1830-1930
⾦ 1900-2000
管理空間 ⾯積 室の⾼さ
室名 (m2) 天井/階⾼ 天井 壁 床 舞台 鏡
事務室（1F） 41.3 3.55/4.2 システム天井 ペイント塗り タイル張り × ×
会議室（2F） 41.3 2.95/3.6 システム天井 ペイント塗り タイル張り × ×
活動空間 ⾯積 室の⾼さ
室名 (m2) 天井/階⾼ 天井 壁 床 舞台 鏡
多⽬的室（1F） 162.05 3.55/4.2 システム天井 ペイント塗り テラゾー ○ ×
教室201（2F） 51.03 2.95/3.6 システム天井 ペイント塗り タイル張り × ×
教室202（2F） 51.17 2.95/3.6 システム天井 ペイント塗り タイル張り × ×
教室203（2F） 51.9 2.95/3.6 システム天井 ペイント塗り タイル張り × ○
図書室（2F） 41.46 2.95/3.6 システム天井 ペイント塗り タイル張り × ×
サービス空間 ⾯積 室の⾼さ
室名 (m2) 天井/階⾼ 天井 壁 床 舞台 鏡
階段室（1F） 8.05 4.2 ペイント塗り タイル張り × ×
階段室（2F） 16.59 3.6 ペイント塗り タイル張り × ×
階段室（3F） 17.5 3.3 ペイント塗り ペイント塗り タイル張り × ×
E.V.（1F） 4.5 4.2 × ×
E.V.（2F） 4.5 3.6 × ×
廊下（1F） 222.65 4.2 ⾦属波板 タイル張り タイル張り × ×
廊下（2F） 165.32 3.6 タイル張り タイル張り × ×
トイレ（1F） 27.47 3.55/4.2 システム天井 タイル張り タイル張り × ×
トイレ（2F） 27.47 2.95/3.6 システム天井 タイル張り タイル張り × ×
機械室（1F） 8.6 1.9 ペイント塗り ペイント塗り タイル張り × ×
倉庫（1F） 1.52 3.55/4.2 システム天井 タイル張り タイル張り × ×
倉庫（2F） 1.52 2.95/3.6 システム天井 タイル張り タイル張り × ×
倉庫（3F） 311.44 2.75 プライマー × ×
教室201卓球/20
⾼齢者活動室
多⽬的室（1F）
ペイント塗り タイル張り ×
教室202
×
教室203
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第1章  序論 
1.1. 社会背景 
1.1.1. 台湾におけるコミュニティ施設の存在意義 
戦後の台湾における産業発展により、環境、教育、医療水準が向
上し、加えて個人所得の増加、ライフスタイルの変化、都市部地域
への人口集中などの都市化現象が起こった。また、都市化現象に伴
う国民寿命の伸び及び少子化が発生した。台湾の行政院経済建設委
員会の資料によると、2012 年から 2060 年の人口推計から、人口増
加率が低減しつつある傾向が見られ、早ければ 2019 年から人口の
ピークを越えて人口減少社会を迎える。（図 1.1） 
こうした激しい社会環境の変化に伴い、従来の地域の交流の場で
ある寺社或いは広場などの空間は、現代のコミュニティ活動に対応
するのが段々難しくなってきた。その故、コミュニティ施設への需
要が現われてきた。 
 
1.1.2. 台湾におけるコミュニティ施設とは 
従来の台湾の社会において、「村里」は最小の行政組織であり、地
方自治及びそれに関わっている活動の単位でもある。政令の伝達、
地方選挙への協力、または地域合意形成に携わる様々な機能を持っ
ているコミュニティ形成に対する不可欠な存在である。 
1970 年代では、旧台湾省政府は「台湾省社区発展 10 年計画」（日
本語訳：台湾省におけるコミュニティ発展 10 年計画）を発布し、
コミュニティ施設は「活動中心」（今後コミュニティセンターと呼ぶ）
という名前が付けられた。また、1973 年から戦後の台湾における最
大のインフラ投資である「十大建設計画」を始め、政府は経済発展
を最優先にしていた。この時期の旧台湾省におけるコミュニティ政
策の最大の目的は環境改善、第１次・第２次産業への支援であった
め、この時期のコミュニティ施設の主な機能は選挙の投票場所、政
党集会、地域住民の集会、政令の伝達であった。 
1987 年から戒厳令の解除により、国は戦争状態から解除されたこ
とをはじめ、国民の集会、結社、言論自由の制限が解除され、コミ
ュニティの形成及び発展は 1987 年から始まったと言える。この時
期では、市民は集会、言論の自由があるものの、コミュニティ施設
は政府の主導によって建設されていた。 
1991 年から、社区発展協会（日本語訳：まちづくり協会）の位置
づけが明確され、「社区発展協会」の法人化を始めたが、ほとんどの
社区発展協会の仕事と範囲は既往の村里組織と重ねており、地域自
治における責任帰属の混乱が生じたため、村里と社区発展協会の事
務上の衝突が多く存在している。 
2008 年の年末まで、台湾において 7827 の村里には 3427 のコミ
ュニティ施設が建てられていた。しかし、国民生活形態の変遷によ
る需要の変化が生じており、集会以外に余暇活動、生涯学習への支
援、地域コミュニティ活動の場所として機能することが求められて
いる。また、台湾の内政部監察院が出版した「社区総体営造総体検
報告書」（日本語訳：まちづくり検査報告書）によると、選挙による
各政党支持者の対立及び社区政策の長期計画が欠けていることはコ
ミュニティセンターの利用状況が悪くなる主要原因であると指摘し
た。現在、多くのコミュニティセンターの利用状況が悪いため、「蚊
子館」と呼ばれている。 
 
図 1.1 台湾における 2012 年から 2060 年までの人口推計 
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図 1.3 台南市永康区の人口ピラミッド（2011 年） 
 
1.1.3. 対象地域と研究対象 
本論文では、台南市永康区を対象とした。1970 年代の旧永康郷は 
旧台南市に隣接している５万人台の農業地域であった。1980 年代に
おける産業構造の変化、高速道路の開通、加えて工業団地の設立に
伴い、旧台南県永康郷は急激に発展を遂げ、1993 年市制移行となっ
た。旧台南市と隣接しているため、旧台南県永康市は旧台南市の東
にあるベッドタウンとして発展していた。2010 年から県市合併に伴
い、台南市永康区になった。また、永康区は台湾南部に位置する台
南市の都心部に入るための門戸のような地域でもある。（図 1.2） 
台南市永康区人口の構成のうち、18 歳から 65 歳までの人口が全
区人口の 73％を占めており、次に 18 歳以下の人口は 20％を占めて
いることが見られ、65 歳以上の人口は 7％を占めている。また、2011
年台南市の統計によると出生率は 0.95 人の結果であったため、今後
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は少子化が進み、高齢者の割合が増加する傾向が見られた。（図 1.3） 
現在の永康区は台南市における人口規模が最も多い区となってお
り、特に台南市東区と北区に隣接している地域は人口密度が高いと
見られている。しかしながら、人口密度が高い地域には必ずコミュ
ニティセンターが設置されているわけではない。 
さらに、既往の都市計画の内容によると、コミュニティセンター
の用地は政府機構用地、公園用地、住宅地に散布されている状態で
あり、位置づけは不明確の状態である。 
本論文では、急激な都市化を遂げた地域に着目し、現在区になっ
た 17 の旧県轄市地域のうち、県市合併前に１里１コミュニティセ
ンターを追いかけており、旧台南市に隣接している最大のベットタ
ウンである台南市永康区を調査対象にした。2011 年までに、台南市
永康区内には 28 のコミュニティ施設が建設された。本論文では、
そのうちの 26 施設を対象とする。（図 1.4） 
 
1.1.4. 台湾におけるコミュニティ施設の関連法 
1986 年、旧台湾省政府は「台湾省におけるコミュニティセンターの
設計、建設及び内部配置原則」を制定し、いわゆる台湾におけるコ
ミュニティ施設の作り方に関する最初の関連法を作成した。 
表 1.1 に台湾省におけるコミュニティセンターの設計、建設及び内
部配置原則の内容を示す。キッチン、トイレ、倉庫などの空間につ
いての規定があるが、ロビー、廊下などの規定は「各活動空間の廊
下への考慮はあった方が良い」の文章のみで、極めて曖昧と言える。
2010 年までに、台南市永康区のコミュニティ施設に関する建設及び
設置の関連法は 2 つがある。表 1.2 に台南市永康区のコミュニティ
センターに関する床面積、推奨していた所要諸室、施設の空間配置、
対応年代について内容をまとめた。1986 年から 1998 年までは旧台
湾省の関連法に対応していたが、1998 年から台湾省の行政機能が停
止され、2006 年までに建てられたコミュニティ施設は対応する関連
法が存在していなかった。また、2006 から旧永康区は自らのコミュ
ニティ施設に関する利用及び管理方法を作ったが、内容的には不明
確と言える。 
さらに、この２つの関連法の内容には、施設の所要諸室については
言及されていたが、施設空間配置について内容はほとんどない。こ
れにより、法整備は以前から十分に行われていなかったことがわか
る。これはコミュニティ施設における活動空間の使い勝手に加え、
施設の利用状況（活動空間の週間利用時間など）に大きく影響した
と考えられる。 
 
1.2. 本論文の課題と目的 
1.2.1. 本論文の課題 
本研究は、コミュニティ施設を活用するため、コミュニティ施設
の空間構成に着目している。 
現在までの台湾のコミュニティ施設は、内部にある活動空間の配置、
及び利用動線が考慮されずに建設されており、利用状況はかんばし
くない現状である。現在のコミュニティ施設内部の活動空間の利用
状況を解明する必要がある。また、台湾のコミュニティ施設におけ
る施設内部活動空間の配列方法及び利用動線などの空間構成の特徴
を明示する必要がある。しかしながら、台湾のコミュニティ施設へ
の分析だけで、施設空間構成の問題解決策を導くのは不十分である。 
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図 1.4 台南市永康区における地域集会施設の分布 
 
表 1.1 台湾省におけるコミュニティセンターの設計、建設及び内
部配置原則の内容 
延べ床
面積 (ｍ )
旧台湾省
所要室
面積 (m )
参考項目
2 400
事務室
30-60
集会室
90-200
教室
40-60
キッチン
10-20
トイレ
10-20
倉庫
20-30
図書室
40-50
放送室
15-20
長寿
クラブ
20-30
サービス
センター
30-50
地区
託児所
90-150
地区生協
30-50
その他
0
200
以上 300
2
 
 
表 1.2 台南市永康区のコミュニティセンターに関する床面積、推
奨していた所要諸室、施設の空間配置、対応年代について内容 
旧台湾省における各 C.C. の設
計、建設及び内部配置原則
旧関連法 最小延べ床面積
推奨していた所要
諸室について
対応する
年代
旧永康市における C.C. の維
持、利用及び管理方法
200 ㎡
なし
あり (順位づけ ) 1986-1998
2006-2010
1 階：集会室、事務室など
2階：図書室、教室など
施設の空間
配列について
不明確
なし
 
 
そこで、コミュニティ形成が成熟している日本のコミュニティ施
設を調査することで、台湾のコミュニティ施設に類似しているもの
を抽出し、施設内部活動空間の配列方法及び利用動線の分析を行っ
た上で、台湾における既存コミュニティ施設の活用に向けて可能な
解決手法を明示する必要がある。 
1.3. 研究の流れと研究方法 
(1). 台湾における既存コミュニティ施設の利用状況及び平面計画へ
の分析 
第 2 章では、台湾台南市における既存コミュニティ施設の利用実
態を把握する。各コミュニティ施設の責任者または施設管理をサポ
ートしているボランティア組織に訪問し、施設開館時間及び各活動
空間の利用時間などの情報を入手し、利用状況の特徴を解明する。 
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第 3 章では、台湾におけるコミュニティ施設の空間構成の特徴を
把握する。コミュニティ施設の主管機構に図面請求を行った上で、
各コミュニティ施設に実踏調査を行う。現在の使われ方及び、施設
内の各空間の配置を把握する。 
第４章では、各活動空間の週間利用時間と、エントランス部から
活動空間までの経路、及び各活動空間から利用型サービス空間まで
の経路との関連性を分析し、利用状況の改善のためには利用動線が
他の活動空間を経由することを解消する必要があることを提示する。 
(2).台湾における既存コミュニティ施設空間構成の改善手法への提
示 
第５章では、台湾のコミュニティ施設の現状の問題点に着目した
上で、日本のコミュニティ施設の施設空間構成の特徴の分析を行う。
台湾の調査地域の背景に類似している八王子市を対象にし、八王子
市内のコミュニティ施設のうち、台湾のコミュニティ施設に類似し
ているものを抽出して施設空間構成の調査を行う。 
第６章では、現在台湾のコミュニティ施設の問題点に対し、施設
活用の視点で問題解決策を提示する。 
 
1.4. 既往研究と本論文の位置づけ 
本論文では、「コミュニティ施設」、「コミュニティ施設の利用状況」、
「施設の利用動線」に着目するため、以下に台湾と日本の文献レビ
ューを行う。台湾のコミュニティ施設に関する既往研究としては、
黄は、コミュニティ施設の各階を違う組織が利用している場合、各
階への出入り口、階段の位置によってそれぞれの活動を阻害する恐
れがあることと提示している。林は、コミュニティセンターには「大
面積の活動空間を 1 室設けるだけの平面計画」という特徴があり、
利用者のニーズに対応することが難しいと指摘した。孫は、コミュ
ニティ施設における活動空間のしつらえのほとんどはシステム天井、
レンガ壁モルタル仕上げ、テラゾーで構成されており、活動タイプ
の違いにより利用上の問題も生ずると指摘した。 
日本のコミュニティ施設に関する既往研究としては、岡田らは、
団地集会所、市民館、市民会館、県民会館の４つの種類の集会施設
のプランタイプを分析した。規模が小さい団地集会所では、主に廊
下を中心にして各部空間が繋がっている。また、市民会館と県民会
館では、オーディトリアムと集会部分を同時に使用できる配慮が必
要であると述べている。「建築計画・設計シリーズ 11 公民館・コミ
ュニティセンター」の内容では、施設利用者は外部空間からホール・
ロビーなどの空間を通過してから各部門に行くことは一般的な構成
であることを示されている。 
台湾のコミュニティ施設の利用状況に関する既往研究では、劉の
研究によると、コミュニティセンターの運営管理には、財務管理以
外に「管理組織の位置づけ」、「所有権と私有財産の問題」、「利用満
足度と利用率」の三つの問題があると指摘した。林文 1.7）の研究では、
コミュニティセンターについて「市民の社区事務への参加頻度が低
いこと」と「経費の不足」が問題になっていることを指摘した。ま
た、コミュニティセンターに多くの利用用途を組み込む場合、社区
図書館、運動場、青少年の家、保育園または幼稚園、高齢者サービ
スセンターなどの福祉および余暇文化の施設用途は、市民の理解を
得られることを提示した。 
日本のコミュニティ施設の利用状況に関する既往研究としては、 
第１部
第２部
第６章
第１章　序論
7章　総括結論
目的は台湾における既存コミュニティ施設への現状把握であり、
既存コミュニティ施設の利用状況と施設構成への分析を行う。
第３章
台湾のコミュニティセンターにおける平面計画
第２章
台湾のコミュニティセンターにおける利用状況
第４章
施設空間構成と週間利用時間との関連性
目的は台湾よりコミュニティ形成が成熟している日本の事例と比較し、既存
コミュニティ施設における平面計画及び利用動線の問題解決手法を提示する。
台湾のコミュニティセンターの施設活用
に向けて空間構成の改善手法
第５章
日本の地域コミュニティ施設における平面計画
 
図 1.5 本論文の流れ 
 
無漏田らは、地区公民館の諸室構成に着目し、施設の平面計画と設
備機器、間仕切りなどの調査から、経年的なニーズの変化に伴い室
機能の変更が行われていることを明らかにしている。 
稲葉らは、集会施設に対して利用率と施設の利用圏域、室面積、
立地などの関係を明らかになった。広域地域対象とする区民会館、
区民センターの利用圏は約１キロ以上で、地区に向けている地区会
館と区民集会所は 500ｍの地域施設であった。利用特性では、区民
会館と区民センターは午前の利用率が高いが、地区会館と区民集会
所は反対の傾向が見られた。最後に、面積 70 ㎡以上の室は利用率
が高いと見られており、地区会館と区民集会所内に室面積が 45 ㎡
以下の場合に室の利用率が低いが、90 ㎡以上の室の利用率が高い。 
三竿らは、世田谷区と墨田区にあるコミュニティ施設を対象にし、
利用圏域による活動種類が異なっている。区民センターとコミュニ
ティセンターは幅広い余暇・趣味・学習活動の場として利用されて
いる一方で、地区会館と地域集会所は自治会活動の場としての性格
が強いと見られた。 
台湾の施設の利用動線に関する既往研究としては、主に駅施設、
商業施設、文化施設、医療施設、防災避難、生産性向上の分野が研
究されていたが、集会施設またはコミュニティ施設に関する利用動
線の研究は存在していない。 
日本の施設の利用動線に関する既往研究としては、水谷らは、戦
後日本の各種建築物の外形、空間構成、動線の３つの要素に着目し、
建築物のアウトラインとゾーン、ゾーンとパス、パスとアウトライ
ンの３つの分析を通じて平面構成の特徴をとらえた。また、事例リ
ストのうち、集会施設の７事例（13 フロアの平面）のうち、同一建
築物の各フロアにおけるアウトラインとゾーン類型が同じタイプに
分類されていても、動線が異なる事例が存在している。 
以上では、コミュニティ施設における空間構成、利用状況及び空
間機能の可能性を検討・分析しているが、特に利用者の動線に着目
したコミュニティ施設の活用については解明されていない。また、
今までの台湾の研究はコミュニティ施設の内部空間配置への関心が
少なく、施設利用動線を考慮されていないことが明らかにとなった。 
今まで台湾における着目されていないコミュニティ施設の空間配
置及び施設利用動線を把握すること、施設の利用状況と利用動線と
の関連性を検証すること、台湾における既存コミュニティ施設への
問題解決策を提示することという３点は、本論文の独自性である。 
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第2章  台湾のコミュニティ施設における利用状況 
2.1. 調査概要 
コミュニティ施設の利用状況を把握するため、現在台南市におけ
る既存コミュニティ施設の利用基準である「臺南市里社區活動中心
督導考核要點」（日本語訳：台南市の里と社区におけるコミュニティ
センターの利用状況に関する評価方法）を使用し、週間の施設開館
時間を把握する。さらに、施設内の各活動空間における活動の種類
及び利用方法に基づき、週間の利用時間を一般開放されている時間、
事前予約されている時間の２種類に分け、加えて利用されていない
時間を算出することにより、各活動空間の利用状況を明らかにする。 
本論文の調査期間は 2011年 7月 1日から 9月 30日までであった。
調査対象は各コミュニティセンターの責任者及び、施設管理をサポ
ートしているボランティア組織である。 
 
2.2. 用語定義 
表 2.1 用語定義 
用語 定義 注 
活動空間 コミュニティ活動の活動場である
空間。 
管理空間 コミュニティ施設管理者（組織）
の専用空間を指す。例えば、事務
室、会議室などの空間。 
連結型サ
ービス空
間 
施設内の各空間を繋げる役割を担
っている空間を指す。例えば、廊
下、玄関（エントランス部）、ポー
チ、階段などの空間。 
利用型サ
ービス空
間 
コミュニティ施設内に必ず利用さ
れる水回りに関する空間を指す。
例えば、トイレ、湯沸室、キッチ
ンなどの空間。 
管理型サ
ービス空
間 
コミュニティ施設内に空調、設備、
貯蔵の空間を指す。例えば、控室、
機械室、倉庫などの空間。 
施設の週
間開館時
間 
台南市においてコミセンに関する
管理基準では、週間開館時間を 35
時間以上に決められている。 
 
一般開放
されてい
る時間 
各活動空間における市民の誰でも
利用・イベント参加できる時間を
指す。 
予約利用
されてい
る時間 
活動空間は限定された団体・個人
のみで利用される時間を指す。 
活動空間
の週間利
用時間 
活動空間の週間一般開放時間と週
間予約利用されている時間と合計
した結果と定義した。週間開館時
間との百分率を算出して活動空間
の利用状況を検討していく。 
利用時間＝一般開放時間+
予約利用されている時間 
 
利用時間率＝週間利用時間
／週間開館時間 x100％ 
常駐管理
者 
施設の出入り・空間の利用管理を
行っている者であり、一般はボラ
ンティア組織から派遣するか、或
は里長が信頼している施設の近く
に住んでいる住民が担当する。 
 
表 2.2 一般開放、予約利用との差異 
主催主体
利用対象
利用料金の有無
一般開放 予約利用
町会、もしくはなし
市民の誰でも
主な活動
なし
限定されている個人・グループ
個人・グループメンバー
あり
自主トレーニング、雑誌閲覧、将棋、
話し合い、カラオケ、血圧測り、
卓球練習　など
ヨガ、社交ダンス、テコンドー、
健康体操、卓球クラス、古典講読、
楽器演奏、絵画教室　など
活動空間の利用 自由利用 限定利用
 
 
10
20
30
40
50
60
1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26施設番号
週間開館
時間（hrs）
35時間
36 27 26 25 24 22 20 19 18 17 16 16 15 12 12 11 11 10 10 7 6 5 3 3 3 3開設年数  
図 2.1 開設年数と週間開館時間との関連性 
 
2.3. 各コミュニティ施設の週間開館時間 
2.3.1. 開設年数との関連性 
施設が開設された年から施設空間の経年劣化、または施設老朽化
の影響による利用意欲の低下が開館時間に影響したりすることを予
想した。結果として、週間開館時間が 35 時間以下となっている９
施設のうち、４施設の開設年数は 15 年以下となり、週間開館時間
と施設開設年数に関連しているとは言い難い。 
2.3.2. 利用団体、活動空間の室数との関連性 
施設の利用は、利用団体数、活動空間の室数の影響があると想定
した。結果として、週間開館時間 35 時間以下の 9 施設のうち、4
施設は 2 つの活動空間以上を有している施設であった。室数の数と
開館時間との関連性が見られなかった。また、施設が 3 つ以上の利
用団体を有している 10 施設は、ほとんどの施設は週間開館時間 35 
Page. 5 
 
1
2
5
3
4
1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 151617 18 19 20 2122 23 24 25 26
一階
二階
三階
活動空間の
室数合計
（1室）
（29室）
（27室）
6 37 40 55 46 53 16 42 37 23 33 48 38 4439 42 16 0 48 35 15 42 44 524035週間開館時間
施設番号
利用団体数 2 3 11 0 3 7 3 207 1 3 154 45 40 2 1 2 2 2 1 1
6
 
図 2.2 活動空間の室数、利用団体数と週間開館時間との関連性 
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○
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○
○
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○
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×：なし 
図 2.3 常駐管理者、町会事務室と週間開館時間との関連性 
 
時間以上であったが、利用団体数が 3 つ以下の施設においては、週
間開館時間は必ず利用団体数と関連しているわけではない。 
2.3.3. 常駐管理者・町会事務室の有無との関連性 
コミュニティセンターにおいて常駐管理者・町会事務室の有無は、
施設の利用・管理に大きい影響を与えることを想定した。例えば、
施設と施設空間利用の受付場所を分離する場合、施設利用者に対す
る不便があり、各活動空間の週間利用時間を低下させる恐れがある
と考えられる。結果として、7 つの施設において常駐管理者がなく、
これらの施設の週間開館時間はすべて 35 時間以下となっている。
また、11 施設において町会事務室がなく、これらの施設のうちに 6
つの施設（5 割強）の週間開館時間が 35 時間以下の結果であった。 
上述のことから、常駐管理者・町会事務室の有無は施設の週間開
館時間に影響している。 
 
2.4. 各活動空間における週間利用時間の分析 
平屋建の 8 施設において、8 つの活動空間では一般開放されてい
る平均時間は週間利用時間の 8 割強であり、ほとんどの利用時間は
市民の誰でも自由利用できるような使われ方をしている。 
各フロアに 1 つの活動空間が配置されている 12 施設では、11 室
には一般開放されている時間があり、そのうちの 10 室は 1 階にあ
る活動空間であった。活動空間の一般開放されている時間の平均値
は施設開放時間の 8 割強であった。また、2 階以上にある活動空間
の 12 室のうち、8 室の利用されていない時間が週間開館時間の 8
割以上を占めている。 
2 階以上に 2 室以上の活動空間が配置されている 6 施設では、一
般開放されている時間を有している活動空間は 10 室あり、そのう
ちの 7 室は 1 階にある活動空間であった。活動空間の一般開放され
ている時間の平均値は施設開放時間の 6 割強を占めている一方、2
階以上に配置された 18 室のうち、13 室の利用されていない時間は
8 割の以上であった。 
No.1 35.0 1F-1 82
No.3 37.0 136
No.6 40.0 343
No.9 16.0 234
No.12 23.0 231
No.18 42.0 352
No.19 15.5 355
No.23 15.0 115
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番号
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時間(hrs)
空間
番号
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6
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5
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転用された
利用されていない時間
100
100
100
100
100
100
100
100
96
79
90
59
22
82
5
29
17
82
6
90
72
38
 
図 2.4 各施設における週間利用時間 
 
総じてみると、1 階にある活動空間の 27 室を見ると、一般開放さ
れている時間の平均値は 8 割弱であった。開館時間内のほとんどは
市民の誰でも自由利用できるような使い方がなされている。一方、
2 階以上に配置されている 30 室では、利用されていない時間は非常
に長いと見られており、利用されていない時間が週間開館時間の 8
割以上を占めている室は 21 室であった。 
 
2.5. まとめ 
① 調査した各コミュニティセンターの利用状況では、約３割の
コミュニティセンターの週間開館時間が台南市の運営基準に達
していなかった。 
② 週間開館時間の基準で把握できるのは施設の管理体制だけで
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あり、施設空間の利用状況を把握するのが難しい。 
③ 平屋建の施設において活動空間の一般開放時間が多く、ほと
んどの活動空間は市民の誰でも自由利用できるような使われ方
である。各フロアに１つの活動空間が配置されている 12 施設で
は、一般開放されている時間がある活動空間はほとんど 1 階に配
置されており、予約利用されている時間がある活動空間は各フロ
アに分散していた。また、1 階にある活動空間は実際に市民の誰
でも自由利用できる時間が長く、貸室としての利用時間が少なか
った。2 階以上にある活動空間では、利用されていない時間の平
均は週間開館時間の 8 割以上であり、あまり使われていないと見
られた。 
 
第3章  台湾のコミュニティ施設における平面計画 
3.1. 調査概要と用語定義 
3.1.1 調査概要 
施設空間構成を把握するために欠かせない竣工図の収集を行った。
図面収集作業には、管轄機構である台南市民政局および建築許可の
審査機構である台南市公務局への資料請求を行った。また、各コミ
ュニティ施設の現状を把握するため、2011 年の 7 月 1 日から 9 月
30 日までの現地調査を行い、各コミュニティ施設における各活動空
間の構成について実態の把握を行った。 
3.1.2 用語定義 
(1). 直列配置 
2 つ以上の活動空間がある場合において、各活動空間の間が連結
型サービス空間を通らずに繋がっている配置関係を指す。（図 3.1） 
(2). 並列配置 
2 つ以上の活動空間がある場合において各活動空間の間が連結型
サービス空間を通して繋がっている配置関係を指す。（図 3.1） 
(3). 動線の連続性 
活動空間へのアクセスに対し、他の活動空間を通過しなければな
らないものを、利用動線の連続性がないものとしている。 
 
3.2. コミュニティ施設の施設概要 
3.2.1. 台湾における施設内廊下に関する規則 
台湾の関連法である「建築技術規則-建築設計施工編」内の第 92
条には、施設内廊下幅の規定が決められている。（表 3.1）調査対象
であるコミュニティセンターは「3.その他の用途」に対応する。 
3.2.2. 台南市永康区におけるコミュニティセンターの施設概要 
築後年数の平均は約 15 年であり、施設の規模を見ると、平屋建
は 8 施設、2 階建は 17 施設、3 階建は 1 施設であった。ほとんどの
施設が 1000 ㎡以下の小規模的なコミュニティ施設であり、施設面
積の平均値は 554 ㎡であった。さらに 1 階では、活動空間が 1 つで
ある事例が多い傾向であった。（表 3.2） 
3.2.3. 施設面積と活動空間の室数との関連性 
施設内に 1 室だけの活動空間を有している 8 施設と 2 室の活動空
間を有している 12 施設では、施設面積の平均値を見ると、2 室の方
が 1 室より大きいと見られる。全 26 施設において活動空間室数分
りの施設面積の平均値では、活動空間の室数が増えると施設面積が
大きくなると見られ、活動空間の室数と施設面積との関連性がある
と考えられる。 
活動
空間連結型サービス
空間
連結型
サービス
空間
活動
空間
活動
空間 活動
空間
活動
空間
活動
空間
並列配置 直列配置  
図 3.1 並列配置と直列配置 
表 3.1 施設廊下幅に関する規定 
廊下の配置
建物の用途
１．教育施設として使われている場合
２．医療施設として使われている場合
３．その他の用途
部屋と
隣接する場合 その他
１フロア内に
部屋の床面積の合計≧200 ㎡
１フロア内に
部屋の床面積の合計 <200 ㎡
2.4m以上 1.8m以上
1.6m以上 1.2m以上
1.6m以上 1.2m以上
1.2m以上
 
表 3.2 台南市永康区におけるコミュニティセンターの施設概要 
2
1987/1987
7
1995/1995
10
1997/1997
16
1980/2003
17
1980/2003
21
2010/2010
25
1991/1991
26
1977/1977
22
2010/2010
9
12
2001/2001
構造/規模
施設
番号
竣工／
開設年
3
1987/1988
1
1986/1986
4
1989/19895
1993/1993
1997/1997
8
1996/1996
6
1994/1994
24
15
18
19
20
23
11
13
14
1998/1998
2001/2001
2002/2002
2006/2006
2007/2007
2008/2008
2002/2002
2010/2010
2010/2010
521
活動空間の室数
1F（27 室）
2F（29 室）
3F（1室）
施設面積
（㎡）
197
426
264
512
512
154
455
171
637
970
577
182
232
364
773
632
770
676
1347
872
430
619
820
923
442
441
RC 1階建
RC 1階建
RC 1階建
RC 1階建
RC 1階建
RC 1階建
RC 1階建
RC 1階建
RC 2階建
RC 2階建
RC 2階建
RC 2階建
RC 2階建
RC 2階建
RC 2階建
RC 2階建
RC 2階建
RC 2階建
RC 2階建
RC 2階建
RC 2階建
RC 2階建
RC 2階建
RC 2階建
RC 2階建
RC 3階建
3 4 6
 
活動空間
の室数
施設面積（㎡）
0
500
1000
1500
0 1 2 3 4 5 6
336
521
740
924
1159
 
図 3.2 施設面積と活動空間の室数 
 
3.2.4. 築後年数が施設規模への影響 
室数分けで見ると、１室を有している施設は 36 年前から建てら
れていた。２室を有している施設は 27 年前から建てられており、
３室以上の室を有している施設は 17 年前から建設された。最も新
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しい施設はともに３年前に建てられた。以上のことより、新しい施
設ほど室数が増えることがわかり、施設のバリエーションが豊かに
なる傾向が見られた。（図 3.3） 
3.2.5. 機能別空間面積の割合 
室数、施設の築後年数、施設面積によって施設空間の割合が異な
る可能性があるため、ここでは各室を機能によって分類を行い、そ
の面積を集計し、施設面積に対する割合を算出した。 
全 26 施設の活動空間の割合を見ると、平均して施設面積の 7 割
弱を占めており、管理型サービス空間と利用型のサービス空間は 4
施設以外のほとんどの施設では整備されているが、どちらの機能と
も、施設面積の 6%しか占めていない極めて小さい結果であった。
また、コミュニティ施設内の経路、動線に関わっている連結型サー
ビス空間の全施設の平均値は、僅か施設面積の 14％であり、更に 3
施設では設置されていなかった。 
図 3.4 に室数から見た機能別施設面積の割合を示す。活動空間以
外の付属空間を見ると、管理型、利用型、連結型などの 3 種類の空
間ではばらつき傾向が見られた。 
このことより、連結型サービス空間が少ないことがコミュニティ
センター内の各活動空間の配置方法に影響する可能性がある。たと
えば、2 階にある活動空間にアクセスするために 1 階の活動空間を
経由したり、活動空間から利用型サービス空間までの経路がほかの
活動空間を経由したりするといったように、他の活動空間でのコミ
ュニティ活動に影響する恐れがあることが想定される。 
 
3.3. 各活動空間の作られ方 
3.3.1.活動空間の面積 
全施設の活動空間の面積を図 3.5 に示す。全活動空間の 57 室の
室面積を見ると、平均値は 162 ㎡であった。1 階にある活動空間は
27 室であり、室面積の平均値は 208 ㎡であった。一方で、2 階以上
にある活動空間は全 30 室で、室面積の平均値は 121 ㎡であること
がわかった。また、各施設において最も大きな活動空間は全て 1 階
に配置されている。これは、1 階にある活動空間の方が、2 階以上
にあるものよりアクセスしやすいためであり、ほとんどはホール、
集会室としての利用を想定して計画されていた。 
3.3.2. 活動空間のしつらえ 
コミュニティ施設における各活動空間のしつらえは、類似するも
のが多い。床では、ほとんどは直張り工法であった。壁では、すべ
ての活動空間は直接仕上げのペイント塗りであり、天井では、約 9
割が吊り天井工法であった。（図 3.6） 
 
3.4. 施設空間の配置方法 
各活動空間の構成以外に、各活動空間の配置が施設の利用状況に
影響を与えていると考えられる。そこで、各コミュニティ施設にお
ける平面計画の特徴を分析するため、施設各部機能及び各活動空間
の平面計画のダイアグラム化を行い、コミュニティ施設の図面のモ
デル化を行う。（図 3.7、3.8、3.9） 
3.4.1. 施設空間配置の分類 
各フロア間にどのように配置されているのかが活動空間へのアク
セス方法に影響を与える可能性が考えられる。そこで、26 施設の階
数を平屋建（Ⅰ）、2 階建（Ⅱ）、3 階建（Ⅲ）に大別し、加えて各 
0
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築年数  
図 3.3 築後年数と施設面積 
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図 3.4 室数から見た機能別施設面積の割合 
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図 3.5 活動空間の面積 
 
床
テラゾー
タイル・石張り
シート張り
壁ペイント
0% 20% 40% 60% 80% 100%
天井
吊り天井
プライマー
ペイント
仕上げの種類 部位
 
図 3.6 各活動空間の仕上げ 
 
活動空間どうしの配列方法で細分化を行う。 
各フロアが並列配置されているものと直列なしのものをタイプ A 
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図 3.7 平屋建施設のモデル化の例（タイプⅠA0） 
 
図 3.8 ２階建施設のモデル化の例（タイプⅡB0b） 
 
図 3.9 ３階建施設のモデル化の例（タイプⅢA0a0） 
 
にし、各フロアが直列配置されているものをタイプ B に定義した。
活動空間どうしの配置では、１フロアに１室しかない場合は「0」
と定義し、活動空間どうしが並列配置されている場合を「ａ」、直列
配置されている施設を「ｂ」、直列・並列配置されている施設を「ｃ」
とした。例えば、図 3.7 の場合は、ⅠA0 で表記する。図 3.8 の場合
は、ⅡB0b で表記する。図 3.9 の場合は、ⅢA0a0 とする。 
結果として、平屋建の 8 施設では、1 室しかないため、全てはタ
イプⅠA0 で表記する。2 階建の 17 施設では、4 施設はⅡA00 に該 
表 3.3 活動空間配置の表記方法 
各フロア
配置方法
活動空間室数 /フロア
施設規模
階数
並列配置
直列配置
直列・並列配置
―
－
（直列なし）
平
屋
建
２
階
建
３
階
建
記号
B
A
記号
Ⅰ
Ⅱ
Ⅲ
A
1室
２室以上
1室
1室
活動空間どうしの配置 記号
0
ａ
ｂ
並列配置
直列配置
直列・並列配置
２室以上
ａ
ｂ
ｃ
並列配置
直列配置
― 0
― 0
並列配置
直列配置
直列・並列配置
２室以上
ａ
ｂ
ｃ
ｃ
B
A
1室
1室
並列配置
直列配置
直列・並列配置
２室以上
ａ
ｂ
ｃ
並列配置
直列配置
― 0
― 0
並列配置
直列配置
直列・並列配置
２室以上
ａ
ｂ
ｃ
 
 
２階建
5/17
並列配置 直列配置並列配置
1F 2F 1F 2F 1F 2F
並列 並列 １室 １室直列 直列
1F
１室
平屋建
8/8
活
ⅠA0（N=8）
階数
施設数
モデル化
配置
方式
フロア
活動空間
1F
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図 3.10 活動空間の配置タイプ 
 
当し、8 施設はⅡB00、1 施設はⅡAaa、2 施設はⅡA0b、2 施設は
ⅡB0b であり、3 階建の 1 施設はⅢA0a0 であった。 
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3.4.2. 施設におけるフロアと活動空間どうしの配置方法 
(1). 平屋建の施設 
タイプⅠA0 に該当した 8 施設の施設空間配置は「出入り口－活
動空間」または「出入り口－連結型サービス空間－活動空間」であ
った。（図 3.11） 
(2). 各フロアが並列配置されている施設 
タイプⅡA00 に該当した 4 施設を見ると、活動空間の配置の仕方
は「室内経由型」と「室外経由型」の 2 種類に大別される。室内型
は「エントランス部－連結型サービス空間－各活動空間」で、室外
型は「屋外－連結型サービス空間－各活動空間」であった。タイプ
ⅡAaa とタイプⅢ0a0 に該当している 2 施設における活動空間の配
置方法は「エントランス部―連結型サービス空間―各活動空間」で
あった。タイプⅡA0b に該当している 2 施設において活動空間の配
置方法は「エントランス部―連結型サービス空間―活動空間―活動
空間」または室外型の「連結型サービス空間（屋外階段）―活動空
間―活動空間」であった。（図 3.12） 
(3). 各フロアが直列配置されている施設 
タイプⅡB00 に該当している 8 施設では、全ては「エントランス
部―活動空間―連結型サービス空間―活動空間」であった。タイプ
ⅡB0b に該当している 2 施設における活動空間の配置は全て「エン
トランス部―活動空間―連結型サービス空間―活動空間―活動空
間」であった。（図 3.13） 
3.4.3. 利用動線の分析 
(1). エントランス部から活動空間までの経路 
タイプⅠA0 の 8 施設では、他の活動空間が存在していないため、
動線上の問題がないと考えられる。タイプⅡB00、ⅡB0b の 10 施
設は、1 階にある活動空間を経由し、他の活動空間の利用状況に影
響を与えると考えられる。2 階へのアクセスが 1 階にある活動空間
を経由しない施設は 8 施設あった。そのうち、タイプⅡA00、タイ
プⅡAaa、ⅢA0a0 の 6 施設では、各活動空間への経路は他の活動
空間を経由しないため、互いに干渉せずにコミュニティ活動ができ
る。タイプⅡA0b の 2 施設では、2 階にある一部の活動空間までの
経路は他の活動空間を経由し、一部の活動空間が影響される。 
(2). 活動空間から利用型サービス空間までの経路 
他の活動空間を経由しない施設（タイプ I）と、一部の経路が他
の活動空間を経由する施設（タイプ II）に分類し、26 施設を対象に
して利用型サービス空間までの経路の分析を行う。 
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図 3.11 タイプⅠA0 
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図 3.12 タイプⅡA00、タイプⅢ0a0、タイプⅡAaa、タイプⅡA0b 
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図 3.13 タイプⅡB00、タイプⅡB0b 
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図 3.14 エントランス部から各活動空間までの経路 
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平屋建の施設における利用型サービス空間までの経路を示す。活
動空間から利用型サービス空間までの経路は、1 施設を除いて全て
影響されていないと考えられる。 
2 階建て以上の 18 施設では、タイプⅠの 11 施設は各活動空間か
ら利用型サービス空間までの経路他の活動空間を経由することがな
く、動線の連続性が保てられており、各活動空間が同時に利用され
ていても互いに影響されることがないと考えられる。 
一方、タイプⅡの 7 施設では、一部の活動空間から利用型サービ
ス空間までの経路において他の活動空間を経由、動線の連続性が保
たれていないことがわかる。これらの施設において一部の活動空間
の利用者がトイレ、給湯室などの利用の際は必ず他の活動空間を経
由するため、他の活動空間での活動に影響が生じると考えられる。 
(3). 各コミュニティ施設の利用動線タイプの特徴 
ⅠA0-ⅠとⅠA0-Ⅱの 8 施設のうち、7 施設には活動空間１室しか
なく、加えて利用型サービス空間が設置されているため、利用動線
の問題がないと考えられる。また、タイプⅡA00-Ⅰ、ⅡAaa-Ⅰ、
ⅢA0a0-Ⅰ及びタイプⅡA00-Ⅱの 6 施設のうち、1 施設において利
用型サービス空間までの経路において動線の連続性が保たれていな
い。タイプⅡA0b-Ⅱの 2 施設では、2 階にある一部の活動空間への
アクセスに問題があり、それに伴い活動空間から利用型サービス空
間までの動線が確保できないと考えられる。タイプⅡB00-Ⅰ、Ⅱ
B00-Ⅱ、ⅡB0b-Ⅱの 10 施設では、2 階にある活動空間への動線は
他の活動空間を経由する。さらに、そのうちの 4 施設では一部活動
空間から利用型サービス空間までの動線の連続性を保っていない。 
 
3.5. まとめ 
①全 26 施設のうち、平屋建は 8 施設、2 室の活動空間を有するのは
12 施設で、6 施設は 3 室以上の活動空間を有している。また、新し
い施設ほど室数が増えることがわかり、コミュニティ施設のバリエ
ーションが豊かになる傾向が見られた。 
②各活動空間の面積としつらえを見ると、1 階にある活動空間のほ
とんどは施設の中で最も大きい活動空間であり、集会場として計画
されたと考えられる。また、全 57 室の活動空間の仕上げを見ると、
各活動空間のしつらえはほとんど同じである。 
③施設各部機能空間の面積の割合から見ると、活動空間の面積は施
設面積の 7 割弱を占めているが、連結型サービス空間は施設面積の
１割強しかない。このことから、連結型サービス空間が少ないため、
施設内の各活動空間の配置方法に影響することが考えられる。 
④全 26 コミュニティ施設のうち、6 施設は各フロア間が並列配置と
なっており、加えて各フロアにある活動空間どうしが直列配置では
ない。2 施設では、各フロア間が並列配置されているが、2 階にあ
る活動空間どうしが直列配置となっている。一方、10 施設では各フ
ロア間が直列配置され、加えて一部施設の 2 階にある活動空間どう
しが直列配置となっている。 
⑤利用動線への分析を通じ、平屋建の 1 施設と 2 階建以上の 13 施
設では利用動線の連続性が確保できず、必ず他の活動空間を経由す
ることになってしまい、いわゆる動線上「経由活動空間」の存在が
明らかにとなった。これにより、各活動空間どうしの同時利用に支
障が起き、活動空間の利用時間に大きく影響を与える可能性がある
と考えられる。 
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図 3.15 タイプⅠとタイプⅡの比較（N＝26） 
 
図 3.16 利用動線から見た施設空間構成 
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図 4.1 活動空間面積と週間利用率（ｎ＝57） 
 
第4章 施設空間構成と週間利用時間との関連性 
4.1. 活動空間の面積と週間利用時間との関係 
図 4.1 に活動空間の面積と週間利用率を示す。全 57 室のうち、1
階にある活動空間の利用時間が多いと見られた。一方、2 階にある
活動空間の利用時間は非常に少なく、利用状況が極めて悪いことが
わかる。また、1 階にある 27 室のうち、2 室のみの週間利用時間率
が 2 割以下であった。一方、2 階以上にある 30 室のうち、21 室（7
割）における週間利用時間率が 2 割以下となっており、そのうちの
16 室（8 割弱）の面積は、全 57 室の平均面積である 162 ㎡以下で
あった。しかしながら、極端に面積が小さい 5 室を除き、他の 52
室では面積が大きいほど週間利用率が必ずしも高くなるわけではな
いと見られ、活動空間の面積と週間利用率との関連性はないと考え
られる。 
 
4.2. 週間利用時間と平面計画との関係 
平屋建の 8 施設においては、活動空間が 1 つしかなく、1 施設以
外の全て施設において利用動線に問題はない。また、施設の週間開
館時間は活動空間の週間利用時間と同じ値の 100％であるため、平
面計画との関連性がないと考えられる。 
次に、2 階建で１フロアに１室が配置されている 12 施設を見ると、
タイプⅡA00-ⅠとⅡA00-Ⅱは全 4 施設で、2 階にある 4 室の活動空
間の利用状況を見ると、2 室は 8 割以上の利用で、1 室は転用され
ており、残りの 1 室は利用されていなかった。一方、タイプⅡB00-
ⅠとⅡB00-Ⅱは全 8 施設があり、2 階にある 8 室の利用状況を見る
と、8 割以上の時間が利用されていない室が 7 室あった。このこと
から、2 階にある活動空間では、タイプⅡA00 のほうはタイプⅡB00
より利用状況が良いと考えられる。 
2 階建以上に 2 室以上が配置されている 6 施設を見ると、タイプ
ⅡAaa-ⅠとⅢA0a0-Ⅰの 2施設の 2階以上にある 7室を見てみると、
3 室では利用されていない時間が 8 割以上で、2 室では一般開放さ
れている時間が 2 割以上で、1 室は予約利用されている時間が 2 割
以上で、1 室は転用されていた。タイプⅡB0b-Ⅱの 2 施設では、2
階にある 4 室のうち、3 室において利用されていない時間は週間開
館時間の 8 割以上であり、利用状況は悪かった。タイプⅡA0b-Ⅱの
2 施設では、2 階にある全 7 室において利用されていない時間は週
間開館時間の 8 割以上であり、利用状況は悪かった。 
以上のことから、2 階にある活動空間を見ると、タイプⅡAaa-Ⅰ、 
図 4.2 全施設における活動空間の週間利用率（N=26） 
 
ⅢA0a0-Ⅰの利用状況は比較的に良いと考えられる。 
1F-1
1F-1
No.6
No.1
No.3
No.9
施設
番号
週間開
館時間
空間
番号
面積
(㎡) 0 20 40 60 80 100
利用時間の内訳（％）規
模
平面
計画
ⅠA0-Ⅰ
1F-1
1F-1
一般開放されている時間 予約利用されている時間 利用されていない時間凡例
35.082
37.0136
40.0343
16.0234
23.0231
42.0352
15.5355
15.0115
11
19
25 75
100
86 14
100
100
81
89
100
No.12
No.18
No.19
No.23
1F-1
1F-1
1F-1
1F-1ⅠA0-Ⅱ
ⅠA0-Ⅰ：「平屋建」+「１階に１室が配置されている」+「利用型サービス空間までの経路に問題ない」
ⅠA0-Ⅱ：「平屋建」+「１階に１室が配置されている」+「利用型サービス空間までの経路に問題ある」
平
屋
建
の
施
設
／
１
室
1F-1 280
2F-1 113
2F-2 95
1F-1 234
2F-1 145
2F-2 123
1F-1 298
2F-1 145
2F-2 25
2F-3 25
2F-4 25
2F-5 25
1F-1 263
2F-1 200
2F-2 24
1F-1 322
2F-1 70
2F-2 68
3F-1 137
1F-1 162
1F-2 41
2F-1 41
2F-2 51
2F-3 51
2F-4 52
No.26
No.25
No.10
No.13
No.14
No.17 39.0
42.0
44.0
51.5
33.0
48.0
２
階
建
以
上
の
施
設
／
２
階
以
上
に
２
室
以
上
が
配
置
さ
れ
て
い
る 42 20
6
10
21
4
20
28
71 29
71 24
18
5
18
79 15
10
72
41
80
78
71
転用された
100
100
100
100
100
100
100
100
96
79
90
59
22
82
5
29
17
82
6
90
72
38
ⅡAaa
-Ⅰ
ⅡB0b
-Ⅱ
ⅡA0b
-Ⅱ
ⅢA0a0
-Ⅰ
91 9
37
100
100
63
686
8
8
92
100
100
15 9
83
16
9
76
100
100
91
8
1F-1 91
2F-1 91
1F-1 241
2F-1 278
144
98
246
246
No.2
No.11
No.15
No.21
0.0
48.0
35.0
41.5
6.0
40.0
55.0
45.5
52.5
36.5
37.5
44.0
1F-1
2F-1
1F-1
2F-1
1F-1
2F-1
1F-1
2F-1
1F-1
2F-1
1F-1
2F-1
1F-1
2F-1
1F-1
2F-1
1F-1
2F-1
1F-1
2F-1
No.24
No.4
No.5
No.7
No.8
No.22
No.16
No.20
75
70
98
131
304
346
291
251
131
114
154
154
202
257
191
187
100
100
25
67 33
75
転用された
100
1783
83 17
76
17
82 9
9
9
91
ⅡA00
-Ⅰ
ⅡA00
-Ⅱ
ⅡB00
-Ⅰ
ⅡB00
-Ⅱ
ⅡB00-Ⅰ：「２階建」+「各フロアが直列、各フロアが１室」+「利用型サービス空間までの経路に問題ない」
ⅡB00-Ⅱ：「２階建」+「各フロアが直列、各フロアが１室」+「利用型サービス空間までの経路に問題ある」
ⅡA00-Ⅰ：「２階建」+「各フロアが並列、各フロアが１室」+「利用型サービス空間までの経路に問題ない」
ⅡA00-Ⅱ：「２階建」+「各フロアが並列、各フロアが１室」+「利用型サービス空間までの経路に問題ある」
２
階
建
の
施
設
／
１
フ
ロ
ア
１
室
が
配
置
さ
れ
て
い
る
ⅡB0b-Ⅱ：「２階建」+「各フロアが直列」+「1階に1室、2階が直列配置」+「利用型サービス空間までの経路に問題ある」
ⅡA0b-Ⅱ：「２階建」+「各フロアが並列」+「1階に1室、2階が直列配置」+「利用型サービス空間までの経路に問題ある」
ⅡA0a0-Ⅰ：「３階建」+「各フロアが並列」+「1階に1室、2階並列配置、3階1室」+「利用型サービス空間までの経路に問題ない」
ⅢAaa-Ⅰ：「２階建」+「各フロアが並列」+「1階、2階の室が並列配置」+「利用型サービス空間までの経路に問題ない」
0
10
20
30
40
50
60
70
80
90
100
0 100 200 300 400
1階にある
活動空間(27室)
2階以上にある
活動空間(30室)
面積(㎡)
週間
利用時間率(%) 162㎡
活動空間の
平均面積
利用時間率が
2割の境界線
Page. 12 
 
4.3. 利用動線と活動空間の週間利用時間との関係 
4.3.1. エントランス部から活動空間までの経路 
エントランス部から各活動空間までの経路は他の活動空間を経由
しないものは 40 室存在し、そのうちの 2 室は転用されており、図
4.3 から除外した。17 室はエントランス部から活動空間までの経路
が他の活動空間を経由する。このうちの 15 室（約 9 割弱）では週
間利用されていない時間が施設開館時間の 8 割以上で、利用状況が
極めて悪いと言える。 
エントランス部から活動空間までの経路では、他の活動空間を経
由する場合は、利用状況に影響し、活動空間の利用されていない時
間が増加する傾向がある。 
4.3.2. 活動空間から利用型サービス空間までの経路 
図 4.4 に利用型サービス空間までの経路と週間利用率を示す。利
用型サービス空間までの経路が他の活動空間を経由しないものは
45 室あり、そのうちの 2 室は転用されており、図 4.6 から除外した。
11 室は利用型サービス空間までの経路が他の活動空間を経由する。
そのうちの 8 室では、週間開館時間の 8 割以上が利用されておらず、
約 8 割強の活動空間の利用状況が悪いと見られた。2 室は 100％で
あるが、その 1 室の週間開館時間は 6 時間しかなく、1 室は１階に
あるが、トイレが設置されていないため、利用者は近隣の住宅のト
イレを借りていることで、利用状況が良いと言えない。 
以上から、活動空間から利用型サービス空間までの経路は利用状
況に影響を与えることを明らかにした。 
 
エントランス部から各活動空間までの経路と活動空間から利用型
サービス空間までの動線が他の活動空間を経由しない 37 室（n=35, 
転用される 2 室を除く）のうち、5 室の利用されていない時間率が
8 割以上となっている。 
エントランス部から各活動空間までの経路が他の活動空間を経由
するが、活動空間から利用型サービス空間までの経路は他の活動空
間を経由しない８室は、活動空間の利用されていない時間率は全て
8 割以上となった。 
エントランス部から各活動空間までの経路が他の活動空間を経由
しなく、活動空間から利用型サービス空間までの経路は他の活動空
間を経由する 2 室のみしかなく、活動空間の利用率が 100％である
が、何とも言えないと考えられる。 
最後に、エントランス部から各活動空間までの経路と活動空間か
ら利用型サービス空間までの経路が他の活動空間を経由する 10 室
は、８つの活動空間の利用されていない時間率は 8 割以上となり、
残り２室の利用時間率は 2 割以上であるが、施設出入り管理の問題
を抱えているため、利用状況は最も悪い。 
 
4.4. まとめ 
①  活動空間の面積と利用時間率との関連性は見られなかった。
ただし、一部の活動空間の室面積では小さすぎるために完全に余
剰空間となっている現状もあった。 
② １階にある活動空間において利用動線は他の活動空間を経由
することがなく、利用時間に影響しない。また、利用動線は平屋
建の施設に対して影響がなく、2 室以上の活動空間を有している
施設の 2 階以上にある活動空間の利用状況に影響を与える。 
面積（㎡）
週間利用時間率（％）
0
20
40
60
80
100
0 50 100 150 200 250 300 350 400
他の活動空間を経由しない
（38室）
他の活動空間を経由する
（17室）
凡例
 
図 4.3 活動空間までの経路と週間利用率（n＝55） 
面積（㎡）
週間利用時間率（％）
0
20
40
60
80
100
0 50 100 150 200 250 300 350 400
他の活動空間を経由しない
（43室）
他の活動空間を経由する
（12室）
凡例
 
図 4. 6 利用型サービス空間までの経路と週間利用率（n＝55） 
エントランス部から各活動空間までの経路
経由しない 経由する活動空間から
利用型サービス空間
までの経路
経由しない
経由する
他の活動空間
面積（㎡）
利用時間率（％）
（n=10）
（n=8）
（n=2）
（n=35）
0
20
40
60
80
100
0 50 100 150 200 250 300 350 400
 
図 4.5 利用動線と利用時間との関連性（n=55） 
 
 
 
③ エントランス部から活動空間までの経路と活動空間から利用
型サービス空間までの経路は活動空間の利用時間率に大きく影
響している。エントランス部から活動空間までの経路が他の活動
空間を経由して入る多くの室においては、利用されていない時間
が 8 割以上であった。また、活動空間から利用型サービス空間ま
での経路で他の活動空間を経由した室においては、利用されてい
ない時間が 8 割以上であった。つまり、活動空間の利用動線が他
の活動空間を経由するという動線の連続性が保てられてないこ
とは活動空間の利用時間の低下に大きく関連している。 
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以上のことを踏まえ、2 章と 3 章の分析を統合し、台湾における
コミュニティ施設の問題点を以下にまとめる。 
① 1 フロアに 1 つの活動空間を配置する平面計画が多く存在し
ている。更に 1 階にある活動空間と 2 階では、活動空間のしつら
えの同質性が高く、2 階にある活動空間では利用状況が悪い室が
多く存在している。 
② 1 階にある活動空間では、その多くに舞台が設置されており、
ホール及び集会室のしつらえをしているが、市民の誰でも自由利
用できる時間という一般開放されている時間が多いと見られた。 
③ 2 階にある活動空間の利用状況は悪い。これは 2 階にある活
動空間への利用動線に問題があるためである。エントランス部か
ら活動空間までの経路では、1 階にある活動空間を経由するか、
もしくは活動空間から利用型サービス空間までの経路に問題が
存在していることが挙げられる。 
④ 活動空間の配置方法は利用動線に影響し、特にエントランス
部から各活動空間までの動線は重要である。活動空間どうしが直
列配置されていることは、活動空間までの動線を他の活動空間に
経由する原因であり、利用時間を低下させる要因の１つと考えら
れる。コミュニティ施設の利用時間における悪い状況を改善する
ため、施設内活動空間の配置方法は並列配置にすることが必要で
ある。 
 
第5章  日本における地区会館の平面計画 
5.1. 日本におけるコミュニティ施設の沿革 
5.1.1. 社会背景とコミュニティ政策の流れ 
1969 年に自治省が発表した「コミュニティ－生活の場における人
間性の回復」を契機に、全国各地にコミュニティの概念が広まった。
70 年代からコミュニティ推進モデル地区の指定とコミュニティ活
動活性化地区設定及び、コミュニティ形成に必要な施設への助成に
ついて一連の施策を行った。1993 年以降、コミュニティ政策の対象
は地域から市町村レベルに格上げされ、コミュニティは小学校区を
標準としたため、従来の町内会等の区域より大きく、それらとは別
にコミュニティ協議会等が作られた。文 5.2） 
地域集会施設の種類を見ると、町会館だけではなく、自治会館、
ふれあい館、市民ホール、市民集会所、コミュニティセンターなど
の様々な施設が存在しており、加えて管理上の仕組みは管理者へ直
接に申込むだけではなく、利用者または利用団体の登録が必要とな
っている。さらに、コミュニティ施設の利用は、台湾と違って政党
集会の利用は禁止されている。これにより、日本におけるコミュニ
ティの形成は台湾より成熟したと見られている。 
5.1.2. 日本におけるコミュニティ施設の変遷・特徴 
コミュニティ施設における最も小さい施設は町会館（町内会・自
治会などの集会所）である。時代の流れに伴い、小集団活動による
ニーズが現われることで、「一室空間型」は「大集会室型」或いは「小
室群型」に転換されていった。また、全ての町会館に「台所」もし
くは「湯沸室」が備えられており、「大集会室」+「小集会室」+「湯
沸室」は最低限必要な室機能である。 
5.1.3. 八王子市におけるコミュニティ施設 
日本におけるコミュニティ施設は種類が多く、さらに施設の名前
がほとんど統一されていない。コミュニティセンターという施設名
を有している施設では、所在地、建設年代による施設規模、施設機 
表 5.1 八王子市における主要なコミュニティ施設の特徴 
 
1 室空間型 大集会室型 小室群型
在来地域 開発地域
集会機能を持つ室 集会機能を持たない室 出入り口
1室空間型
大集会室型
小室群型
基本的に 2室以上を有しているが、間仕切りを開放することで、
施設全体を大集会室に転換できるが、同時利用はできない。
大集会室と小集会室を有しており、更に同時利用できる。
大集会室に間仕切りを設けたことで、複数のグループ・サクール
活動は同時利用が可能となり、必要なときに大集会室に転換できる
ため、利用上のフレキシビリティを有している。  
図 5.1 地域集会施設における平面型の変遷（文献 5.3 より再作成） 
 
能に大きな差が生じる可能性がある。表 5.1 では、八王子市に存在
している主要なコミュニティ施設を例にあげ、特徴をまとめた。台
湾のコミュニティセンターに類似しているものは、地区会館である
と判断し、本章の調査対象にする。 
 
5.2. 調査概要と用語定義 
5.2.1. 調査概要 
所管機構への図面請求とコミュニティ施設の実地踏査から、コミ
ュニティ施設の施設空間構成を把握し、台湾におけるコミュニティ
施設との比較を行う。 
施設種類 特徴 
(1). 町 会
館・自治
会館 
各町会組織によって運営されている。施設の建設経費
は町会に入った住民たちの寄付が多かった。施設規模
はほとんど 200 ㎡以下であり、各町会所有の財産であ
ることで台湾のコミュニティセンターは異なる。 
(2). 地 区
会館 
八王子市が建物の所有権を持っており、現在は指定管
理者に運営を委託している。施設規模は約 150 ㎡から
600 ㎡くらいであった。公共施設であるが、実際に各
自治会・町会に運営管理されている。規模と運営方法
は台湾のコミュニティセンターと類似している。 
(3). 市 民
集会所 
八王子市が建物の所有権を持っている。基本的に八王
子市の地方事務所と複合し、八王子市の地方事務所に
管理されている。この点については台湾のコミュニテ
ィセンターと異なる。 
(4). 市 民
センター 
八王子市が建物の所有権を持っている。現在は指定管
理者に運営を委託している。施設規模はほとんど 1000
㎡を超えた大規模的な施設である。現在は指定管理者
各施設に施設管理者を派遣している。施設規模、運営
方法は台湾のコミュニティセンターと異なる。 
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5.2.2. 調査対象地域 
八王子市を選定する理由は、東京における都心から離れた最大の
ベットタウンであり、東京都心部に入るための交通要衝でもある。
この 2 点では、台南市永康区と同じである。（図 5.1） 
現在八王子市にある地域集会施設の 46 施設のうち、市民センタ
ーが 17 施設、地区会館が 14 施設、市民集会所が 8 施設、生涯学習
センターが 3 施設、農村環境改善センターが 2 施設、体育館が 2 施
設である。コミュニティ施設である市民センターと地区会館の 31
施設は全地域集会施設の 7 割弱を占めている。市民センターの築後
年数の平均値は 20.5 年で、地区会館の築後年数の平均値は 28 年で
あり、前期的な公共地域コミュニティ施設と考えられる。 
5.2.3. 用語定義 
ここでは、日本におけるコミュニティ施設内に特有な空間を機能
別で定義する。 
 
表 5.2 用語定義 
 
5.2.4. 調査方法 
八王子市にある地区会館を調査対象とするため、既存地区会館の
資料と図面は八王子市学園都市ふれあい財団のコミュニティ振興課
に問い合わせて入手した。また、図面と現在施設空間の使われ方の
相違があるかどうかを確認するため、各地区会館に実踏調査を行い、
町会・運営委員会の担当者にヒアリングを行った。 
 
5.3. 八王子市における地区会館の空間構成 
5.3.1. 地区会館の施設概要 
現在、八王子市にある地区会館の 14 施設のうち、平屋建は 1 施
設、2 階建は 12 施設、3 階建は 1 施設であった。一方で、活動空間
の室数から見ると、1 階にある活動空間は 26 室で、2 階以上にある
活動空間は 28 室であった。また、施設面積の平均値は約 370 ㎡強
であり、台湾にあるコミュニティセンターと同様に、施設面積が
1,000 ㎡以下の小規模なコミュニティ施設であった。（表 5.3） 
μ0 10 20 30 405 KM
永康区
都心部
各区の境界線
台南市全域図 永康区
八王子市
都心部
市町村境界線
東京都全域図
八王子市
 
図 5.2 東京都八王子市と台南市永康区の位置 
 
表 5.3 八王子市における地区会館の概要 
2
1980
7
1987
10
1991
1982
1974
9
12
1996
構造 /規模
施設
番号
開設年
3
1980
1
1979
4
19815
1982
1990
8
1988
6
1983
11
13
14
1995
2 4 61 3
活動空間の室数施設面積
（㎡）
254
350
403
181
154
526
494
156
603
560
312
236
599
464
築後
年数
RC 2 階建
RC 2 階建
RC 2 階建
RC 2 階建
RC 2 階建
RC 2 階建
RC 2 階建
RC 2 階建
RC 2 階建
RC 3 階建
RC 1 階建
S 2 階建
S 2 階建
RC+S 2 階建
1F（26 室）
2F（27室）
3F（1室）
39
34
33
33
32
31
31
30
26
25
23
22
18
17
5
 
施設面積（㎡）
活動空間
の室数
154
314
384
528 539
0
100
200
300
400
500
600
0 1 2 3 4 5 6  
図 5.3 地区会館における活動空間の室数と施設面積 
 
5.3.2. 活動空間の室数と施設面積 
2 室の活動空間を有している施設において施設平均面積は約 150
㎡、3室と 4室の活動空間を有している施設の平均面積は約 350㎡、
5 室と 6 室を有している施設の平均面積は約 530 ㎡だった。活動空
間の室数が増えるほど、地区会館の施設面積が大きくなる傾向が見
られたが、5 室を有している施設と 6 室を有している施設の施設面
用語 定義 注 
活動空間 会議室、集会ホール、教室、調理
室、和室などの空間があるが、統
一して活動空間と呼ぶ。また、調
理室はキッチンと会議室の複合化
したものが、台所を使わないとき
には教室であるため、活動空間と
して扱っている。また、活動空間
における専用の収納スペースは活
動空間の構成の一部であるため、
押入、物入、床の間などの空間を
活動空間の面積の一部とする。 
連結型サ
ービス空
間 
日本におけるコミュニティ施設で
は、和室の前室、踏込も他の空間
を繋げる機能をしているため、連
結型サービス空間とした。また、
地区会館におけるロビー、ラウン
ジなどの空間ではコミュニティ活
動がないため、連結型サービス空
間として扱う。 
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積があまり変わらないと見られ、活動空間の面積が小さくなると考
えられる。 
5.3.3. 各部機能空間の割合 
活動空間の面積の平均値は約 6 割を占めており、連結型サービス
空間の平均値は 2 割強を占め、利用型サービス空間の平均値は約１
割を占めていた。また、管理型サービス空間の平均値は 3％のみで、
管理空間の平均値は約 5％という結果であった。 
地区会館のうち、1 施設を除き、施設の活動空間が占めている面
積の割合は 5 割強から 7 割まで分布しており、連結型サービス空間
と利用型サービス空間が占めている面積の割合は似ている（連結型
サービス空間：18～27％、利用型サービス空間：5～14％）と判断
できる。このことから、地区会館において施設空間構成では類似し
ていると考えられる。 
5.3.4. 各活動空間の面積 
全活動空間の 54 室の室面積を見ると、平均値は 56 ㎡であった。
1 階にある活動空間は 26 室であり、室面積の平均値は 59 ㎡であっ
た。また、2 階以上にある活動空間は全 28 室で、室面積の平均値は
52 ㎡であることがわかった。１階と２階以上にある活動空間の面積
の配分はほぼ等しい。 
さらに、全 54 室のうち、分割利用できるものは 11 室あり、平均
面積は 72 ㎡であった。そのうち、6 室は和室または広間であるため、
障子が使われている。5 室では可動間仕切りが設置されている。 
 
5.4. 地区会館における施設空間配置と利用動線 
5.4.1. 施設空間配置 
平屋建の施設は 1 施設で、活動空間は 3 室以上があり、活動空間
の配列は全部並列配置であるため、タイプⅠAa に該当した。 
2 階建の 12 施設では、2 施設において１フロアに１室が配置され
ており、他の 10 施設おいては、1 フロアに 2 室以上の活動空間が配
置されていることが見られた。また、11 施設においてはエントラン
ス部―連結型サービス空間―活動空間となり、タイプⅡA00、ⅡA0a、
ⅡAa0、ⅡAaa、ⅡAxa に該当し、１施設のみは 1 階にある活動空
間どうしが直列配置となり、タイプⅡAba に該当した。 
3 階建の施設における施設空間配置を図 5.6 に示す。3 階建の 1
施設は各フロアが並列配置となり、加えて 1 フロアに 1 室が配置さ
れているため、タイプⅢA000 に該当した。 
八王子市における地区会館の施設空間配置は「各フロアの間が並
列配置」と「活動空間どうしが並列配置」であった。 
 
図 5.6 地区会館における施設空間配置 
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図 5.4 地区会館における各部機能空間の面積の割合 
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図 5.5 地区会館における各活動空間の面積 
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5.4.2. 利用動線の分析 
1 施設（No.2）を除く、13 施設において、エントランス部から各
活動空間までの経路は他の活動空間を経由せずにアクセスすること
が可能であった。さらに、各活動空間から利用型サービス空間まで
の経路は同様に、他の活動空間を経由せずにアクセスすることが可
能であった。全 14 施設を見ると、ほとんどの施設では利用動線へ
の配慮が見られ、各活動空間は同時利用できるよう配慮されている
と考えられる。さらに施設機能の利便性と最小限の調理機能を確保
するため、各階ごとに１つ湯沸室が設置されている。このことから、
地区会館の構成は利用動線の連続性を配慮した上で、階ごとに「活
動空間+トイレ+湯沸室」を設けていたことがわかった。 
 
 
図 5.7 地区会館におけるエントランス部から各活動空間までの経路 
 
図 5.8 地区会館における各活動空間から利用型サービス空間まで
の経路 
 
 
 
 
5.5. まとめ 
①地区会館では、規模、運営、機能の点では台湾で調査したコミュ
ニティセンターと類似している。 
②地区会館における各部機能空間の面積では、活動空間（約 6 割）、
連結型サービス空間（約 2 割強）、利用型サービス空間（約 1 割）
は一定の割合に構成されており、施設空間の計画上に類似性がある。 
③全ての地区会館において各フロア間は並列配置となっており、ほ
とんどの各活動空間どうしは並列配置となっている。また、平面計
画は利用動線の連続性を確保したうえで、利用上の利便性を図って
各フロアに「活動空間+トイレ+湯沸室」で計画されていた。各活動
空間が同時に利用することができ、最小限の調理機能が担保されて
いる。 
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図 6.1 コミュニティ施設の空間構成の変化 
 
第6章  台湾のコミュニティ施設における施設活用に向けての改善
方法 
6.1. 時系列コミュニティ施設の発展について比較 
台南市永康区の 26 施設を見ると、配置方法ではフロア間が直列
配置され、各活動空間の間に直列配置されたものが多い。2 階建の
施設では、各フロアが直列配置され、フロアに 1 室が配置されてい
るⅡB00 は典型的な空間配置である。 
一方、日本で調査した 14 施設のうち、13 施設では各フロアが並
列配置され、各活動空間までの経路は他の活動空間を経由しない。
残り 1 施設の一部活動空間だけは他の活動空間を経由する。また、
3 施設では 1 フロアに 1 活動空間を配置しており、築後 30 年以上
のものもあり、古い平面計画であると考えられる。 
 
6.2. 台湾と日本におけるコミュニティ施設の平面計画の相異 
6.2.1. コミュニティ施設における空間配置の相異 
平屋建のコミュニティ施設は、台湾では 8 施設、日本では 1 施設
が見られた。室数と配置方法を見ると、台湾における全ての平屋建
のコミュニティ施設は 1 つの活動空間のみで構成されていた。日本
の 1 施設では活動空間が並列配置されているものであった。 
2 階建のコミュニティ施設を見ると、台湾では 17 施設（全 26 施
設の 7 割弱）、日本は 12 施設（全 14 施設の約 9 割）であった。 
 
図 6.2 コミュニティ施設における空間配置の比較 
 
室数と配置方法を見ると、台湾におけるコミュニティセンターの
うち、最も多いものはフロア間が直列配置され、1 フロアに 1 室と
なっている。一方で、日本における地区会館では、フロア間が並列
配置となっており、フロアごとに活動空間の室数が違うと見られて
いるが、各活動空間にアクセスするために他の活動空間を経由する
ことが必要ない。 
3 階建のコミュニティ施設は、台湾と日本で各 1 施設のみ見られ
た。空間配置方法を見ると、フロア間が並列配置となっているもの
であった。フロアごとに活動空間の室数が違うと見られているが、
各活動空間にアクセスするために他の活動空間を経由しない。 
 
6.2.2. コミュニティ施設における利用動線の相異 
(1). エントランス部から各活動空間までの経路の比較 
タイプⅡAaa、ⅡAa0、ⅡA0a、ⅡAxa の 9 施設では、フロアご
との室数は違うが、利用動線が似ているため、ここではまとめてⅡ
Aaa、ⅡA0a で表示する。日本におけるコミュニティ施設では、1
施設以外の全てのコミュニティ施設で、エントランス部から各活動
空間への経路は他の活動空間を経由しない。 
台湾で調査した 26 施設のうち、12 施設には一部の活動空間への
アクセスは他の活動空間を経由するため、施設内の活動空間どうし
の同時利用は難しいと考えられる。 
 
(2). 各活動空間から利用型サービス空間までの経路の比較 
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日本におけるコミュニティ施設では、1 施設以外の全ての施設に
おいて各活動空間から利用型サービス空間までの経路は他の活動空
間を経由しない。一方で、台湾における 26 のコミュニティ施設で
は、7 施設において各活動空間から利用型サービス空間までの経路
は他の活動空間を経由しているため、利用動線の連続性が保たれて
いない。また、1 施設には利用型サービス空間が設置されていない。 
 
6.3. 台湾における既存コミュニティ施設の空間構成の問題解決策 
第 4 章で、活動空間の利用動線に他の活動空間を経由する場合、
いわゆる経由活動空間の存在は活動空間の利用時間を低下させる原
因であると明らかとなった。 
表 6.1 に台湾におけるコミュニティセンターの活動空間の利用を
示す。台湾におけるほとんどのコミュニティセンターでは１階にあ
る活動空間は 1 室しかなく、直接活動空間に入るというフロア間が
直列配置の場合、1 階にある活動空間が予約利用されている状態と
なると、2 階以上にある活動空間は利用しづらいと考えられる。ま
た、現在コミュニティセンターでは政党集会にも利用されており、
1 階にある活動空間を経由する場合、違う政党の支持者どうしの対
立となる。 
以上のことから、各フロアを並列配置することによって 2 階以上
へのアクセスが 1 階の活動空間を経由しないことは最優先課題であ
ると考えられる。 
6.3.1. 各フロア間を並列配置にする手法 
(1).室外連結型サービス空間の設置 
各フロア間の直列配置状態を並列配置に変更するため、室外連結
型サービス空間の設置は解決手法の 1 つとして考えられる。具体的
には、外付け階段を設置することである。（図 6.4 の解決策 1） 
台湾におけるコミュニティセンターの管理責任者は里長であるが、
里長は必ずコミュニティセンターの近くに在住しているわけではな
いため、基本的にボランティア組織で管理されている。ボランティ
ア組織が存在していない場合は、里長が信頼しているコミュニティ
センターの近くに住んでいる住民が施設の鍵を保管している。これ
により、一般的に施設出入りの管理上は問題が生じるが、台湾では
問題ないと考えられる。 
室外連結型サービス空間の設置のためには、施設敷地内に建設可
能のスペースを確認しなければならない。敷地内にスペースの余裕
がない場合、他の対策を考えなければならない。 
(2).室内連結型サービス空間の設置 
敷地内の空きスペースが確保できず外付け階段が設置不可の場合、
1 階にある活動空間内に可動間仕切りの増設によって連結型サービ
ス空間を設置することが可能である。しかしながら、間仕切りの増
設による各フロアを並列配置にすることが可能であるものの、活動
空間の面積が減少し、利用上の支障になると考えられる。 
以上の 2 つの改善手法は、各フロアの直列配置を並列配置にする
ことができる。施設空間配置タイプⅡB00、タイプⅡB0b における
フロア間の直列配置を改善することが可能である。 
6.3.2. 各活動空間どうしを並列配置にする手法 
施設の利用動線タイプⅡA0b-Ⅱという各フロアが既に並列配置
されており、1 フロア内の活動空間どうしが直列配置となっている
場合、施設内活動空間の配置方法を並列配置に変更すれば利用動線 
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図 6.3 台湾と日本におけるコミュニティ施設において各活動空間
から利用型サービス空間までの経路の比較 
表 6.1 台湾におけるコミュニティセンターの活動空間の利用 
 
活動空間における政党集会 活動による通行不可 
 
 
図 6.4 各フロア間を並列配置にする手法の例 
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が他の活動空間を経由するという問題が解決可能である。（図 6.5） 
具体的には、経由活動空間となっている活動空間に可動間仕切り
を設置することが問題解決の手法として考えられる。しかしながら、
直列配置となっている活動空間どうしが所在しているフロアの面積
を検討することが必要であり、加えて可動間仕切りの増設の量によ
って構造的な再検討が必要となる。 
6.3.3. 各活動空間の利用動線の連続性を保つ手法 
タイプⅡA00-Ⅱ、タイプⅡB00-Ⅱの場合、各フロア及び活動空間
どうしが既に並列配置されているため、2 階に利用型サービス空間
であるトイレを設置することで利用動線の問題を解決できる。また、
タイプⅡA0b-ⅡとタイプⅡB0b-Ⅱの 3 施設のうち、活動空間どうし
を並列配置にする際、活動空間から利用型サービス空間までの経路
が他の活動空間を経由する問題を同時に改善できる。 
図 6.6 に各活動空間の利用動線の連続性を保つ手法の例を示す。
各フロアが並列配置されているものの、2 階にはトイレが設置され
ていなかった。各活動空間の利用動線の連続性を保つ手法として、
2 階にある倉庫或いは活動空間の一部を利用し、トイレを増設する
ことが考えられる。しかし、トイレ空間の増設に伴い、設備工事を
行うことが必要となる。 
6.3.4. 施設活用に向けて改善手法への考察 
(1).改善手法の容易度 
連結型サービス空間の設置は、施設敷地内の空きスペースもしく
は施設内の一部空間の面積を犠牲することが必要となり、レベル 1
に定義する。 
利用型サービス空間の設置は、施設内の一部空間の面積の損失と
なり、加えて施設内設備の増設による配管の再配置が必要であるた
め、改善するための手掛かりが多いため、連結型サービス空間の設
置より複雑と考えられ、レベル 2 に定義する。 
室外連結型サービス空間および室内連結型サービス空間の設置が
必要とする場合、敷地内空きスペース及び一部活動空間の面積の損
失が必要となり、面積損失の量が多いため、比較的に複雑であると
考えられ、レベル 3 に定義する。 
連結型サービス空間及び、利用型サービス空間の設置が必要とな
る場合、空間配置と利用動線を改善するために面積の損失及び水回
りに関する配管の設置が必要となり、最も複雑であると考えられる
ため、レベル 4 に定義する。 
以上のことから、現在対象となる 26 施設のうち、空間配置と利
用動線上問題がある 14 施設を抽出して検証を行う。 
表 6.2 に空間配置と利用動線における改善の可能性を示す。Ⅱ
B00-Ⅰの 6 施設は、室外連結型サービス空間の設置によって各フロ
アが直列配置されていることを解決でき、全レベル 1 に該当した。 
ⅡA0b-Ⅱの 2 施設は、室内連結型サービス空間の設置よって活動
空間どうしが直列配置されていることを解決でき、レベル 1 に該当
した。 
ⅡA00-ⅡとⅠA0-Ⅱの２施設は利用型サービス空間の設置によっ
て活動空間から利用型サービス空間までの経路が他の活動空間を経
由する問題を解決でき、レベル 2 に該当した。 
ⅡB00-ⅡとⅡB0b-Ⅱの４施設のうち、１施設は室外と室内の連結
型サービス空間の設置によって各フロアが直列配置の問題及び活動
空間から利用型サービス空間までの経路が他の活動空間を経由する 
 
図 6.5 活動空間どうしを並列配置にする手法の例 
 
 
図 6.6 各活動空間の利用動線の連続性を保つ手法の例 
 
問題を改善でき、レベル 3 に該当した。 
一方、3 施設では各フロアが直列配置及び活動空間から利用型サー
ビス空間までの経路が他の活動空間を経由する問題は連結型サービ
ス空間および利用型サービス空間の設置によって解決する。これら
の 3 施設においてに空間構成及び利用動線の改善作業は最も多いた
め、レベル 4 に該当した。 
 
 (2).利用状況から見た連結型サービス空間の設置手法の適合性 
連結型サービス空間の設置による空間配置及び利用動線の改善は
室外と室内の 2 つの手法で実現できるが、ここでは利用状況及び空
間配置の特徴で検討を行う。 
活動空間の直列配置によって活動空間の利用動線が他の活動空間 
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を経由する場合、利用時間が低下してしまう傾向が見られた。特に
2 階以上にある活動空間の多くは１階にある活動空間を経由してい
くことがわかった。 
現在コミュニティセンターでは政党集会の利用が存在しており、
また、多くの施設では、1 階にある活動空間の利用時間の 8 割以上
は一般開放されている時間と見られた。これらの施設においては、
施設利用者はテレビもしくは新聞紙を見ながら、政治・時事に関わ
る話し合いすることはよくある。 
これにより、違う政党の支持者の対立はコミュニティセンターの
利用状況に悪影響を与えると考えた上で、一般開放されている時間
が長い 1 階にある活動空間を有している施設に対しては、室外連結
型サービス空間を設置した方が、室内連結型サービス空間より適し
ていると考えられる。 
以上のことから、タイプⅡB00-Ⅰに該当した 6 施設では、5 施設
において 1 階にある活動空間の一般開放されている時間が長く、室
外連結型サービス空間の設置は室内連結型サービス空間の設置より
良いと考えられる。No.20 の場合は、1 階にある活動空間は利用さ
れておらず、一部活動空間の面積を利用して連結型サービス空間を
設置することで空間配置及び利用動線の改善は可能である。 
また、タイプⅡA0b-Ⅱの 2 施設では、各フロアは既に並列されて
おり、2 階にある活動空間どうしが直列配置となるため、室内連結
型サービスの設置は可能である。 
タイプⅡB0b-Ⅱの 2 施設では、ともに 1 階にある活動空間の一般
開放されている時間が長く、室外連結型サービス空間の設置は室内
連結型サービス空間の設置より良いと考えられる。また、ⅡB00-Ⅱ
の 2 施設でも同様の結果であり、室外連結型サービス空間を設置す
るほうが室内連結型サービス空間の設置より良いと考えられる。 
 
表 6.2 空間配置と利用動線における改善の可能性 
1F-1 280
2F-1 113
2F-2 95
1F-1 234
2F-1 145
2F-2 123
1F-1 298
2F-1 145
2F-2 25
2F-3 25
2F-4 25
2F-5 25
1F-1 263
2F-1 200
2F-2 24
No.10
No.13
No.14
No.17 39
42
33
48
71 29
71 24
18
5
18
79 15
10
78
71
100
100
100
100
100
100
100
82
5
29
17
82
6
90
施設
番号
空間
番号
面積
(㎡) 0 20 40 60 80 100
利用時間の内訳（％）
一般開放されている時間 予約利用されている時間 利用されていない時間凡例
ⅡB0b
-Ⅱ
ⅡA0b
-Ⅱ
平面
計画
週間開
館時間
91 9
37
100
100
63
686
8
8
92
100
100
15 9
83
16
9
76
100
100
91
8
1F-1 91
2F-1 91
No.2
0
35
41
6
40
55
45
52.5
44
1F-1
2F-1
1F-1
2F-1
1F-1
2F-1
1F-1
2F-1
1F-1
2F-1
1F-1
2F-1
1F-1
2F-1
1F-1
2F-1
No.24
No.4
No.5
No.7
No.8
No.22
No.16
No.20
75
70
98
131
304
346
291
251
131
114
154
154
202
257
191
187
100
100
76
17
82 9
9
9
91
ⅡA00
-Ⅱ
ⅡB00
-Ⅰ
改善容易度
レベル３
レベル４
No.6 40343 19811F-1ⅠA0-Ⅱ
レベル１
（室内）
レベル２
レベル１
（室外）
ⅠA0-Ⅱ：「平屋建」+「１階に１室が配置されている」+「利用型サービス空間までの経路に問題ある」
ⅡB00-Ⅰ：「２階建」+「各フロアが直列、各フロアが１室」+「利用型サービス空間までの経路に問題ない」
ⅡB00-Ⅱ：「２階建」+「各フロアが直列、各フロアが１室」+「利用型サービス空間までの経路に問題ある」
ⅡA00-Ⅱ：「２階建」+「各フロアが並列、各フロアが１室」+「利用型サービス空間までの経路に問題ある」
ⅡB0b-Ⅱ：「２階建」+「各フロアが直列」+「1階に1室、2階が直列配置」+「利用型サービス空間までの経路に問題ある」
ⅡA0b-Ⅱ：「２階建」+「各フロアが並列」+「1階に1室、2階が直列配置」+「利用型サービス空間までの経路に問題ある」
ⅡB00
-Ⅱ
 
図 6.7 施設利用状況と改善方法容易度 
 
条件
必要な廊下幅（ｍ）
ⅡB00-Ⅰ No.4 住宅区画 可能注1） 敷地内 可能 1.2以上 １Ｆ－１ 不必要 ―
ⅡB00-Ⅰ No.5 住宅区画 可能注2） 敷地内 可能 1.2以上 １Ｆ－１ 不必要 ―
ⅡB00-Ⅰ No.8 広場 可能 敷地内 可能 1.6以上 １Ｆ－１ 不必要 ―
ⅡB00-Ⅰ No.16 広場 可能 敷地内 可能 1.6以上 １Ｆ－１ 不必要 ―
ⅡB00-Ⅰ No.20 住宅区画 可能注2） 敷地内 可能 1.2以上 １Ｆ－１ 不必要 ―
ⅡB00-Ⅰ No.22 公園 可能 敷地内 可能 1.6以上 １Ｆ－１ 不必要 ―
ⅡA0b-Ⅱ No.14 公園 不必要 ― 必要 1.6以上 ２Ｆ－１ 不必要注3） ―
ⅡA0b-Ⅱ No.17 住宅区画 不必要 ― 必要 1.6以上 ２Ｆ－１ 不必要注3） ―
ⅡA00-Ⅱ No.2 住宅区画 不必要 ― 不必要 ― ― 必要 ２階倉庫或いは２Ｆ－１
ⅠA0-Ⅱ No.6 住宅区画 不必要 ― 不必要 ― ― 必要 １階倉庫或いは１Ｆ－１
ⅡB0b-Ⅱ レベル３ No.10 公園 可能 敷地内 必要 1.6以上 ２Ｆ－１ 不必要注3） ―
ⅡB00-Ⅱ No.7 公園 可能 敷地内 可能 1.6以上 １Ｆ－１ 必要 ２階倉庫或いは２Ｆ－１
ⅡB0b-Ⅱ No.13 住宅区画 可能 敷地内 可能 1.6以上 ２Ｆ－２ 必要 ２Ｆ－１或いは２Ｆ－２
ⅡB00-Ⅱ No.24 公園 可能 敷地内 可能 1.6以上 １Ｆ－１ 必要 ２階倉庫或いは２Ｆ－１
注1 注2 注3
室内連結型サービス空間の設置 利用型サービス空間の設置
施設番号
室外連結型サービス空間の設置
実施の
可能性
改善方法
の容易度
敷地内の違法増築を撤去することが必要 隣棟間隔への確認が必要 2F-１に連結型サービス空間の設置により、必要ない。
レベル４
敷地 実施の可能性 実施の必要性増設場所増設場所
タイプ
レベル１
（室外or室内）
増設場所
レベル１
（室内）
レベル２
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6.4. まとめ 
①日本と台湾におけるコミュニティ施設の空間構成を比較すること
を通し、台湾における多くのコミュニティ施設の平面計画では、各
フロアと各活動空間の配置及び利用動線への配慮が不足しているこ
とがわかった。台湾における多くのコミュニティセンターでは、各
フロアと各活動空間が直列配置されており、加えて 1 フロアに 1 室
の構成が多かったため、2 階以上にある活動空間へのアクセスは 1
階を通過しなければならない。これにより、同一施設内の各活動空
間の同時利用が難しくなっている。 
②台湾における既存コミュニティ施設の空間配置の改善方法として、
「同一施設内の各フロアを並列配置すること」、「同一施設内の各活
動空間を並列配置すること」及び、「各活動空間の利用動線の連続性
を確保すること」の 3 つの要素が挙げられる。台湾におけるコミュ
ニティ施設では、1 フロアに 1 つの活動空間が配置されていること
が多いため、各フロアへのアクセスが他のフロアを経由しないこと
が重要である。また、活動空間が直列配置されていることは各活動
空間の同時利用の阻害となるため、活動空間どうしを並列配置にす
ることが重要である。最後に、利用動線の連続性を確保できないと
活動空間の利用時間を低下させるため、利用動線の連続性は施設の
利便性を確保するうえで不可欠な要素である。 
③既存コミュニティ施設活用に向けて施設空間の改善手法として、
「同一施設内の各フロアを並列配置すること」に対し、外付け階段、
可動間仕切りの設置という室外或いは室内に連結型サービス空間を
設置することは有効であると考えられる。また、「活動空間どうしを
並列配置すること」については、室内連結型サービス空間の設置に
よって実現可能となる。さらに、「各活動空間の利用動線の連続性を
確保すること」を実現するために、各フロアにトイレのような利用
型サービス空間の設置が不可欠である。 
④「連結型サービス空間の設置」の条件として、室外の場合は敷地
内の空きスペースが必要であり、室内の場合は台湾における建物の
活荷重に関する法規制限を検討した上で、廊下幅の規定に従って設
置するが可能となる。「各フロアに利用型サービス空間を設置するこ
と」については、余剰となった空間に設置するか、もしくは一部の
活動空間の面積を犠牲にするかという検討が必要である。 
⑤施設空間配置及び利用動線の改善方法について、「連結型サービス
空間の設置」は最も行いやすい。「利用型サービス空間の設置」は、
施設内設備の増設による配管の再配置が必要であるため、改善する
ための工事量が多いと考えられる。また、「室外連結型サービス空間
の設置＋室内連結型サービス空間の設置」と「連結型サービス空間
の設置＋利用型サービス空間の増設」は最も複雑であった。 
⑥多くの施設において 1 階にある活動空間の利用時間の 8 割以上は
一般開放されている時間と見られた。これらの施設においては、施
設利用者はテレビもしくは新聞紙を見ながら、政治・時事に関わる
話し合いすることはよくある。違う政党の支持者の対立はコミュニ
ティセンターの利用状況に悪影響を与えると考えた上で、一般開放
されている時間が長い 1 階にある活動空間を有している施設に対し、
室外連結型サービス空間を設置したほうは、室内連結型サービス空
間より適合であると考えられる。 
 
第7章  総括結論 
7.1. 本論文の成果 
第 1 章では、現在台湾における既存コミュニティ施設がうまく利
用されず、蚊子館と呼ばれていることを示した。 
これは、既往のコミュニティ施設の建設はあまり空間配置を考え
ずに建てられたためである。既往研究及び旧コミュニティ施設に関
する施設構成の条例を調べ、台湾におけるコミュニティ施設内廊下、
各空間における配置関係に関する規定は極めて曖昧であることを指
摘した。また、台湾と日本の文献レビューを通じ、台湾におけるコ
ミュニティ施設の空間配置及びコミュニティ施設内動線について研
究が存在しなかったため、本研究の研究対象はコミュニティ施設の
平面計画のうち、活動空間配置及び利用動線に着目した。 
第 2 章では、台湾におけるコミュニティセンターの利用状況を解
明するために、一般利用されている時間と予約利用されている時間
を分け、26 施設の各活動空間の利用状況を把握した。ほとんどのコ
ミュニティセンターにおいて 2 階以上にある活動空間の利用されて
いない時間が多く、1 階にある活動空間では一般開放されている時
間が長かった。これにより、1 階にある活動空間は市民の誰でも自
由利用できるような使い方がなされており、2 階以上にある多くの
活動空間は余剰となっていることがわかった。 
第 3 章では、台湾におけるコミュニティ施設の空間構成を把握す
ることを目的とし、施設規模、各機能空間の割合を把握した上で、
コミュニティ施設の空間配置及び利用動線における問題点を分析し
た。新しい施設ほど室数が増えることがわかり、施設のバリエーシ
ョンが豊かになる傾向が見られた。また、玄関、廊下、階段などの
連結型サービス空間の面積が少なかった。 
1 フロアに 1 つの活動空間が配置されている施設空間構成は最も
多かった。また、多くの施設では各フロア間が直列配置されおり、
活動空間どうしが直列配置となっている施設も多く存在している。 
多くの施設では、利用動線の連続性が確保できず、必ず他の活動
空間を経由することになってしまい、いわゆる動線上「経由活動空
間」の存在が明らかにとなった。これにより、各活動空間どうしの
同時利用に支障をきたし、活動空間の利用時間に大きく影響する可
能性があると提示した。 
第 4 章では、2 章と 3 章の成果を踏まえ、コミュニティ施設にお
いて各活動空間の利用状況とコミュニティ施設の空間構成との関連
性を明らかにするため、活動空間面積、空間配置、利用動線などの
施設空間構成の要素で検証を行った。結果として、活動空間の配置
方法は利用動線と影響し、活動空間どうしが直列配置されているこ
とは、利用動線が他の活動空間を経由する原因となり、利用時間を
低下させる要因の１つと考えられる。コミュニティ施設の利用時間
における悪い状況を改善するため、施設内活動空間の配置方法は並
列配置にすることが必要である。 
第 5 章では、台湾における既存コミュニティ施設に対する改善の
可能性を探るため、日本におけるコミュニティ施設の計画方法を調
査した。施設規模、運営方式、機能が台湾のコミュニティセンター
と類似している地区会館では、全ての施設において各フロア間が並
列配置となっており、各活動空間の利用動線は、他の活動空間を通
らずに動線の連続性を保っていることがわかった。また、利用上の
利便性を図って各フロアは「活動空間+トイレ+湯沸室」で計画され
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ていた。これにより、各活動空間が同時に利用することができ、最
小限の調理機能が担保されている。 
第 6 章では、5 章から得られた知見を応用することで、台湾にお
ける既存コミュニティ施設の空間構成の改善手法を提示することを
目的とした。台湾における既存コミュニティ施設の空間配置の改善
方法として、「同一施設内の各フロアを並列配置すること」、「同一施
設内の各活動空間を並列配置すること」及び、「各活動空間の利用動
線の連続性を確保すること」の 3 つの要素が挙げられる。 
「同一施設内の各フロアを並列配置すること」では、外付け階段、
可動間仕切りの設置という室外或いは室内に連結型サービス空間の
設置は有効である。「活動空間どうしを並列配置すること」では、室
内連結型サービス空間の設置によって実現可能となる。「各活動空間
の利用動線の連続性を確保すること」を実現するため、各フロアに
トイレのような利用型サービス空間の設置が必要である。 
「連結型サービス空間の設置」は最も行いやすい。「利用型サービ
ス空間の設置」は、施設内設備の増設による配管の再配置が必要で
あるため、改善するための手掛かりが多いと考えられる。また、「室
外連結型サービス空間の設置＋室内連結型サービス空間の設置」と
「連結型サービス空間の設置＋利用型サービス空間の増設」は最も
複雑であった。また、一般開放されている時間が長い 1 階にある活
動空間を有している施設に対しては、室外から動線を分離し、室外
連結型サービス空間を設置したほうが良いと考えられる。 
 
7.2. 今後の展望 
本論文はコミュニティ施設の利用状況及び、各活動空間の配置方
法、利用動線などの平面計画の特徴に対する分析を行った。結果と
して、導き出した既存コミュニティ施設空間配置改善方法の試論は、
台湾における既存コミュニティ施設の各活動空間配置、利用動線な
どの活用に向けて空間構成の改善手法の在り方を示す先導的な研究
である。しかし、既存コミュニティ施設空間の有効活用には、施設
機能、施設空間の活動形態、利用者属性、空間の用途など様々な観
点が存在している。特に、近年台湾における少子高齢化の進行に伴
い、生涯学習の需要が現われてくる一方で、地方政府の財政的困窮
が生じており、地域コミュニティ施設における持続的な経営に関す
る課題を明確化する必要がでてきた。 
 
7.3. 今後の研究課題 
今後のコミュニティ施設は社会状況の変化によりさらなる複雑な
機能が求められ、今後さらに進展することが予測される。 
以下に、本論文で論述した内容に関連し、今後の課題を列挙する。 
まず、各施設における利用者の年齢層及び交通手段などの利用者
の属性を把握し、または各地域にある生涯学習に関わっている NPO、
NGO などの活動実態を調査することから、施設利用可能な組織な
どの情報を入手し、今後コミュニティ施設空間の活用に役に立てる。 
また、施設敷地の利便性、台湾における多くのスクーター使用者
が求められている駐車スペースについて検討を加えることで、施設
外部を含めて施設利用動線を全面的に把握することができる。これ
により、施設外部・内部への検討を通じ、利用者アクセス方法、利
用圏域などの情報をもっと精緻的に把握する必要がある。 
日本におけるコミュニティセンターは行政末端基地の 1 つであり、
広報広聴活動機能、ホームヘルパーやボランティアなどの活動拠点
である直接行政サービスの中継基地、役所の支所、地域施設の分室、
まちづくり担当職員の詰所などの行政関連施設に対する補完する機
能を持っており、多くのコミュニティ施設では、機能の複合化が見
られている。それに対し、台湾の現状を踏まえ、今後生涯学習の需
要に応じてコミュニティ施設空間機能の複合化の可能性を解明する
必要がある。 
最後に、本研究では地域コミュニティ施設に対する空間配置の改
善手法を踏まえ、施設空間配置に対する改善の容易度の検討を行い、
地域コミュニティ施設の改善方法の試論を行ったが、今後、実際に
既存コミュニティ施設の活用にどれぐらいの効果が得られるか、と
いうことを把握する必要がある。 
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